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独立行政法人農林水産消費安全技術センター 平成２５年度事業報告書

１．国民の皆様へ

(1) 農林水産消費安全技術センターについて

食品は国民生活にとって一日たりとも欠かすことのできないものであり、その安

全を確保し、安定的な供給を図ることは、国の果たすべきもっとも基本的な責務で

す。このため、食品の生産・流通・消費にわたる各段階において安全管理を徹底す

るなど、科学に基づく食品安全行政を推進するとともに、食品の品質及び表示の適

正化を図ることにより、消費者の信頼を確保することが重要な課題となっています。

このような状況の下で、独立行政法人農林水産消費安全技術センター（Food and

Agricultural Materials Inspection Center。以下「FAMIC」とさせていただきま

す。）は、農業生産資材（肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材）

や食品等を対象として科学的な検査・分析を行い、農業生産資材の安全の確保、

食品等の品質・表示の適正化等に技術で貢献することを使命に掲げ、検査等業務

に取り組んでいます。

(2) 平成25年度の主な業務の取組・成果について

平成25年度において、FAMICでは、第3期中期計画に基づき肥料、農薬、飼料とい

った農業生産資材の安全等の確保に関する業務や、食品等の品質及び表示の適正化

に関する業務について、関係法令等を踏まえ的確な実施に努めました。その中で特

徴的な取組と成果としては、

① JAS規格の制定又は確認等について、農林水産大臣が作成した平成25年度「日

本農林規格の制定等に関する計画」に従って、農林水産大臣から指示を受けて規

格調査を実施し、5品目9規格についてその報告書を農林水産大臣に提出しました。

また、原案作成委員会の事務局として、国産材の利用拡大を図る上で重要な課題

であった直交集成板の規格の制定に向けその原案の作成に集中的に取り組むとと

もに26品目80規格の改正等に係る原案をとりまとめ農林水産大臣に提出しまし

た。

② ホテル、百貨店、レストラン等でメニュー表示と異なった食材を使用等として

いた食品表示等の不正事案に係る対応として、農林水産省からの依頼に基づき、

FAMICが自ら購入したエビ加工品及び牛肉加工品等130件について、DNA分析をは

じめとした科学的な分析方法を用いて種判別・産地判別等を迅速に実施し、その

結果を農林水産省に報告しました。

③ 分析機関に求められる国際標準である「ISO/IEC 17025試験所及び校正機関の

能力に関する一般要求事項」に基づく試験所認定を、「GC-MSによる小麦中のト

リコテセン系かび毒の定量試験」で取得しました。

④ 農林水産省からの依頼に基づき、無登録農薬との疑いのある資材1点について、

成分分析を行い、農薬の有効成分であるピレトリン類を含有していることを明ら

かにし、その結果を農林水産省に報告しました。
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⑤ 飼料の安全と分析分野におけるOIE（国際獣疫事務局）コラボレーティング・

センターの活動として、OIEアジア太平洋地域事務局と協力し、OIE加盟国から推

薦のあった3カ国（モンゴル、フィリピン及びネパール）3名の研修生を対象に、

飼料中のかび毒分析に関する短期技術研修会を開催しました。

(3) 独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて

平成21年11月17日に閣議決定された「独立行政法人の契約状況の点検・見直しに

ついて」に対応し、引き続きメールマガジンを活用した調達情報の提供を行い、応

札業者の拡大に努めました。また、契約監視委員会において、契約状況の点検・見

直しについて審議及びフォローアップを行うとともに、平成24年度に引き続き2カ

年度連続した一者応札・応募については「『独立行政法人の契約状況の点検・見直

しについて』における改善状況のフォローアップについて」（平成24年9月7日総務

省行政管理局長事務連絡）に基づき、改善に向けた取組内容等を記載した「一者応

札・応募等事案フォローアップ票」を作成し、ホームページで公表するとともに、

改善への取組としてアンケートによる事業者への聞き取りを行いました。

なお、平成24年6月1日に行政改革実行本部で決定された「公益法人に対する支出

の公表・点検の方針について」に基づき、公益法人への支出状況等をホームページ

に公表し適切に対応しました。

(4) 事務・事業の見直し等について

平成22年11月26日に総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から示された主要

な事務及び事業の改廃に関する「勧告の方向性」及び平成22年12月7日に閣議決定

された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に対応するため、引き続

き「自己収入の拡大」に関する取組として講習事業に係る手数料の有料化及び「相

談窓口業務見直し」に関する取組として技術的な情報提供業務の重点化を実施しま

した。また、「事務所等の見直し」に関する取組として、門司事務所の福岡センタ

ーへの移転・統合を平成25年度に完了し、平成26年4月1日から新体制により業務を

行っています。

(5) 独立行政法人改革について

平成25年12月24日に「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が閣議決定さ

れ、平成26年4月15日に「独立行政法人通則法の一部を改正する法律案」及び「独

立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

案」が第186回通常国会に提出されました。

これらの法律案は平成27年4月1日の施行を予定しており、FAMICは、国の行政事

務と密接に関連した国の相当な関与の下に確実に執行することが求められる事務・

事業を、単年度ごとの目標・計画に基づき行うことにより、正確・確実に執行する

ことを目的とする「行政執行法人」とされ、役職員に引き続き公務員の身分が付与

されることになりました。

また、当該閣議決定の「各法人等について講ずべき措置」として、「農薬等の登
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録検査業務に関しては、生産コスト削減に向けた政策に配慮しつつ、申請方法の見

直し等により申請者の負担軽減を図りながら、検査コストに見合った適正な金額に

手数料を改めるとともに、手数料の算出根拠の透明化を図る。」こととされました。

これらに的確に対応するため、農林水産省との連携を密にしながら検討を進めて

います。

(6) 今後の取組について

FAMICは、「肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の安全確保、食

品表示の適正化を図るための農林水産行政施策に技術的側面から貢献する」使命を

果たすため、これまで以上に業務運営の効率性と質の向上を図り、国民の皆様の期

待に応えるべく、役職員一同その果たすべき役割を十分に認識し、高い使命感と倫

理観を持って的確に業務を推進して参りますので、国民の皆様のご理解とご支援を

よろしくお願い申し上げます。
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２．基本情報

(1) 法人の概要

① 法人の目的

FAMICは、農林水産物、飲食料品及び油脂の品質及び表示に関する調査及び分析、

日本農林規格又は農林物資の品質に関する表示の基準が定められた農林物資の検

査等を行うことにより、これらの物資の品質及び表示の適正化を図るとともに、

肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査等を行うことにより、

これらの資材の品質の適正化及び安全性の確保を図ることを目的としています。

（独立行政法人農林水産消費安全技術センター法（平成11年法律第183号。以下「セ

ンター法」という。）第３条）

② 業務内容

ア FAMICは、センター法第3条の目的を達成するため以下の業務を行います。

(ｱ) 農林水産物、飲食料品（酒類を除く。以下同じ。）及び油脂の品質及び表

示に関する調査及び分析並びにこれらに関する情報の提供を行うこと。

(ｲ) (ｱ)に掲げるもののほか、農林水産物、飲食料品及び油脂の消費の改善に

関する技術上の情報の収集、整理及び提供を行うこと。

(ｳ) 日本農林規格又は農林物資の品質に関する表示の基準が定められた農林物

資の検査を行うこと。

(ｴ) 日本農林規格による農林物資の格付（格付の表示を含む。）に関する技術

上の調査及び指導を行うこと。

(ｵ) (ｳ)に規定する農林物資の品質管理及び品質に関する表示に関する技術上

の調査及び指導を行うこと。

(ｶ) (ｴ)及び(ｵ)に掲げるもののほか、(ｳ)に規定する農林物資の検査技術に関

する調査及び研究並びに講習を行うこと。

(ｷ) 肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査を行うこと。

(ｸ) 飼料及び飼料添加物の検定及び表示に関する業務を行うこと。

(ｹ) 飼料及び飼料添加物について登録検定機関が行う検定に関する技術上の調

査及び指導を行うこと。

(ｺ) 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する調査を行うこ

と。

(ｻ) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

イ FAMICは、前項の業務のほか、次の業務を行います。

(ｱ) 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和25年法律第17

5号）第19条の9第2項第6号の規定による検査及び同法第20条の2第1項から第

3項までの規定による立入検査

(ｲ) 肥料取締法（昭和25年法律第127号）第30条の2第1項の規定による立入検

査、質問及び収去並びに同法第33条の3第2項の規定による立入検査及び質問

(ｳ) 農薬取締法（昭和23年法律第82号）第13条の2第1項の規定による集取及び

立入検査並びに同法第15条の3第2項の規定による立入検査
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(ｴ) 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和28年法律第35号）

第57条第1項の規定による立入検査、質問及び収去

(ｵ) 愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（平成20年法律第83号）

第13条第1項の規定による立入検査、質問及び集取

(ｶ) 地力増進法（昭和59年法律第34号）第17条第1項の規定による立入検査

(ｷ) 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律（平成15年法律第97号）第32条第1項の規定による立入り、質問、検査及

び収去

③ 沿革

（旧農林水産消費技術センター関係）

平成 3年4月 農林水産省農林規格検査所から農林水産省農林水産消費技術

センターに改組

平成13年4月 独立行政法人農林水産消費技術センターとして設立

（旧肥飼料検査所関係）

昭和38年1月 農林省肥料検査所と農林省飼料検査所が統合して農林省肥飼

料検査所となる

平成13年4月 独立行政法人肥飼料検査所として設立

（旧農薬検査所関係）

昭和22年6月 農林省農薬検査所設置

平成13年4月 独立行政法人農薬検査所として設立

平成19年4月 上記旧３法人を統合して独立行政法人農林水産消費安全技術

センターとして設立

④ 設立根拠法

独立行政法人農林水産消費安全技術センター法（平成11年法律第183号）

⑤ 主務大臣（主務省所管課等）

農林水産大臣（農林水産省消費・安全局総務課、消費・安全政策課、表示・規

格課、農産安全管理課、畜水産安全管理課）
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⑥ 組織図
現在

非 常 勤 監 事

上 席 表 示 監 視 官

業 務 調 査 課

総 務 部

平成26年3月31日

肥 料 管 理 課

肥 料 鑑 定 課

管 財 課

有 害 物 質 等 分 析

調 査 統 括 チ ー ム

表 示 監 視 官

小 平 総 務 分 室

情 報 管 理 課

交 流 技 術 課

規 格 検 査 課

表 示 指 導 課

商 品 調 査 課

分 析 調 査 課

審 査 官

広 報 室

主 任 精 度 管 理 官

精 度 管 理 官

総 務 課

人 事 課

会 計 課

農 薬 調 整 指 導 官

理 事 長

企 画 調 整 部

業 務 監 査 室

企 画 調 整 課

品 質 保 証 課

国 際 課

監 事

消 費 安 全 情 報 部

規 格 検 査 部

表 示 監 視 部

肥 飼 料 安 全 検 査 部

農 薬 検 査 部

生 物 課

飼 料 管 理 課

飼 料 鑑 定 第 一 課

鑑 定 課

技 術 研 究 課

農 薬 残 留 検 査 課

農 薬 実 態 調 査 課

飼 料 鑑 定 第 二 課

調 整 指 導 官

専 門 指 導 官

業 務 調 査 課

検 査 調 整 課

毒 性 検 査 課

理 事

環 境 影 響 検 査 課

生 態 毒 性 検 査 課

化 学 課
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精 度 管 理 官

門 司 事 務 所

農 薬 実 態 調 査 課

農 薬 実 態 調 査 課

業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

肥 料 検 査 課

管 理 官

規 格 検 査 課

飼 料 検 査 課

農 薬 実 態 調 査 課

農 薬 実 態 調 査 課

管 理 官

業 務 管 理 課

肥 飼 料 検 査 課

業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

精 度 管 理 官

表 示 指 導 課

鑑 定 課

規 格 検 査 課

表 示 指 導 課

横 浜 事 務 所 業 務 管 理 課

精 度 管 理 官

業 務 管 理 課札 幌 セ ン タ ー

仙 台 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

規 格 検 査 課

表 示 指 導 課

肥 飼 料 検 査 課

管 理 官

表 示 指 導 課

肥 料 検 査 課

飼 料 検 査 課

管 理 官

精 度 管 理 官

名 古 屋 セ ン タ ー

有 害 物 質 等 分 析 調 査 課

鑑 定 課

技 術 研 究 課

精 度 管 理 官

神 戸 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

表 示 指 導 課

鑑 定 課

肥 料 検 査 課

飼 料 検 査 課

表 示 監 視 官

主 任 精 度 管 理 官

精 度 管 理 官

上 席 表 示 監 視 官

福 岡 セ ン タ ー

表 示 指 導 課

次 長

次 長

次 長

次 長
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(2) 本部・地域センター等の住所

本 部：さいたま市中央区新都心2－1 さいたま新都心合同庁舎検査棟

農薬検査部：小平市鈴木町2－772

横浜事務所：横浜市中区北仲通5－57 横浜第2合同庁舎

札幌センター：札幌市北区北10条西4－1－13 道新北ビル

：札幌市中央区大通西10－4－1 札幌第2合同庁舎

仙台センター：仙台市宮城野区五輪1－3－15 仙台第3合同庁舎

名古屋センター：名古屋市中区三の丸1－2－2 名古屋農林総合庁舎2号館

神戸センター：神戸市中央区港島南町1－3－7

福岡センター：福岡市東区千早3－11－15

門司事務所：北九州市門司区西海岸1－3－10 門司港湾合同庁舎

(3) 資本金の状況 （単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 10,172 － － 10,172

その他出資金 － － － －

資本金合計 10,172 － － 10,172

各計数は単位未満を四捨五入して記載しています。

(4) 役員の状況 （平成26年3月31日現在）

(5) 常勤職員の状況

常勤職員は平成26年1月1日時点において638人（前期末6人減少、0.9％減）であり、

平均年齢は43.3歳（前期末43.0歳）となっています。このうち、国等からの出向者

は88人、他の独立行政法人（旧３法人は除く）からの出向者は1人です。

（注）常勤職員数は平成26年１月１日現在国会報告データによる。

役職 氏名 任期 担当 経歴

理事長 木村 眞人 自　平成25年 4月 1日 元　国立大学法人名古屋大学大学院生命農学研究科教授

至　平成27年 3月31日

理　事 角谷 德道 自　平成25年 4月 1日 総合調整・食品等 昭和54年 4月　農林水産省採用

至　平成27年 3月31日 検査担当 平成20年 8月　経営局人材育成課長

（再任）

理　事 片山 信浩 自　平成25年 4月 1日 評価・肥飼料検査 昭和55年 4月　農林水産省採用

至　平成27年 3月31日 担当 平成22年 2月　独立行政法人農林水産消費安全技術センター

　　　　　　　企画調整部長        

平成25年 3月  生産局農産部付

理　事 曽根 一人 自　平成25年 4月 1日 農薬検査担当 昭和51年 4月　農林省採用

至　平成27年 3月31日 平成20年 4月　独立行政法人農林水産消費安全技術センター

（再任） 　　　　　　　農薬検査部検査調整課長

平成22年 4月  横浜植物防疫所調査研究部統括調査官

　　　　　　　（消毒技術開発担当）

平成23年 3月  独立行政法人農林水産消費安全技術センター

　　　　　　　企画調整部付

監　事 井上 龍子 自　平成24年 4月 1日 昭和56年 4月　農林水産省採用

至　平成26年 3月31日 平成23年 5月　東北農政局次長

(H26.3.30付けで退任)

監　事 碓井 憲男 自　平成25年 4月 1日 現　公認会計士

（非常勤） 至　平成27年 3月31日

（再任）
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３．簡潔に要約された財務諸表

以下の計数は単位未満を四捨五入しており、合計が一致しない場合があります。

① 貸借対照表（平成26年3月31日現在）

(http://www.famic.go.jp/public_information/johokokai/22jyou/pdf/25zaimu.pdf)

（単位：百万円）
資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 1,704 流動負債 1,626
現金・預金等 1,693 運営費交付金債務 895
その他 11 その他 731

固定資産 8,772 固定負債 1,067
有形固定資産 8,758 資産見返負債 760
その他 14 その他 308

負債合計 2,693
純資産の部 金額

資本金 10,172
政府出資金 10,172

資本剰余金 △ 2,471
利益剰余金 82
純資産合計 7,783

資産合計 10,476 負債純資産合計 10,476

② 損益計算書（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(http://www.famic.go.jp/public_information/johokokai/22jyou/pdf/25zaimu.pdf)

（単位：百万円）
金額

経常費用（Ａ） 6,286
調査指導業務費 5,333

人件費 4,184
減価償却費 220
その他 929

一般管理費 953
人件費 701
減価償却費 35
その他 217

財務費用 0
経常収益（Ｂ） 6,312

運営費交付金収益 6,010
事業収益等自己収入 47
その他 255

臨時損益（Ｃ） 3
その他調整額（Ｄ） 0
当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 29
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③ キャッシュ・フロー計算書（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(http://www.famic.go.jp/public_information/johokokai/22jyou/pdf/25zaimu.pdf)

（単位：百万円）
金額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 494
人件費支出 △ 4,829
運営費交付金収入 6,422
事業収益等自己収入 11
その他収入・支出 △ 1,110

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △ 197
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △ 4
Ⅳ 資金増加高（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 292
Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 1,401
Ⅵ 資金期末残高（Ｄ＋Ｅ） 1,693

④ 行政サービス実施コスト計算書（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(http://www.famic.go.jp/public_information/johokokai/22jyou/pdf/25zaimu.pdf)

（単位：百万円）
金額

Ⅰ 業務費用 6,239
損益計算書上の費用 6,292
（控除）事業収入等 △ 53

（その他の行政サービス実施コスト）
Ⅱ 損益外減価償却相当額 401
Ⅲ 損益外減損損失相当額 9
Ⅳ 損益外利息費用相当額 4
Ⅴ 損益外除売却差額相当額 9
Ⅵ 引当外賞与見積額 32
Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 △ 369
Ⅷ 機会費用 445
Ⅸ 行政サービス実施コスト 6,770

〈注〉国民一人あたりの行政サービス実施コスト 53.2円

行政サービス実施コスト6,769,805,141円／127,295 千人

総務省統計局公表の人口推計月報平成25年11月1日確定値

(127,295千人)によっています。

Ⅰのうち損益計算書上の費用（臨時損失を除く。）事業費用の国民一人あたりセグメント費用

(1)肥料及び土壌改良資材関係経費 4.7円 （事業費用） 603,311,348円
(2)農薬関係経費 8.2円 〃 1,040,798,841円
(3)飼料及び飼料添加物関係経費 6.7円 〃 858,850,171円
(4)食品等の調査、分析、情報提供業務関係経費 5.5円 〃 696,075,846円
(5)農林物資の検査、指導業務関係経費 14.9円 〃 1,894,332,708円
(6)農林物資の調査研究、講習業務関係経費 1.9円 〃 239,432,427円
(7)一般管理費（共通経費） 7.5円 〃 953,271,325円
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■ 財務諸表の科目

① 貸借対照表

現金・預金等 ：預金

有形固定資産 ：土地、建物、機械及び装置、工具器具備品など独立行政法

人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産

その他（固定資産）：有形固定資産以外の長期資産で、特許権など具体的な形

態を持たない無形固定資産等が該当

運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された

運営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高

政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成

資本剰余金 ：国から交付された施設費などを財源として取得した資産

で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの

利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

調査指導業務費：独立行政法人の業務に要した費用

人件費 ：独立行政法人の職員等の給与、賞与、法定福利費等に要す

る経費

減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたっ

て費用として配分する経費

財務費用 ：利息の支払に要する経費

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識し

た収益

事業収益等自己収入：手数料収入、受託収入などの収益

臨時損益 ：固定資産の売却損益又は、除却損が該当

その他調整額 ：前中期目標期間繰越積立金の取崩額が該当

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係

る資金の状態を表し、サービスの提供等による収入、原材料、

商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために

行われる投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得

・売却等による収入・支出や施設整備費補助金の交付による

収入が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済額が該当

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用 ：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独

立行政法人の損益計算書に計上される費用
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損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得

が予定されないものとして特定された資産の減価償却費相当

額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照表

に記載している）

損益外利息費用相当額：資産除去債務の除去費用等のうち、対応すべき収益

の獲得が予定されないものとして特定された時の経過による

資産除去債務の調整額（損益計算書には計上していないが、

累計額は貸借対照表に記載している）

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな

場合の賞与引当金見積額（損益計算書には計上していないが、

仮に引き当てた場合に計上したであろう賞与引当金見積額を

貸借対照表に注記している）

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが

明らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損益計算書には

計上していないが、仮に引き当てた場合に計上したであろう

退職給付引当金見積額を貸借対照表に注記している）

機会費用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料に

より賃借した場合の本来負担すべき金額などが該当
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４．財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主要

な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由）

（経常費用）

平成25年度の経常費用は6,286百万円と、前年度比72百万円減（1.1％減）

となっています。これは、人員削減等に伴う人件費の前年度比53百万円減

（1.1％減）及び人件費以外の経常費用の前年比19百万円減(1.3％減)です。

（経常収益）

平成25年度の経常収益は6,312百万円と、前年度比69百万円減（1.1％減）

となっています。これは、運営費交付金収益の前年度比55百万円減（0.9％減）

となったことが主な要因です。

（当期総損益）

平成25年度の当期総利益は29百万円と、前年度比5百万円増（19.3%増）と

なっています。これはその他収入（不要物品等売払）の前年度比3百万円増

（221.2%増）となったことが主な要因です。

（資産）

平成25年度末現在の資産合計は10,476百万円と、前年度末比111百万円減

（1.0％減）となっています。これは、現金及び預金の292百万円増、未収金

の109百万円減となったこと、減価償却等により有形固定資産が前年度比

294百万円減（3.2％減）となったことが主な要因です。

（負債）

平成25年度末現在の負債合計は2,693百万円と、前年度末比24百万円減

（0.9％減）となっています。これは、人件費等運営費交付金債務残高の

205百万円増、未払金の92百万円減となったこと、前年に比べ運営費交付金

を財源とした資産の取得が少なかったため、資産見返運営費交付金が

129百万円減（14.5％減）となったことが主な要因です。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の業務活動によるキャッシュ・フローは494百万円と、前年度比

46百万円減（前期は540百万円）となっています。これは、前年度に比べ

人件費支出の27百万円減（0.5％減）及び運営費交付金収入の86百万円減

（1.3％減）となったことが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△197百万円と、前年度

比67百万円減（前期は△130百万円）となっています。これは前年度に比べ有

形固定資産の取得による支出の340百万円増（175.0％増）及び施設費による

収入の272百万円増（405.7％増）となっていることが主な要因です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△4百万円と、前年度比

5百万円増（前期は△9百万円）となっています。この財務活動は全額リース
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債務の返済分です。

表 主要な財務データの経年比較

（単位：百万円）
前中期目標期間 当中期目標期間

区分
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

経常費用 7,041 6,988 6,679 6,358 6,286
経常収益 7,064 7,013 6,703 6,381 6,312
当期総利益 24 1,654 28 24 29
資産 12,589 12,567 10,720 10,587 10,476
負債 3,193 2,008 2,277 2,717 2,693
利益剰余金（又は繰越欠損金） 82 1,736 29 53 82
業務活動によるキャッシュ・フロー 583 539 △ 1,157 540 494
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 82 △ 317 △ 4 △ 130 △ 197
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 18 △ 18 △ 19 △ 9 △ 4
資金期末残高 1,976 2,180 999 1,400 1,693

（注）平成22事業年度より資産除去債務に関する会計処理に係る独立行政法人会計基準を適用していま

す。

（著しい変動が生じている理由）

平成22年度の当期総利益の増は前中期目標期間の最終年度であり、残額を国庫納付するために運営

費交付金を全額収益化したため変動が生じています。

（キャッシュ・フローに与える影響）

ⅰ 23事業年度業務活動及び資金期末残高

前中期目標期間最終年度の残額を国庫へ返納したことによる支出増

ⅱ 23事業年度投資活動

機器整備の減に伴う有形固定資産取得の減少による支出減

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

（肥料及び土壌改良資材関係経費によるセグメント情報）

このセグメントの事業損益は2百万円となっており、ほぼ前年度と同額とな

っています。

（農薬関係経費によるセグメント情報）

このセグメントの事業損益は1百万円となっており、ほぼ前年度と同額とな

っています。

（飼料及び飼料添加物関係経費によるセグメント情報）

このセグメントの事業損益は17百万円となっており、ほぼ前年度と同額と

なっています。

（食品等の調査、分析、情報提供業務関係経費によるセグメント情報）

このセグメントの事業損益は△0百万円となっており、ほぼ前年度と同額と

なっています。

（農林物資の検査、指導業務関係経費によるセグメント情報）

このセグメントの事業損益は0百万円となっており、ほぼ前年度と同額とな

っています。

（農林物資の調査研究、講習業務関係経費によるセグメント情報）

このセグメントの事業損益は2百万円となっており、ほぼ前年度と同額とな

っています。
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（一般管理費（共通経費））

当該経費の事業損益は3百万円となっており、ほぼ前年度と同額となってい

ます。

表 事業損益の経年比較（セグメント情報）

（単位：百万円）
前中期目標期間 当中期目標期間

区分
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

肥料及び土壌改良資材関係経費 1 2 2 1 2
農薬関係経費 △ 0 △ 0 0 0 1
飼料及び飼料添加物関係経費 18 19 18 18 17
食品等の調査、分析、情報提供業務関係経費 △ 0 △ 1 △ 1 0 △ 0
農林物資の検査、指導業務関係経費 △ 0 △ 1 △ 0 △ 0 0
農林物資の調査研究、講習業務関係経費 3 4 4 3 2
一般管理費（共通経費） 2 2 2 1 3
合 計 23 25 25 23 26

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

（肥料及び土壌改良資材関係経費）

このセグメントの総資産は508百万円と、前年度比22百万円減（4.1％減）

となっています。これは、流動資産（現金及び預金等）の28百万円増（5.2％

増）、分析機器等の取得による14百万円増（2.6％増）及び減価償却に伴う資

産の57百万円減（10.7％減）が主な要因です。

（農薬関係経費）

このセグメントの総資産は1,947百万円と、前年度比203百万円増（11.7％

増）となっています。これは、流動資産（現金及び預金等）の117百万円増

（6.7％増）、分析機器等の取得による185百万円増（10.6％増）及び減価償却

に伴う資産の92百万円減（5.3％減）が主な要因です。

（飼料及び飼料添加物関係経費）

このセグメントの総資産は625百万円と、前年度比51百万円減（7.5％減）

となっています。これは、流動資産（現金及び預金等）の21百万円増（3.1％

増）、分析機器等の取得による56百万円増（8.3％増）及び減価償却に伴う資

産の120百万円減（17.8％減）が主な要因です。

（食品等の調査、分析、情報提供業務関係経費）

このセグメントの総資産は373百万円と、前年度比187百万円減（33.4％減）

となっています。これは、流動資産（現金及び預金等）の62百万円減（11.1

％減）、分析機器等の取得による13百万円増（2.2％増）及び減価償却に伴う

資産の133百万円減（23.7％減）が主な要因です。

（農林物資の検査、指導業務関係経費）

このセグメントの総資産は1,053百万円と、前年度比9百万円減（0.9％減）

となっています。これは、流動資産（現金及び預金等）の59百万円増（5.6％

増）、分析機器等の取得による36百万円増（3.4％増）及び減価償却に伴う資

産の90百万円減（8.5％減）が主な要因です。

（農林物資の調査研究、講習業務関係経費）
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このセグメントの総資産は132百万円と、前年度比31百万円減（19.0％減）

となっています。これは、分析機器等の取得による5百万円増（2.9％増）及

び減価償却に伴う資産の34百万円減（21.0％減）が主な要因です。

（一般管理費（共通経費））

当該経費の総資産は5,838百万円と、前年度比14百万円減（0.4％減）とな

っています。これは、流動資産（現金及び預金等）の21百万円増（0.4％増）、

福岡センター事務棟の取得等による100百万円増（1.7％増）及び減価償却に

伴う資産の131百万円減（2.2％減）が主な要因です。

表 総資産の経年比較（セグメント情報）

（単位：百万円）
前中期目標期間 当中期目標期間

区分
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

肥料及び土壌改良資材関係経費 847 830 667 530 508
農薬関係経費 2,188 2,104 1,830 1,743 1,947
飼料及び飼料添加物関係経費 797 807 653 676 625
食品等の調査、分析、情報提供業務関係経費 952 926 577 560 373
農林物資の検査、指導業務関係経費 1,393 1,480 949 1,062 1,053
農林物資の調査研究、講習業務関係経費 288 258 176 164 132
一般管理費（共通経費） 6,123 6,162 5,868 5,852 5,838
合 計 12,589 12,567 10,720 10,587 10,476

④ 目的積立金の申請、取崩内容等

目的積立金はありません。

また、前中期目標期間からの繰越積立金356,169円は、前中期目標期間及び当

中期目標期間に生じた自己財源で取得した償却資産の簿価（減価償却費充当）で

あり、平成25年度発生額（356,157円）を取り崩し、当該費用としました。

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成25年度の行政サービス実施コストは6,770百万円と、前年度比301百万円減

（4.3％減）となっています。これは、退職手当の給付率の減少による引当外退職

給付増加見積額が226百万円減（157.3％減）となったことが主な要因です。

表 行政サービス実施コストの経年比較

（単位：百万円）
前中期目標期間 当中期目標期間

区分
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

業務費用 7,122 6,940 6,623 6,321 6,239
うち損益計算書上の費用 7,211 7,004 6,680 6,370 6,292
うち自己収入 △ 89 △ 64 △ 57 △ 49 △ 53

損益外減価償却相当額 453 554 466 458 401
損益外減損損失相当額 13 2 - - 9
損益外利息費用相当額 - 22 4 4 4
損益外除売却差額相当額 9 9 6 2 9
引当外賞与見積額 △ 74 △ 10 △ 39 △ 7 32
引当外退職給付増加見積額 164 105 23 △ 143 △ 369
機会費用 701 587 527 436 445
行政サービス実施コスト 8,388 8,209 7,610 7,071 6,770

（注）平成22事業年度より資産除去債務に関する会計処理に係る独立行政法人会計基準を適用してい
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ます。

(2) 施設等投資の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

福岡センター事務棟

② 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当ありません

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当ありません

(3) 予算・決算の概況
（単位：百万円）

前中期目標期間 当中期目標期間

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入

運営費交付金 7,544 7,544 6,969 6,969 6,865 6,865 6,861 6,508 6,422 6,422

施設整備費補助金 134 111 102 96 71 67 264 118 122 231 *Ａ

食の安全・消費者の信頼確保対策事業費補助金 0 17 0 5

受託収入 0 33 0 13 0 1 0 1

諸収入 28 57 28 51 48 56 48 48 50 53

検査手数料収入 3 2 3 1 21 23 21 20 23 20

検定手数料収入 21 11 21 10 11 11 11 10 11 10

講習事業収入 12 14 12 13 11 13

その他の収入 4 44 4 40 5 8 5 5 5 11

前年度よりの繰越金 343 343 408 408 125 125

計 8,049 8,104 7,507 7,542 6,985 6,990 7,173 6,675 6,720 6,831

支出

業務経費 1,025 1,038 1,015 954 996 757 881 834 801 849 *Ｂ

生産段階の安全性等確保関係経費 413 491 408 420 419 387 360 355 328 467

肥料及び土壌改良資材関係経費 89 95 88 76 84 60 75 87 68 75

農薬関係経費 178 137 176 146 168 115 151 92 137 186

飼料及び飼料添加物関係経費 146 259 144 198 168 212 134 176 122 206

農林水産物の品質及び表示適正化関係経費 613 547 607 534 577 371 521 479 473 382

食品等の調査、分析、情報提供業務関係経費 262 249 260 301 248 185 224 206 204 145

農林物資の検査、指導業務関係経費 266 175 263 177 242 147 218 234 198 201

農林物資の調査研究、講習業務関係経費 85 123 84 56 87 39 78 39 71 36

施設整備費 134 111 102 96 71 67 264 161 122 188 *Ａ

食の安全・消費者の信頼確保対策事業費 0 17 0 4

受託経費 0 33 0 13 0 1 0 1

一般管理費 1,121 1,004 650 672 607 525 586 562 602 562

人件費 5,769 5,275 5,741 5,262 5,311 5,185 5,442 4,873 5,194 4,831

計 8,049 7,478 7,508 7,001 6,985 6,536 7,173 6,431 6,720 6,430

（予算額と決算額との乖離理由）

＊A：平成24年度施設整備事業の繰越により平成25年度に実施しました。

＊B：平成24年度に契約した工事を平成25年度に実施しました。

(4) 経費削減及び効率化目標との関係

当法人においては、業務運営の効率化による経費の抑制として、各事業年度の人

件費を除く運営費交付金で行う事業について、中期目標期間に毎年度平均で少なく

とも対前年度比で一般管理費を3％、業務経費を1％抑制することを目標としていま

す。

（単位：百万円､％）
前中期目標期間 当中期目標期間

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
金 額 金 額 金 額 削減比率 金 額 削減比率 金 額 削減比率 差額理由

一般管理費 630 608 573 5.8 524 8.6 519 1.0
(対23年度比) (9.5)

業務経費 901 856 829 3.1 781 5.8 742 5.0 ＊ア
(対23年度比) (10.6)
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＊ア 機器整備の減、経費の節減、一括発注による調達の効率化等を図りました。

また、平成19年度の3法人統合後においては、法人全体として、管理部門等の効率

化を行い、統合メリットを発現することにより、前中期目標期間の最終年度であっ

た平成22年度において、平成18年度予算における一般管理費比で10％相当額を抑制

しましたが、本中期目標期間においても、より一層の管理部門等の効率化を図るこ

とにより前年度と同額の抑制を講じ一般管理費の節減を推進しています。
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５．事業の説明

(1) 財源構造

当法人の経常収益は6,312百万円で、その内訳は、運営費交付金収益6,010百万円

（収益の95.2％）、検査・検定手数料収入等事業収益47百万円（0.7％）のほかに資

産見返運営費交付金戻入251百万円（4.0％）及び資産見返物品受贈額戻入1百万円

（0％）となっています。これを事業別に区分すると下表のとおりとなっています。

（単位：百万円）① 生産段階の安全性等確保関係事業

ア 肥料及び土壌改良資材関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 577 95.4％
事業収益（標準試料収入等） 3 0.4％
資産見返運営費交付金戻入 25 4.2％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 605

イ 農薬関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 992 95.2％
事業収益事業収益（講習事業収入） 1 0.1％
資産見返運営費交付金戻入 48 4.7％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 1,041

（単位：百万円）ウ 飼料及び飼料添加物関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 779 88.9％
事業収益（分析検査収入等） 39 4.5％
資産見返運営費交付金戻入 58 6.6％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 876

② 農林水産物の品質及び表示適正化関係事業

ア 食品等の調査、分析、情報提供業務関係事業

(ｱ) JAS規格等見直し関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 237 99.5％
事業収益（講習事業収入） 0 0.0％
資産見返運営費交付金戻入 1 0.5％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 238
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(ｲ) 情報提供関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 292 99.6％
資産見返運営費交付金戻入 1 0.4％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 293

(ｳ) リスク管理のための有害物質分析関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 139 84.6％
資産見返運営費交付金戻入 25 15.4％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 164

イ 農林物資の検査、指導業務関係事業

(ｱ) 表示監視関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 1,190 98.1％
資産見返運営費交付金戻入 23 1.9％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 1,213

(ｲ) 登録認定機関等技術上の調査・定期的調査関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 670 98.4％
事業収益（分析検査収入） 1 0.1％
資産見返運営費交付金戻入 10 1.5％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 682

ウ 農林物資の調査研究、講習業務関係事業

(ｱ) 農林物資の調査研究関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 162 87.9％
資産見返運営費交付金戻入 22 12.1％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 184
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(ｲ) 講習関係事業
25年度決算額 当該事業収益に占める

財 源
（Ⅰ） 割合 （Ⅰ/Ⅱ）

運営費交付金収益 54 94.0％
事業収益（講習事業収入） 3 5.7％
資産見返運営費交付金戻入 0 0.3％
資産見返物品受贈額戻入 0 0.0％

合計（Ⅱ） 58

(2) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明

① 生産段階の安全性等確保関係事業

ア 肥料及び土壌改良資材関係事業

この事業は、肥料取締法に基づき肥料の品質等を保全し、その公正な取引と

安全な施用を図るため、肥料の登録調査、立入検査等に関する業務を行うとと

もに、地力増進法に基づき土壌改良資材の品質に関する表示の適正化のため、

土壌改良資材に係る立入検査等に関する業務を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金577百万円、講習事業等収入

1百万円、標準試料収入2百万円のほか資産見返運営費交付金戻入25百万円等と

なっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等518百万円、分析機

器等の整備費、検査用試薬代、検査旅費等の事業費59百万円及び減価償却費

26百万円となっています。

イ 農薬関係事業

この事業は、農薬取締法に基づき農薬の品質の適正化及びその安全性の確保

を図るため、農薬の登録検査、立入検査、農薬GLP適合確認を行うとともに、農

林水産省が推進する農薬の適正使用に係る施策に資するため農産物中の農薬の

残留状況の調査等を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金992百万円、講習事業等収入1百万円

のほか資産見返運営費交付金戻入48百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等841百万円、分析機

器等の整備費、検査用試薬代、検査旅費等の事業費147百万円及び減価償却費

53百万円となっています。

ウ 飼料及び飼料添加物関係事業

この事業は、飼料安全法に基づき飼料の安全性を確保するとともに、飼料の

品質の改善を図るため、飼料及び飼料添加物に係る立入検査、特定添加物の検

定、BSEに係る製造事業場の確認検査、飼料分析基準（公定法）の作成等に関す

る業務を行うとともに、ペットフード安全法に基づき愛玩動物用飼料の安全性

の確保を図るため、愛玩動物用飼料に係る立入検査、検査（分析）法の作成等

に関する業務を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金779百万円、検定手数料収入
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10百万円、分析検査収入19百万円、講習事業収入5百万円、標準製剤収入2百万

円のほか資産見返運営費交付金戻入58百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等654百万円、分析機

器等の整備費、検査用試薬代、検査旅費等の事業費146百万円及び減価償却費

58百万円となっています。

② 農林水産物の品質及び表示適正化関係事業

ア 食品等の調査、分析、情報提供業務関係事業

(ｱ) JAS規格等見直し関係事業

この事業は、JAS規格及び品質表示基準の改正等に資するとともに、国際規

格に我が国の意見を反映させるため、所要の調査等を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金237百万円のほか資産見返運営費交

付金戻入1百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等212百万円、分析

機器等の整備費、検査用試薬代、検査旅費等の事業費25百万円及び減価償却

費1百万円となっています。

(ｲ) 情報提供関係事業

この事業は、食品や農業生産資材の品質・安全性及び表示等食に関連する

各種の情報の提供を行うため、インターネット、広報誌等の多様な媒体によ

り情報発信を行うとともに、事業者等からの相談（食品表示110番による情報

提供含む）に対応する事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金292百万円のほか資産見返運営費交

付金戻入1百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等229百万円、情報

機器の整備費、情報通信費等の事業費63百万円及び減価償却費1百万円となっ

ています。

(ｳ) リスク管理のための有害物質分析関係事業

この事業は、農林水産省が策定する「サーベイランス・モニタリング年次

計画」に基づき、かび毒等の分析調査等を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金139百万円のほか資産見返運営費交

付金戻入25百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等110百万円、分析

機器等の整備費、検査用試薬代等の事業費29百万円及び減価償却費25百万円

となっています。

イ 農林物資の検査、指導業務関係事業

(ｱ) 表示監視関係事業

この事業は、食品表示の適正化に資することを目的として、科学的方法を
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用いて市販品の分析検査を行い、当該市販品の表示に偽装の疑いが生じた場

合や、食品表示110番を通じて疑義が寄せられた場合に、農林水産大臣からの

指示等に基づき、立入検査等を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金1,190百万円のほか資産見返運営費

交付金戻入23百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等1,079百万円、分

析機器等の整備費、検査用試薬代、検査旅費等の事業費111百万円及び減価償

却費23百万円となっています。

(ｲ) 登録認定機関等技術上の調査・定期的調査関係事業

この事業は、JAS制度に基づく登録認定機関等の登録申請等があった場合に

登録基準に適合しているかを審査するための技術上の調査、及び登録後も引

き続き登録基準に適合しているかを確認するための定期的調査を行うととも

に、米国農務省全米有機プログラム（NOP）基準に基づく認証機関の認定申

請があった場合に、NOP基準への適合状況の審査等を行う事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金670百万円、分析検査収入1百万円

のほか資産見返運営費交付金戻入10百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等629百万円、分析

機器等の整備費、検査用試薬代、検査旅費等の事業費42百万円及び減価償却

費10百万円となっています。

ウ 農林物資の調査研究、講習業務関係事業

(ｱ) 農林物資の調査研究関係事業

この事業は、食品表示が正しいかを判別するための検査技術の開発・実用

化を目的として、調査研究を行う事業です。

事業の財源は、運営費交付金162百万円のほか資産見返運営費交付金戻入

22百万円等となっています。

事業に要する費用は、人件費、事務費等136百万円、分析機器等の整備費、

検査用試薬代等の事業費26百万円及び減価償却費22百万円となっています。

(ｲ) 講習関係事業

この事業は、食品や農業生産資材に関する各種の情報の提供を行うため、

事業者等からの依頼により講習会に講師を派遣する事業です。

平成25年度事業の財源は、運営費交付金54百万円のほか講習事業収入

3百万円等となっています。

一方、平成25年度事業に要する費用は、人件費、事務費等51百万円及び講

習会への出張旅費等の事業費4百万円等となっています。

以上
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別添
業務実績報告書（年度計画に定められた項目ごとの実績）

第3期中期計画及び平成25年度年度計画 事業年度実績

第1 業務運営の効率化に関する目標を達 第1 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
成するためとるべき措置

1 共通事項 1 共通事項

(1) 効率的な組織体制の確保と適正な要員 (1) 効率的な組織体制の確保と適正な要員配置
配置

【中期計画】
① 科学に基づく農業生産資材の安全性の ① 科学に基づく農業生産資材の安全性の検証に技術的側面からより効率的・効
検証に、技術的側面からより効率的・効 果的に貢献するため、次の取組を行った。
果的に貢献するため、安全性の評価等に ア 人材育成
関する各種研修等を通じて専門技術力を (ｱ) 農業生産資材の安全性の評価等に関する研修については、畜産物中の
必要とする業務に適切に対応できる人材 残留農薬に関する技術研修及び英文のみの試験成績の受け入れを踏まえ
を育成し、国際会議への派遣等により実 た英文読解能力向上の研修等46回（189名）を実施した。
務経験を蓄積させる。また、農業生産資 また、国外の農薬検査機関における研修については、平成24年度に実
材の安全性確保に係るデータ要求基準の 施した豪州農薬・動物用医薬品局（APVMA（Australian Pesticides and
変更に伴う検査項目の高度化や増加等に Veterinary Medicines Authority））における研修内容等を考慮し、研修
対応した適正な要員配置を行う。 の実施時期、研修に必要な英語コミュニケーション能力を備えた人材の

育成等を含めて研修計画を検討した。
【年度計画】
① 科学に基づく農業生産資材の安全性の (ｲ) 国際会議等への職員の派遣については、優良試験所規範（以下「GLP」
検証に技術的側面からより効率的・効果 という。）査察のための経済協力開発機構（以下「OECD」という。）作業
的に貢献するため、次の取組を行う。 部会の第27回会合に専門家として登録した3名、第57回国際農薬分析法協
ア 人材育成 議会（CIPAC）年次会合に2名、第50回北米化学物質残留年次ワークショ
(ｱ) 専門技術力を必要とする業務に適 ップ会合に1名、農業資材試験研究機関の基盤及び教育プログラムの開発
切に対応できる人材を育成するた に関するシンポジウムに2名、OECD生物農薬の施用技術に関するセミナー
め、畜産物中の残留農薬に関する技 に1名を派遣した。
術研修等、農業生産資材の安全性の
評価等に関する研修に職員を参加さ イ 適正な要員配置
せる。 本部及び地域センター等の全ての業務部門においてスタッフ制を採用し、
また、国外の農薬検査機関におけ 業務の進捗状況や内容の変化等に対応した職員の集中的かつ機動的な配置を

る研修については、平成24年度のAP 実施している。
VMA（豪州農薬・動物用医薬品局） 農薬登録に係るGLPの適合審査業務の拡大、農薬の安全性確保に係るデー
での研修結果等を踏まえ研修計画を タ要求基準の変更に伴う農薬の残留に関する検査項目の高度化や増加に対応
検討する。 するため、職員の配置換えにより、検査業務を行っている農薬検査部門にお

(ｲ) 国際会議等の実務経験を蓄積させ いて7名を増員し、この部門における要員の適正化を行った。
るため、国際機関が主催する会議に
職員を派遣する。

イ 適正な要員配置
要員配置に当たっては、引き続き、

農薬登録における優良試験所規範（以
下「GLP」という。）への適合審査業務
の拡大、農薬の安全性確保に係るデー
タ要求基準の変更に伴う検査項目の高
度化や増加に対応した適正な要員配置
を行う。

【中期計画】
② 消費者相談業務等の情報提供業務の縮 ② 該当する事案はなかった。
減に伴い、本部及び地域センター等にお
ける当該業務の効率化を図るため、管理
部門の簡素化と併せて組織体制の見直し
を行う。

【年度計画】

【中期計画】
③ 門司事務所の福岡センターへの移転・ ③ 門司事務所の福岡センターへの移転・統合については、｢門司事務所移転検
統合については、平成24年度に、門司事 討委員会｣を2回開催の上、検査棟改修工事に伴う設計を決定し、検査棟改修工
務所の福岡センターへの移転・統合に必 事を実施し、門司事務所からの業務移転を実施した。
要な経費とその確保について検討し、統 なお、門司事務所原状回復工事については、平成26年3月末に完了する予定
合による業務の効率化を図る方向で検討 であったが、入札の不調、不落があり、仕様を変更して入札を実施したため、
を進めることとし、このため、役員及び 工事の一部は、26年6月に完了した。
関係職員からなる委員会を設置し、移転
・統合を検討するに当たっての基本的な
方針、スケジュール等の移転・統合プラ
ン、移転先となる福岡センター庁舎の増
改築等に要する経費及びその予算措置等
の検討を行う。

【年度計画】
② 門司事務所の福岡センターへの移転・
統合については、門司事務所移転検討委
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員会（平成23年1月25日設置）の下で、
本部各部、福岡センター及び門司事務所
で密接な連携を図り、検査棟の改修工事
及び門司事務所からの業務移転・統合を
行う。

(2) 管理部門の簡素化 (2) 管理部門の簡素化

【中期計画】
旧小樽事務所の機能を移転・統合した札 札幌センターの管理業務については、平成24年度の取組の実効性を確認した上

幌センターの管理部門について、統合の利 で引き続き次の取組を行った。
点を生かしたより効果的・効率的な業務運 ① 道新北ビル庁舎の会議室及び書庫・倉庫、公用車、分析機器の共同利用を行
営を図るため、要員配置の適正化、管理業 うとともに平成25年度から、札幌第二合同庁舎に設置している所内ネットワー
務の一体的実施等を推進する。 クサーバを廃止し、道新北ビル庁舎に設置している所内ネットワークサーバに

一元化した。
【年度計画】 ② 試薬、消耗品等の一括購入及び実験廃液の処理、職員の健康診断等の役務類
札幌センターの管理業務について、統合 の調達については、一括契約を実施するとともに、平成24年度に引き続き平成

の利点を生かした効果的・効率的な運営を 25年度においても契約依頼票のとりまとめを月2回に集約化し、契約事務の効
図るため、引き続き次の取組を行う。 率化を図った（契約件数：58.1%（平成22年度比））。
① 道新北ビル庁舎の会議室や書庫・倉
庫、分析機器類の共同利用等を推進する。

② 試薬・事務用品その他消耗品類の一括
購入、実験廃液の処理や職員の健康診断
等についての一括契約を推進する。

(3) 自己収入の確保 (3) 自己収入の確保

【中期計画】
自己収入を確保するため、事業者、生産 自己収入を確保するため、次の取組を行った。また、自己収入として、53,396

者、都道府県等からの依頼に基づく検査及 千円（表1）を確保した。また、講習事業及び標準試料の売払については、アン
び講師の派遣等について適切に対応する。 ケート調査や聞き取りによりニーズを把握した。
また、受益者の負担が適正に反映される なお、事業者からの依頼に基づく講師派遣等については自己収入を確保する観

よう手数料の見直し等を行うとともに、事 点から、受益者負担を原則として手数料等を徴収している。手数料等の計算式は
業者等が主催する講習会へ有料で講師派遣 次のとおりである。
を行っていることについて周知・広報に努 手数料等の計算式
める。なお、寄付金の申し出があった場合 手数料等＝（人件費（講習又は研修にあっては講師料）＋物件費＋受託調査分
には、センターの業務が高度の中立・公正 析等に直接必要な経費＋会場費＋事務処理経費＋講習（研修）に係る原稿料）×
を求められるものであることを踏まえ、当 （1＋消費税率）＋旅費
該申出者とセンターの業務との関係に留意
して適切に対応する。 ① 事業者等からの依頼に応じて、検査及び講師の派遣を積極的に行い、農業生

産資材の安全等の確保、食品の品質及び表示の適正化等に資するための技術的
【年度計画】 な情報を提供した。
自己収入を確保するため、次の取組を行

う。 ② 食品等に関する専門技術的知見を活用した講習会等センターが主催する講習
① 事業者、生産者、都道府県等からの依 会を有料で実施した（20回）。
頼に基づく検査及び講師の派遣等につい
て適切に対応する。 ③ 平成23年度からの主催講習会の有料化に伴い当該収入を確保し、講習事業収

② センターが主催する講習会を有料で開 入全体の額は平成24年度に比べ増額した。有料で講師派遣を行っていることに
催する。 ついて、引き続きホームページ、メールマガジン、広報誌等を通じて周知・広

③ 事業者等が主催する講習会へ有料で講 報を行った。
師派遣を行っていることについて、ホー
ムページ、メールマガジン、広報誌等を ④ 寄付金の申し出はなかった。
通じて周知・広報を行う。

④ 寄付金の申し出があった場合には、当 表1 自己収入額（内訳）
該申出者とセンターの業務との関係に留
意して適切に対応する。 項目 平成25年度金額（千円）

検査等手数料収入 19,629(100%）

検定手数料収入 10,421(102%）

講習事業収入 12,677( 87%）

その他収入 10,668(155%）

計 53,396(104%）

※（）は平成22年度相当額比、平成22年度相当額は51,412千円

(4) 保有資産の見直し等 (4) 保有資産の見直し等

【中期計画】
① 保有資産については、肥料に係る栽培 ① 保有資産の見直し等については、保有している庁舎及びその敷地3箇所（農
試験業務を岩槻ほ場に集約化することに 薬検査部、神戸センター、福岡センター）、ほ場1箇所（岩槻ほ場）、分析機器
より、堺ほ場を廃止し、廃止に伴い生じ 等について、利用・稼働状況に係る調査を実施し、保有の必要性の見直しを行
た不要資産を平成24年度に国庫へ返納す った結果、表2のとおりであった。
る。また、平成23年度には、政府出資で なお、宿舎及び福利厚生施設は保有していない。
ある固定資産のうち不要となった資産の
売却額及び政府からの承継資産のうち不
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要となった資産の売却額を国庫へ返納す 表2 保有資産の必要性見直し結果
る。
なお、今後、総務省政策評価・独立行 保有資産 利用度 保有の必要性等

政法人評価委員会から独立行政法人の業
務実績に関する評価の結果等の意見等と 農薬検査部（小平）勤務時間常時利 農薬検査部（小平）については、
して農林水産省独立行政法人評価委員会 神戸センター 用 農薬の登録検査業務に必要な施設
に通知される事項を参考にしつつ、その 福岡センター が備わっているため業務を行う拠
他の保有資産についても、その利用度等 点として必要。また、神戸センタ
の観点から保有の必要性について不断に ー及び福岡センターについては、
見直し、不要な資産は国庫への返納を行 全国に分散している事業者等を対
う。 象とした立入検査等を効率的に進

めていく上で、近畿及び九州地域
【年度計画】 の拠点施設として必要。
① 保有資産の見直し等については、次の
取組を行う。 岩槻ほ場 85%（使用日/365 肥効試験や連用試験を行うため
センターの保有資産について、利用度 日×100） 必要

等を調査し、また、今後、総務省政策評
価・独立行政法人評価委員会から独立行 分析機器等 分析機器等の稼 分析機器等の稼動状況調査及び
政法人の業務実績に関する評価の結果等 ・高額機器 動状況調査によ 分析機器整備・管理方針に基づき、
の意見等として農林水産省独立行政法人 ガスクロマトグ り把握 必要性を判断し、老朽化等により
評価委員会に通知される事項を参考にし ラフ質量分析装 利用頻度が低い分析機器等を保有
つつ、保有の必要性を不断に見直す。 置、リアルタイム 資産から除却

PCR等

・一般機器
ロータリーエバ
ポレーター、電子
天秤等

【中期計画】
② 特許権については、登録・保有コスト ② 特許権については登録・保有コストを削減する観点から、役職員で構成する
の削減を図るため、センターにおける特 職務発明審査会において、保有する特許について保有の必要性の検証を行った
許権の保有目的が、検査等業務に必要な （表3）。その結果、現在保有する特許については、実施許諾実績及び保有コス
技術の特許権を第三者に取得され、業務 ト等を踏まえ、すべて維持することとした。なお、平成24年度に放棄すること
の実施に支障が生じることを防止するも を決定した「化学形態別砒素分析のための試料前処理方法」（平成22年登録）
のであることを踏まえつつ、特許権を保 については平成25年10月8日に放棄した。
有することの必要性を十分吟味する。ま また、特許収入の拡大に資するよう、現在業務に活用している特許について
た、特許収入の拡大を図るため、「大学 は技術移転機関である一般社団法人農林水産・食品産業技術振興協会への登録
等における技術に関する研究成果の民間 及び独立行政法人工業所有権情報・研修館の開放特許情報データベースへの登
事業者への移転の促進に関する法律」（平 録等により周知・広報を図った。
成10年法律第52号）に基づく技術移転機
関と連携することにより、センターが保 表3 保有特許等とその必要性
有する特許権の周知等を行う。

発明の名称 利用状況 保有の必要性
【年度計画】
② センターが特許権を保有する目的を明
確化するため平成23年度に見直した規程 生糸ずる節*検出方法 ・業務における 現在、検査業務での活用実績はない
類に基づき、特許等の保有についてその および装置 活用実績なし が、ISOにおいて生糸電子検査方法の
必要性を点検する。 * 生糸ずる節とは生糸の 国際規格作成の検討が行われており、
また、特許収入の拡大を図るため、「大 途中で著しく太くなっ ・許諾実績 当該技術の活用の可能性があることか

学等における技術に関する研究成果の民 ている部分のこと。織 （H20年） ら維持する必要がある。
間事業者への移転の促進に関する法律」 物等の表面に現れて欠 なお、本特許については登録の維持
（平成10年法律第52号）に基づき農林水 点となる。 に係る手数料が免除されており、保持
産大臣が認定した技術移転機関である社 （H19年登録） に係る負担は発生しない。
団法人農林水産・食品産業技術振興協会
へ登録できる特許権については、使用許 化学形態別砒素分析 ・飼料の検査分 平成25年10月8日放棄済み
諾の機会を拡大するため登録し、同協会 のための試料前処理 析
を通じて周知・広報する。 方法 ・許諾実績無し

（H22年登録）

被加熱処理動物性組 ・牛海綿状脳症 民間企業からの許諾実績もあること
織由来原料検出試薬 検査 から、引き続き維持する必要がある。
(H21年登録) ・許諾実績

（H17年～H25年）

プライマー配列 ・牛海綿状脳症 同上
（H20年,H23年,H24年 検査
登録） ・許諾実績

(H15年～H25年)

動物由来DNA検出用プ ・牛海綿状脳症 同上
ライマー配列 検査
（公開中） ・許諾実績

(H21年～H25年）

(5) 契約の点検・見直し (5) 契約の点検・見直し

【中期計画】
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契約の適正化を推進するため、「独立行 契約の適正化に係る取組を着実に実施するため、次の取組を行った。
政法人の契約状況の点検・見直しについ ① 平成22年度に改正した「随意契約等見直し計画」に基づき、競争性のない随
て」（平成21年11月17日閣議決定）に基づ 意契約の減少に努めた。その結果、競争性のない随意契約件数は平成24年度に
き一者応札・応募の改善に不断に取り組む 比べ1件減少し8件となった。
とともに、契約監視委員会において契約状 ただし、全契約数が減少したため全契約に占める競争性のない契約の割合は
況の点検・見直しを行う等の取組を着実に 平成24年度に比べ1.7ポイント増加して8.6%となった。
実施する。この場合において、調査研究業 なお、競争性のない随意契約となった8件（表4）については契約監視委員会
務に係る調達の透明性を高め、効果的な契 において事後評価を行い、その妥当性を確認した。
約の在り方を追求するため、他の独立行政 一者応札・応募の改善については、引き続き、メールマガジンを活用した調
法人の優良な事例等を収集する。また、密 達情報の提供、仕様書の見直しや公告期間を十分確保する等の取組を行った。
接な関係にあると考えられる法人との契約 その結果、取扱業者が限られる分析機器等の保守・点検については、契約の一
に当たっては、一層の透明性の確保を追求 括化に取り組み一者応札・応募の件数を、平成24年度よりも7件少ない16件と
し、情報提供の在り方を検討する。 した。また、このほかの一者応札・応募となった28件と合わせて、競争性のあ

る契約に占める一者応札・応募の件数は1件、競争性のある契約に占める一者
【年度計画】 応札・応募の割合は16.6ポイントとそれぞれ増加し、件数は44件、割合は51.8
契約の適正化に係る取組を着実に実施す %となった（平成24年度実績43件・35.2%）。

るため、「独立行政法人の契約状況の点検 これら一者応札・応募の案件については、契約監視委員会において審議及び
・見直しについて」（平成21年11月17日閣 フォローアップを行った。特に、平成24年度に引き続き2か年連続して一者応
議決定）等に基づき、次の取組を行う。 札・応募となった案件については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直し
① 一者応札・応募となった契約のうち、 について」における改善状況のフォローアップについて（平成24年9月7日総務
複数の応札が可能と考えられる契約につ 省行政管理局長事務連絡）に基づき、改善に向けた取り組みを記した「一者応
いては、幅広く周知し、仕様書の見直し 札・応募等事案フォローアップ票」を作成し、契約監視委員会への報告し事後
や公告期間を十分確保する等の改善に不 点検を受けた後、ホームページで公表するとともに、改善の取組として、アン
断に取り組み、一層の競争性が確保され ケートによる事業者への聞き取りを行い、アンケート結果を受け、契約から納
るように努める。また、契約監視委員会 品までの期間を十分とるなど、入札条件の改善を図った。
からの指摘事項については、改善のため また、契約状況のフォローアップについては平成24年度分をホームページに
の確実な取組を行う。 公表した。

② 調査研究業務に係る調達については、 平成22年度に会計検査院から受けた「契約で調達した粉砕機が必要とする仕
透明性を高める観点から、他の独立行政 様を満たしていないのに、契約が履行されたとして契約金額を支払っていた事
法人の優良な事例等を収集し、センター 態」に対する指摘について、平成23年度決算検査報告において不当事項として
での応用の可能性を検討する。 報告された。指摘についてはすでに平成22年度において会計規程等の遵守の徹

③ センターと密接な関係にあると考えら 底を図るとともに、検査が適正に実施されるよう関係規程の改正、仕様書の見
れる法人と契約する場合には、契約締結 直し等を行ったところであり、平成23年度以降その改善策が適正に機能してい
日、契約先の名称、契約金額等の情報に るかどうかについて確認を行っている。
併せ、センターから当該法人への再就職
の状況、当該法人との間の取引等の状況 ② 調査研究業務に係る調達について、平成23年2月に開催された「研究開発事
をホームページで公表する。 業に係る調達の在り方に関する連絡会議（関係府省）」及び「同検証会議（関
また、「公益法人に対する支出の公表 係法人）」における検討内容の情報収集を行うとともに、センターでの応用の

・点検の方針について」（平成24年6月1 可能性について検討を行った結果、新たに応用できる事例は見受けられなかっ
日行政改革実行本部決定）に基づく公表 た。
及び点検・見直しを着実に実施する。

③ センターで管理監督の地位にあった者が再就職しており、かつ、センターと
の間の取引高が、総売上高又は事業収入の3分の1以上を占めている法人との契
約した場合には、平成23年7月1日の入札公告等に係る契約からセンターのホー
ムページで公表することとしており、平成25年度は該当する契約はなかった。
平成24年6月1日に行政改革実行本部で決定された「公益法人に対する支出の

公表・点検の方針について」に基づき、平成24年度における公益法人への支出
状況等をホームページに公表した。
なお、農林水産省によるセンターから公益法人への支出に係る点検の結果、

見直しを行う必要のある支出はなかった。

表4 競争性のない随意契約となった契約内容と要因

契約内容 要因

官報掲載 取扱業者が1に特定されるため（競争の
余地がない）

ガス使用料（小平分室）

上下水道使用料（小平分室）

ガス使用料（神戸センター）

上下水道使用料（神戸センター）

ガス使用料（福岡センター）

上下水道使用料（福岡センター）

後納郵便

(6)透明性の確保 (6)透明性の確保

【中期計画】
複数の候補からの選択を要する事業の重 センターの業務は、農林水産大臣の指示により、農業生産資材や食品の検査を

点化及び透明性を確保するため、当該事業 執行するものであり、複数の候補からの選択を要する性質のものではないことか
を実施する場合には、第三者委員会を設置 ら、該当する事案はなかった。
するなど、適切な方法により事前・期中・
完了後の評価を行い、評価結果を事業の選
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定・実施に適切に反映させる。

【年度計画】
複数の候補からの選択を要する事業の重

点化及び透明性を確保するため、当該事業
を実施する場合には、民間企業や監査法人
からなる第三者委員会を設置するなどによ
り事前・期中・完了後の評価を行い、評価
結果を次年度の事業の選定・実施に適切に
反映させる。

(7) 内部統制の充実・強化 (7) 内部統制の充実・強化

【中期計画】
理事長のリーダーシップの下で効率的・ 内部統制の更なる充実・強化を図るため、次の取組を行った。

効果的な業務運営を推進し、内部統制の更 ① 適切な法人運営を行うとともに継続的な業務改善活動を推進するため、次の
なる充実・強化を図るため、総務省の独立 取組を行った。
行政法人における内部統制と評価に関する ア 役員会を10回開催し、法人運営に関する重要事項について審議・決定をし
研究会が平成22年3月に公表した報告書 各部長等に指示を行った。また、役員・所長等会議を4回開催し、組織、管
（「独立行政法人における内部統制と評価 理、経理及び業務等の決定事項について周知徹底した。
について」）のほか、今後、総務省政策評 イ 年度計画に基づく各部門の業務進捗状況を四半期ごとに取りまとめ、役員
価・独立行政法人評価委員会から独立行政 会において審議することにより予算の執行状況と業務の進捗状況を一体的に
法人の業務実績に関する評価の結果等の意 把握し、以後の業務執行に対する指示を行った。
見などとして農林水産省独立行政法人評価 ウ 業務運営（会計を含む。）の横断的な内部監査を役員直属の組織である業
委員会に通知される事項を参考にしつつ、 務監査室において行い、その結果についてマネジメントレビュー等で審議し、
次の取組を行う。 業務運営の改善に反映させた。
① 役員会を最高意思決定機関とする法人 会計監査については、リスクアプローチにより監査重点項目を抽出した上
運営を行うとともに、業務運営（会計を で実施した。
含む。）の横断的な内部監査の実施、マ また、監査能力の維持・向上を図るため、新たに業務監査室に配置された
ネジメントレビューの実施等PDCAサイク 1名に外部研修機関が実施するISO9001内部監査員研修を受講させた。
ルによる継続的な業務改善活動を推進す さらに、内部監査で検出した不適合18件に対しては、必要な再発防止処置
る。 を行い、業務の改善を図った。不適合の内訳は以下のとおりであった。
また、コンプライアンス委員会等での なお、内部監査の結果検出された不適合及びその再発防止処置等について、

審議結果を踏まえ、役職員の法令遵守を 本部の職員からなる業務改善委員会において審議を行うとともにその後の処
徹底する。 置状況についてマネジメントレビューを実施し、職員への注意喚起及び改善

措置を実施した。
【年度計画】
理事長のリーダーシップの下で効率的・ ・ 基準文書に基づく記録書類に不備がある（軽微な不適合2件）

効果的な業務運営を推進し、内部統制の更 （具体的事例）文書取扱業務について、文書原簿に接受年月日を記載す
なる充実・強化を図るため、総務省の独立 べきところ、記載されていなかった。
行政法人における内部統制と評価に関する （原因究明）人事異動に伴い、当該事務を引き継いだ後任者が登録年月日
研究会が平成22年3月に公表した報告書 と接受年月日は同日であると誤判断し、記載を省略したため。
（「独立行政法人における内部統制と評価 （再発防止処置）同様の不適合を発生させないよう課内全員に周知徹底を
について」）のほか、今後、総務省政策評 行った。 他1件
価・独立行政法人評価委員会から独立行政
法人の業務実績に関する評価の結果等の意 ・ 基準文書に基づく実施に不備がある（重大な不適合1件、軽微な不適合15
見などとして農林水産省独立行政法人評価 件）
委員会に通知される事項を参考にしつつ、 （具体的事例）公用車の車検に係る更新手続きが定められた方法から逸
次の取組を行う。 脱していた（重大な不適合）。
① 適切な法人運営を行うとともに、継続 （即時措置）担当者に対する事実確認等を行った結果、車検の更新手続
的な業務改善活動を推進するため、次の きを早急に行う必要があるとの結論となり、定められた方法
取組を行う。 により手続きを行った。
ア 法人運営に関する重要事項について （原因究明）担当者以外は車検の更新手続きの進行状況を把握しておら
は、原則として毎月開催する役員会で ず、課内におけるチェックも行われていなかったため。
審議・決定し、各部署に指示を行う。 （再発防止処置）届出整理表の記載内容を見直すとともに、担当課長は

イ 効率的・効果的な業務運営が行われ 届出整理表を定期的に確認し、届出が必要な案件が発生した
ているか確認するため、四半期毎に予 場合には進行管理表の作成を指示し、課内に掲示する。また、
算の執行状況及び業務の進捗状況を役 担当課長は担当者からの報告の都度、進行管理表及び届出整
員会で審議する。 理表に必要事項を記載することとした。 他15件

ウ 業務運営（会計を含む。）の横断的
な内部監査を、役員直属の組織である なお、「重大な不適合」とは、業務の結果が無効となるもの又はセンター
業務監査室において行う。また、監査 に対する信頼性を損なうおそれがある不適合であり、「軽微な不適合」とは、
能力の維持・向上を図るため、必要に 重大な不適合以外の不適合である。
応じて内部監査に関する研修を実施す
る。 エ 平成25年度の内部監査の結果、平成24年度の業務実績の評価等を踏まえて

エ 内部監査結果、苦情処理結果、農林 マネジメントレビューを実施し、抽出された優先的に対応すべき重要な課題
水産省独立行政法人評価委員会が行っ 等への対応について、理事長から本部の部長及び各地域センター所長に対し
た平成24年度の業務の実績の評価結果 て指示を行った。なお、苦情処理案件はなかったことから、マネジメントレ
等について理事長が検討・分析し、改 ビューでは取り上げなかった。
善の指示を行うため、組織及び業務の マネジメントレビューにおける理事長指示への対応状況については企画調
運営についてマネジメントレビューを 整課において取りまとめを行った。
実施する。

オ 役職員の法令遵守については、コン オ コンプライアンス委員会において平成25年度のコンプライアンスの取組に
プライアンス委員会での審議結果を踏 ついての審議を行った。また、グループウエアを通じてコンプライアンス・
まえ、各種会議や研修の機会、グルー マニュアルについて役職員へ周知徹底を図るとともに、コンプライアンス基
プウエア等を通じて、行動理念及び行 本方針に基づき、国家公務員倫理及び服務規律の遵守、交通事故・違反の防
動方針、コンプライアンス基本方針等 止等について役職員への周知を図った。さらに、管理者研修、主任調査官研
の周知徹底を行う。 修、専門調査官等育成研修及び新規採用者研修の各階層別研修において、基

本方針、行動理念及び行動方針を始めとするコンプライアンスに係る講義を
行い、周知徹底を図った。
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またこの他、次の取組を行った。
(ｱ) 平成24年度の業務について監事による監査が行われ、指摘事項として
中期計画及び年度計画の達成状況や契約の状況等についての報告書が理事
長に提出された。理事長は、報告書で優先的に対応すべき重要な課題とし
て指摘された課題について対応を指示し、その対応状況を取りまとめ監事
に報告した。監事は当該報告書を受けて、各指摘事項についての対応状況
を確認した。

(ｲ) 独立行政法人通則法第39条の規定に基づき、平成24年度の財務諸表等
について監査法人による監査を受けた。その結果、会計報告については準
拠すべき会計基準に従い適正に処理されていること、また、その財務状況、
運営状態等に関する情報が正しく表示されていることが確認された。

(ｳ) 理事長自らが、各地域センターへ赴き、年度計画の内容やセンターが
果たすべき使命等について、全職員への説明と意見交換を行った。

なお、リスクの管理については、内部監査、マネジメントレビュー、監事
監査等を通じて行ってきているところであり、今後一層の充実を図るため、
理事長のリーダーシップの下、リスク管理対応体制の確立等に取り組むこと
とした。監事監査においてセンターのミッション達成を阻害するリスクに関
する指摘及び対応状況は以下のとおり。

○大規模災害を含む緊急事態への備え
・ 監事の指摘

科学的な検査・分析により技術で貢献することを使命とする法人として
また、毒劇物を含む薬品等を保有する法人として、大規模災害を含めた緊
急時に備えた各種の体制整備を着実に行っていくことが重要である。

・ 指摘への対応状況
大規模災害等発生時等に対応するため、本部に設置されているサーバの

データを神戸センターにバックアップするシステムを構築した。このほか、
薬品等に係る災害発生時の対応を含む薬品管理規則を制定した。

【中期計画】
② 外部有識者から業務運営全般について ② 外部の有識者の参画による「業務運営懇談会」を開催し、平成24年度業務実
の助言を受けることにより、国民の目線 績評価、平成25年度計画と実施状況、独立行政法人の見直しなどについて説明
を取り入れた改善に取り組む。 を行った。外部の有識者からは、「センターでは高度な技術の基盤のもとで業

務を実施しており、分析を行う人材や若い人材の育成が大変大事である」等の
【年度計画】 意見を受けた。外部の有識者から受けた意見は平成26年度に対応方針を立て、
② 外部の有識者を含めた業務運営に関す 対応状況についてフォローアップを行うこととした。
る懇談会において業務運営全般について また、平成24年度に外部の有識者から受けた意見については、フォローアッ
の助言を受けることにより、国民の目線 プを行い、平成25年度業務運営懇談会で報告した。
を取り入れた業務改善活動を行う。 （フォローアップの具体例）

意見：調査研究発表会に参加して非常に勉強になったので今後は参加対象を広
げて実施した方がよい。

対応：調査研究発表会開催の約1ヶ月前から広報誌、メールマガジン及びホー
ムページにより広く参加者を募り、参加者数が増加し、特に一般公募の
参加者は前年の1.8倍となった。

他6件

(8) 業務運営コストの縮減 (8) 業務運営コストの縮減

【中期計画】
① 運営費交付金を充当して行う事業につ ① 人件費を除く運営費交付金で行う事業について、検査等業務の合理化及び効
いては、業務の見直し及び効率化を進め、 率化を図ること等により、毎年度平均で一般管理費で5.1％、業務経費で4.6％
一般管理費（人件費を除く。）について の抑制となった。
は毎年度平均で少なくとも対前年度比3
％の抑制、業務経費については毎年度平 法定外福利厚生費、給与振込み経費及び海外出張旅費の事務に係る経費につ
均で少なくとも対前年度比1％の抑制を いては、国家公務員の規程に準じた規程により支出した。
行う。

「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（平成24年3月23日行革事
【年度計画】 務局決定）に基づき、会費の点検・見直しを行い公益法人等に対する支出状況
① 人件費を除く運営費交付金を充当して をホームページにおいて公表しており、平成25年度は該当がなかった。
行う事業について、中期計画期間に毎年
度平均で少なくとも対前年度比で一般管 このほか、平成25年度の予算執行調査における指摘事項である、光熱費削減
理費を3％、業務経費を1％抑制するため、 に係るESCO事業の導入については、ESCO事業導入による経費削減効果が期待で
上記（1）～（7）に掲げる措置に取り組 きる施設を保有していないことから導入していない。また、会議開催経費の削
む。 減については、内部規程を定め貸し会議室及び弁当等への不要な支出の削減に

努めている。

【中期計画】
② 業務運営コストの縮減に当たっては、 ② 業務運営コストの縮減に当たっては、次の取組を行った。
次の取組を行う。 ア 「アウトソーシング実施規程」に基づき、外部委託することにより業務運
ア 専門的・技術的な知見の必要性が低 営の効率化に資するものとして、次に掲げる業務についてアウトソーシング
い業務であって、その全部又は一部を を行い、業務の効率化を図った。
外部に委託することにより効率化が図
られるものについては、効果を検証し ・残留農薬分析用混合標準液及びかび毒分析用混合標準液の調製作業
つつ、引き続きアウトソーシングの積 ・メールマガジンの配信作業
極的な導入を推進するとともに、官民 ・広報誌の編集及び発送作業
競争入札の導入が可能な業務について ・ホームページの作成・更新作業
も検討を行う。 ・技術情報等の翻訳作業
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【年度計画】 なお、平成24年度実施のJAS規格の見直しに係るアンケート調査票の発送
② 業務運営コストの縮減に当たっては、 及び回答の集計作業については、調査対象が少なくアウトソーシングによる
次の取組を行う。 業務の効率化が図れないと見込まれたことから、アウトソーシングを実施し
ア 次に掲げる業務については、関連規 なかった。
程等に基づき積極的にアウトソーシン
グを実施する。また、官民競争入札の また、平成24年度の予算執行調査における指摘事項である、ホームページ
導入が可能な業務についても検討す のコンテンツ管理システム（CMS）の導入による運営管理方法及びバナー広
る。 告の導入については、経費が増加する等の理由から導入しないこととした。
(ｱ) JAS規格の見直しに係るアンケー このほか、官民競争入札については、民間委託を行っていた庁舎管理業務
ト調査票の発送及び回答の集計作業 について引き続き検討を行うこととした。

(ｲ) 残留農薬分析用標準液等の調製作
業

(ｳ) メールマガジンの配信作業
(ｴ) 広報誌の編集及び発送作業
(ｵ) ホームページの作成・更新作業

【中期計画】
イ 設置している分析機器等について イ 分析機器等については、その稼働状況や不具合の有無等の調査を行い、調
は、その稼働状況や不具合の有無等の 査結果に基づき超低温冷凍庫を本部（さいたま市）から農薬検査部（小平市）
調査を定期的に行い、調査結果に基づ へ移設する等のほか、23件について、他センターへの移設や他の業務での有
いて他のセンター等への移設や他の検 効活用を図った。
査等業務での有効活用を図るととも また、分析機器の更新時期の延長等に資するため、点検等に係る統一的な
に、更新時期の延長等に資するため、 基準として「分析機器整備・管理方針」を定め、効果的な保守点検を行った。
効果的な保守点検を行う。

【年度計画】
イ 設置している分析機器等について
は、その稼働状況や不具合の有無等の
調査を行い、調査結果に基づいて他の
センター等への移設や他の検査等業務
で有効に活用する。また、分析機器の
更新時期の延長等に資するため、点検
等に係る統一的な基準を定め、効果的
な保守点検を行う。

【中期計画】
ウ 一般管理費について経費節減の余地 ウ 無駄削減プロジェクトチームにおいて、一般管理費について経費節減の余地
がないか厳格な自己評価を行うため、 がないか等の見直しを引き続き行い、コピー用紙の再利用等を重点目標として
役員及び関係職員からなる委員会を設 削減に取り組んだ。平成25年11月に目標の進捗状況を評価するための会議を開
置して検討・評価し、必要な見直しを 催し、取組の強化に努め、自己評価を行った。
行う。

表5 無駄削減プロジェクトチームにおける経費節減の目標と達成状況
【年度計画】
ウ 役員及び関係職員からなる無駄削減 目標 達成状況
プロジェクトチームにおいて、一般管
理費について経費節減の余地がないか 1. 支出の無駄を削減するための取 透明かつ競争性のある契約手続きを実
等の見直しを引き続き行い無駄削減の 組 施するため、ホームページによる契約情
取組目標を定め、厳格な自己評価を行 (1) 一者応札の縮減に努め、透明性、報の公表による透明性の確保を図るとと
う。 競争性を確保した契約手続きの実 もに、公告期間の確保、仕様書の見直し、

施を図る。 メールマガジンでの入札情報の配信によ
り、競争性の確保に取り組んだ。
その結果、一者応札件数は平成24年度

とほぼ同数であった。

平成25年度 平成24年度

一者応札・ 44件 43件
応募件数

一般競争入 85件 122件
札等件数

一般競争入 51.8％ 35.2％
札等件数に
おける一者
応札・応募
件数の割合

ﾒ-ﾙﾏｶﾞｼﾞﾝへ 182件 129件
の事業者等
登録件数

(2) 分析機器の新規購入及び更新に 分析機器の新規購入及び更新に当たっ
ついて、組織的な方針を定め、新 ては、センター全体としての必要性、購
規購入及び更新の必要性を厳しく 入後の稼働見込み等を十分検討すること
精査する。また、瑕疵担保責任期 とした「分析機器整備・管理方針」を定
間終了後の保守契約の実施に当た めこれに基づき精査した上で対象機器を
っては可能な限り、既存の分析機 選定した。
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器と一括して契約を行う。 また、平成24年度末に保証期間が終了
した分析機器のうち保守契約が必要なも
のは、平成25年度に年間保守を実施する
分析機器と一括して契約した。

(3) 業者による点検、校正及び年間 業者による点検、校正及び年間保守の
保守の対象となる分析機器の選定 対象となる分析機器の選定に当たって
に当たってはその必要性を精査す は、同一課で同一の分析機器を複数台保
ることにより、台数の削減を図る。有している場合は、原則、1台のみを年

間保守とする等の方針を定めた。これに
基づき精査した上で行ったところ、平成
24年度と比較して、対象機器を2台削減
した。

(4) 用紙類の節約を図るため、複写 用紙類の節約を図るための取り組みに
機、プリンターにおける両面印刷 ついて、貼り紙及び電子メールで周知を
・使用済み用紙の裏紙利用の徹 行ったところ、コピー用紙購入枚数は平
底、カラーコピー使用の縮減を図 成24年度と同数であった。
る。

平成25年度 平成24年度

コピー用紙 1,875千枚 1,875千枚
購入枚数

(5) 調達において可能な案件につい 機器の点検・保守などについて、可能
ては、一括調達の推進を引き続き な限り複数センター分をとりまとめ、平
行う。 成24年度より一括契約件数を増加させ

た。

平成25年度 平成24年度

一括契約件 15件 12件
数

【内訳】
機器点検保 12件 8件
守

薬品類 2件 3件
コピー用紙 1件 1件

(6) 出張におけるパック商品・割引 パック商品・割引制度については、効
制度の利用推進を図る。 率的執行を図る観点からもその利用の推

奨した結果、利用件数は平成24年度とほ
ぼ同数であった。

平成25年度 平成24年度

パック商品 702件 705件
利用件数及
び割引切符
利用件数

2. 予算の計画的執行 予算の執行状況については、毎月取り
計画的な予算執行を図るため、 まとめを行い、その執行状況を各原課へ

予算執行状況を定期的に点検し、 報告した。
その結果を実行配分に反映させる。 また、平成25年度は平成24年度決算額

を踏まえた予算配分としており、予算の
執行状況を踏まえ、不用額が見込まれる
経費については、予算の追加配分時に減
額調整し実行予算に反映させた。

3. 職員の意識改革を促進するため 職員の意識改革を促進するため、次の
の取組 取組を実施した。

（1）複写機等使用時における両面印刷、
使用済み用紙の再利用、不要なカラ
ーコピーの禁止及び節電への取組を
啓発する貼り紙の掲示

（2）コピー用紙の購入実績及び電気使
用実績のグループウエア掲示板への
掲示

（3）出張時におけるパック商品、割引
切符の活用促進を促すグループウエ
ア掲示板への掲示

(9) 人件費の削減等 (9) 人件費の削減等
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【中期計画】
給与水準については、国家公務員の給与 センターの給与体系は国と同水準を維持しており、平成25年度のラスパイレス

水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与 指数（事務・技術職員）は98.1であった。
の在り方について、厳しく検証した上で、 役職員の報酬・給与等については、その基本方針と取組状況について平成24年
引き続き、国家公務員に準拠した給与規定 度分までをホームページにおいて公表した。
に基づき支給することとし、検証結果や取 人事院勧告を踏まえ、職員給与規程を改正し、55歳を超える職員の昇給の抑制、
組状況を公表する。 平成25年4月1日における号俸調整を行った。また、「国家公務員の給与の改定及
総人件費についても、「簡素で効率的な び臨時特例に関する法律」（平成24年法律第2号）（平成24年3月1日施行）に準じ

政府を実現するための行政改革の推進に関 て行っていた職員の給与減額支給措置は「公務員の給与改定に関する取扱いにつ
する法律」（平成18年法律第47号）に基づ いて」（平成25年11月15日閣議決定）を踏まえ、平成26年3月31日をもって終了し
く平成18年度から5年間で5％以上を基本と た。
する削減等の人件費に係る取組を、平成23 総人件費については、業務の効率化を図ることにより常勤職員数を平成18年1
年度も引き続き着実に実施し、平成23年度 月1日時点（※）の722名から638名（平成26年1月1日時点）と84名削減すること
において、平成17年度と比較して、センタ により、平成17年度と比較して人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び
ー全体の人件費（退職金及び福利厚生費（法 法定外福利費）並びに非常勤役職員給与を除く。）を16.9％削減した。
定福利費及び法定外福利費）並びに非常勤 ※ 独立行政法人通則法第60条の規定による常勤職員数の国会報告基準日であ
役職員給与及び人事院勧告を踏まえた給与 る。なお、平成18年1月1日における職員数は旧3法人の職員数を合計したも
改定部分を除く。）について6％以上の削減 のである。
を行うとともに、「公務員の給与改定に関 平成23年度からセンターの業務として追加された業務については、人員増とな
する取扱いについて」（平成22年11月1日閣 らないよう引き続き次の取組を実施した。
議決定）に基づき、政府における総人件費 「汚泥肥料中の重金属管理手引書」の普及・指導については、通常行っている
削減の取組を踏まえるとともに、今後進め 立入検査の機会を活用し、普及・指導を実行した。抗菌性飼料添加物の耐性菌発
られる独立行政法人制度の抜本見直しの一 現モニタリング調査については、薬剤感受性試験に引き続き簡易試験法を採用す
環として、厳しく見直しを行う。 るなどの効率化を図る取組を行い、既存業務と併せて実施した。
さらに、平成23年度からセンター業務と

して追加される業務（「汚泥肥料中の重金
属管理手引書」の普及・指導等及び抗菌性
飼料添加物の耐性菌発現モニタリング調
査）による業務量の増加に対しては、人員
増とならないように業務の効率化を行うた
め、必要に応じて業務の実施態勢を見直す
とともに、可能な場合は既存の業務を実施
する中で併せて行う。

【年度計画】
給与水準については、引き続き国家公務

員の給与水準を超えないよう努めるととも
に、役職員の給与のあり方について検証し、
その検証結果や取組状況をホームページに
おいて公表する。
また、総人件費についても、「公務員の

給与改定に関する取扱いについて」（平成
22年11月1日閣議決定）に基づく政府にお
ける総人件費削減の取組を踏まえ、国の職
員と同様に厳しく見直しを行う。
さらに、平成23年度からセンター業務と

して追加された業務（「汚泥肥料中の重金
属管理手引書」の普及・指導等及び抗菌性
飼料添加物の耐性菌発現モニタリング調
査）による業務量の増加に対しては、業務
の効率化を行うため、必要に応じて各業務
の実施態勢を見直すとともに、可能な限り
既存の業務を実施する中で併せて行うこと
により、人員増とならないよう取り組む。

2 業務の重点化・効率化 2 業務の重点化・効率化
(1) 農業生産資材の安全等の確保に関する (1) 農業生産資材の安全等の確保に関する業務
業務

【中期計画】
① 肥料関係業務 ① 肥料関係業務

肥料取締法（昭和25年法律第127号） 肥料取締法（昭和25年法律第127号）に基づく立入検査については、次の取
に基づく立入検査は、農林水産大臣の指 組を行った。
示により、生産業者については品質管理 ア 肥料立入検査計画の策定に資するため、生産業者については、品質管理の
がより必要な事業場に重点化するととも 実施状況により事業場を区分したリストを整備し、品質管理がより必要な事
に、事業場の生産実態を踏まえて効率的 業場に重点化した対象事業場の選定及び検査計画（案）の作成を行い、農林
に実施する。輸入業者については流通経 水産省に報告した。また、牛の部位を使用して原料となる肥料を生産する事
路の把握に努め、在庫のある事業場に重 業場のリストを整備した。さらに、輸入業者については、効率的な検査計画
点化し効率的な立入検査を実施する。立 に資するため、流通経路を把握し、その結果を取りまとめて農林水産省へ報
入検査の実施に当たっては、次年度の立 告した。
入検査実施方針の策定に資するため、必
要な情報を農林水産省へ提供する。 イ 立入検査は、効率的に実施するため立入検査の実施時期を集中して行った。
また、収去品の検査を効率的に実施す

るため、対象の事業場の品質管理実態を ウ 次年度の立入検査実施方針に資するため、立入検査時に品質管理実態等を
踏まえて、有害成分の検査に重点化する 調査し、輸入肥料の重金属含有量等の調査（116試料、成分点数601点）を行
とともに、その他の成分は必要最小限の い、その結果を取りまとめて農林水産省に提供した。
項目の検査に留める。

エ 収去品の検査を効率的に実施するため、立入検査の対象事業場の品質管
【年度計画】 理実態を踏まえて、汚泥肥料については公定規格に定められている有害成分
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① 肥料関係業務 の全項目を実施し、その他の肥料については公定規格でひ素やカドミウムが
肥料取締法（昭和25年法律第127号） 定められているものは同項目の分析を全て実施する等、有害成分の検査に重

に基づく立入検査については、次の取組 点化した（成分点数1,501点）。また、その他保証成分等については、使用し
を行う。 ている原料や生産工程等に応じて、品質確認に必要な最小限の項目に検査を
ア 生産業者については品質管理がより 留めた。
必要な事業場及び牛の部位を使用して
肥料の生産を行う事業場に重点化した
対象事業場のリストを整備し、農林水
産省の検査計画の策定に資する。
また、輸入業者については流通経路

の把握に努め、輸入肥料の検査対象事
業場の選定等、国内で生産された肥料
と同様に効率的な検査計画に資する。

イ 立入検査を効率的に実施するため、
立入検査の実施時期を集中して行う。

ウ 立入検査の結果等から次年度の立入
検査実施方針の策定に資するために必
要な情報を整理し、農林水産省へ提供
する。

エ 収去品の検査を効率的に実施するた
め、立入検査の対象事業場の品質管理
実態を踏まえて、有害成分の検査に重
点化するとともに、その他の成分は必
要最小限の項目の検査に留める。

【中期計画】
② 農薬関係業務 ② 農薬関係業務

農薬取締法（昭和23年法律第82号）に 農薬取締法(昭和23年法律第82号)に基づく立入検査について次の取組を行っ
基づく立入検査は、農林水産大臣の指示 た。
により、不適正なラベル表示や製品の包 ア 製造場に対する立入検査は、農林水産省と連携し、不適正なラベル表示や
装等に不具合のあった製造場、新規に届 製品の包装等に不具合のあった製造場、新規に届出のあった製造場及び平成
出のあった製造場及び前年度に登録され 24年度に登録された新規の有効成分を含む農薬の製造場等に重点化して74件
た新規の有効成分を含む農薬の製造場等 実施した。
に重点化する。 イ 集取品の検査については、検査に係る作業の進行管理を適切に行い、全て
また、集取品の検査に当たっては、必 の検査項目について実施できたことから、分析対象の絞込みや検査項目の重

要に応じ、過去の検査実績を考慮して分 点化を行う必要はなかった。
析対象の絞込みや検査項目の重点化を行
い、効率的に実施する。

【年度計画】
② 農薬関係業務

農薬取締法（昭和23年法律第82号）に
基づく立入検査については、次の取組を
行う。
ア 農林水産省と連携し、不適正なラベ
ル表示や製品の包装等に不具合のあっ
た製造場、新規に届出のあった製造場
及び前年度に登録された新規の有効成
分を含む農薬の製造場等に重点化して
実施する。

イ 集取品の検査を効率的に実施するた
め、必要に応じ、過去の検査実績を考
慮して分析対象の絞込みや検査項目の
重点化を行う。

【中期計画】
③ 飼料及び飼料添加物関係業務 ③ 飼料及び飼料添加物関係業務
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関 ア 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和28年法律第35号。
する法律（昭和28年法律第35号。以下「飼 以下「飼料安全法」という。）に基づく立入検査については、飼料の安全確
料安全法」という。）に基づく立入検査 保に関する必要性を勘案して、次の検査に重点化を図り実施した。
は、農林水産大臣の指示により、過去の （ｱ）飼料への有害物質の混入防止に係る検査（415件）
検査結果や国内外における飼料の安全性 （ｲ）反すう動物用飼料への動物由来たん白質の混入防止に係る検査(371件）
に関する動向等を踏まえ、飼料の安全確 （ｳ）抗菌性物質を含む飼料及び飼料添加物の検査（30件）
保に関する必要性を勘案して、重点的か イ 飼料安全法及び愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律(平成20年
つ効率的に実施する。 法律第83号。以下「ペットフード安全法」という。）に基づく立入検査は、
また、飼料安全法及び愛がん動物用飼 収去品又は集取品の検査を効率的に実施するため、農林水産大臣の指示に基

料の安全性の確保に関する法律（平成20 づき、検査内容に応じて時期を集中して行った。
年法律第83号。以下「ペットフード安全
法」という。）に基づく収去品又は集取
品の検査は、検査内容に応じて時期を集
中して収去品等を集め分析を行うこと等
により効率的に実施する。

【年度計画】
③ 飼料及び飼料添加物関係業務
ア 飼料の安全性の確保及び品質の改善
に関する法律（昭和28年法律第35号。
以下「飼料安全法」という。）に基づ
く立入検査については、飼料の安全確
保に関する必要性を勘案して、次の検
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査に重点化する。
(ｱ) 飼料への有害物質の混入防止に
係る検査

(ｲ) 反すう動物用飼料への動物由来
たん白質の混入防止に係る検査

(ｳ) 抗菌性物質を含む飼料及び飼料
添加物の検査

イ 飼料安全法及び愛がん動物用飼料の
安全性の確保に関する法律（平成20年
法律第83号。以下「ペットフード安全
法」という。）に基づく収去品又は集
取品の検査を効率的に実施するため、
検査内容に応じて時期を集中して収去
品等を集め分析を行う。

【中期計画】
④ 土壌改良資材関係業務 ④ 土壌改良資材関係業務

地力増進法（昭和59年法律第34号）に 地力増進法(昭和59年法律第34号)に基づく立入検査については、次の取組を
基づく立入検査は、農林水産大臣の指示 行った。
により、過去の立入検査の結果を踏まえ、 ア 農林水産省と連携し、過去5か年間の立入検査結果を踏まえ、表示が不適
表示が不適切な製造業者、新規業者等に 切な製造業者7件及び新規業者5件を立入検査の対象に含める等検査の重点化
重点化するとともに、検査の時期を集中 を行った。
化する等により、効率的に実施する。 イ 集取品の検査を効率的に実施するため、検査の時期を集中して行った。

【年度計画】
④ 土壌改良資材関係業務
地力増進法（昭和59年法律第34号）に基
づく立入検査については、次の取組を行
う。
ア 表示が不適切な製造業者、新規業者
等に重点化して実施する。このため、
立入検査の実施に当たっては、農林水
産省と十分連携して行う。

イ 集取品の検査を効率的に実施するた
め、検査の時期を集中して集取品を集
め試験を行う。

(2) 農林水産物等の品質及び表示の適正化 (2) 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務
に関する業務

【中期計画】
① 農林物資の規格化及び品質表示の適 ① 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(昭和25年法律第175
正化に関する法律（昭和25年法律第175 号。以下「JAS法」という。)に基づく食品表示の監視業務については次の取組
号。以下「JAS法」という。）に基づく食 を行った。
品表示の監視業務は、過去のJAS法違反 ア 監視対象品目の重点化及び食品表示の真正性を確認するための科学に基づ
の傾向等を踏まえて監視対象を重点化す く検査(以下「科学的検査」という。）の効率化を図るため、次の取組を行っ
るとともに、食品表示の真正性を確認す た。
るための科学に基づく検査（以下「科学 (ｱ) 過去にJAS法に基づく指示が行われたり、検査で不適合の割合の高かっ
的検査」という。）については、農林水 た品目等に重点化し3,907件実施した。
産省の指示の下で特定の時期に特定の品 (ｲ) 表示偽装の起こりやすい国産品の端境期を考慮し、集中的に分析を行う
目を計画的に買い上げ、これを集中的に ために科学的検査の実施時期等に関する年間計画を策定した。
分析すること等により効率的に行う。 (ｳ) 農林水産省の指示の下、農政局地域センター等と連携を強化し、以下の
なお、食品表示監視業務の科学的検査 調査を実施した。

については、他の食品関係等業務の処理 ・ 農政局地域センター等が実施する表示状況調査に合わせて、センター
件数も勘案しつつ、各センター等間にお が検査品を買上げ、科学的検査を実施した。
ける業務量の変化に対応して適正な人員 ・ 農政局地域センター等が実施する中間流通業者・加工業者への調査に
配置を行う。 センター職員が同行し、現地で検査品をサンプリングし、科学的検査を

行った。
【年度計画】 イ 人員配置の適正化については平成23年度に見直しを行ったところであり、
① 農林物資の規格化及び品質表示の適正 平成25年度における食品表示監視業務の科学的検査について、処理件数等全
化に関する法律（昭和25年法律第175号。 体の業務量に大きな変化はなかった。
以下「JAS法」という。）に基づく食品表
示の監視業務については、次の取組を行
う。
ア 監視対象品目の重点化及び食品表示
の真正性を確認するための科学に基づ
く検査（以下「科学的検査」という。）
の効率化を図るため、次の取組を行う。
(ｱ) 過去にJAS法に基づく指示が行わ
れた品目や検査で不適合の割合が高
かった品目について重点的に検査を
実施する。

(ｲ) 特定の時期に特定の品目を計画的
に買い上げ、集中的に分析するため、
科学的検査の実施時期等に関する年
間計画を策定する。

(ｳ) 科学的検査の計画及び実施に当た
っては、農林水産省の指示の下、同
省が行う調査との連携を進める。
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イ 食品表示監視業務の科学的検査につ
いて、処理件数等の業務量に大きな変
化が生じた場合は、他の食品関係等業
務の処理件数も勘案しつつ、人員配置
の見直しを行う。

【中期計画】
② 登録認定機関の登録及びその更新の申 ② 登録認定機関（登録外国認定機関を含む。以下同じ）の登録及びその更新の
請時における調査並びに登録認定機関が 申請に係る調査並びに定期的調査については次の取組を行った。
登録又は更新後においても引き続き登録 ア 登録認定機関の登録及びその更新に係る調査並びに定期的調査をISO/IEC
基準に適合しているか否かを確認するた 17011に基づき適切に実施するため、次により行った。
めに行う定期的な調査（以下「定期的調 (ｱ)「登録認定機関等の調査等業務品質マニュアル」、「登録認定機関及び登
査」という。）については、「ISO/IEC 録外国認定機関の技術上の調査規程」、「登録認定機関及び登録外国認定機
17011適合性評価機関の認定を行う機関 関の定期的調査規程」等、基準文書の改正を行った。
に対する一般要求事項」（以下「ISO/IEC また、ISO/IEC17011に基づく業務執行体制を維持するため、調査員内部
17011」という。）に基づいて業務を推 研修により調査員に対する基準文書の周知徹底及び教育訓練を行った。
進し、調査手順書等の基準文書により的
確かつ効率的に実施する。 (ｲ) 定期的調査に係る事業所調査については、登録認定機関ごとにその認定
また、定期的調査に当たっては、前年 事業者数等を勘案した調査計画を作成し、進行管理表等により認定業務が

度の定期的調査で不適合が見られた登録 適切に行われているかを確認するための現場に立ち会って行う調査(以下
認定機関について、認定業務が適切に行 「立会調査」という。）及びJAS製品の検査(以下「格付品検査」という。）
われているかを確認するための認定業務 の進捗状況を把握し、計画的に実施した。
の現場に立ち会って行う調査（以下「立 定期的調査は、年度途中に認定業務を廃止した登録認定機関等（13機関）
会調査」という。）及び当該登録認定機 を除き116機関134事業所（うち、登録外国認定機関24機関24事業所）を対
関が認定した事業者（以下「認定事業者」 象として、立会調査及び格付品検査と連動し1回実施した。
という。）において格付業務が適切に行
われているかを確認するためのJAS製品 イ 平成24年度の定期的調査で不適合が認められた登録認定機関について、通
の検査を重点化する。 常の件数の1.2倍程度の立会調査(実施件数164件/通常の調査件数130件）及

び格付品検査(実施件数318件/通常の検査件数266件)を実施し重点化を図っ
【年度計画】 た。
② 登録認定機関の登録及びその更新の申
請に係る調査並びに定期的調査について
は、次の取組を行う。
ア 登録認定機関の登録及びその更新の
申請に係る調査並びに定期的調査を
「ISO/IEC 17011適合性評価機関の認
定を行う機関に対する一般要求事項」
（以下「ISO/IEC17011」という。）に
基づいて適切に実施するため、次によ
り行う。
(ｱ) 関係する基準文書の見直しを行う
とともに、調査員に対する基準文書
の周知徹底及び教育訓練を行う。

(ｲ) 定期的調査は、原則として登録認
定機関ごとに1回実施する。

イ 定期的調査に当たっては、認定業務
が適切に行われているかを確認するた
めの認定業務の現場に立ち会って行う
調査（以下「立会調査」という。）及
び当該登録認定機関が認定した事業者
（以下「認定事業者」という。）にお
いて格付業務が適切に行われているか
を確認するためのJAS製品の検査の重
点化を図るため、平成24年度の定期的
調査等で不適合が見られた登録認定機
関について、それぞれ通常の件数の1.2
倍程度の件数を行う。

(3) 調査研究業務 (3) 調査研究業務

【中期計画】
レギュラトリーサイエンスを推進してい 実施した調査研究は36課題あり、全て重点課題であった。

く中で、次の課題に重点化を図り、調査研 ① 肥料の検査等に関する調査研究6課題を次のとおり実施した。
究課題の全体数に占める重点課題数の比率 ア 肥料の分析法にクライテリアアプローチの考え方を導入するために必要な
を80％以上とする。 各種分析法に係る、性能規準（真度、定量下限及び検出下限等）及び妥当性
① 肥料の検査等に関する調査研究 の確認（室間再現精度等）に関する調査研究として
ア 肥料の分析法として国が定める分析 (ｱ) 可溶性けい酸試験法（平成25年度終了）
基準を満たす分析法を選択して用い (ｲ) モリブデン試験法（フレーム原子吸光法）（平成25年度終了）
ることを認めるクライテリアアプロ を実施した。
ーチの考え方を導入するために必要
な各種分析法に係る性能規準及び妥 イ 肥料の分析法の開発及び改良に関する調査研究として
当性の確認に関する課題 (ｱ) 堆肥及び汚泥肥料中のクロピラリド、アミノピラリド及びピクロラムの

イ 肥料の分析法の開発及び改良 分析法の開発（平成25年度終了）
ウ 肥料の有効性及び安全の確保に必要 (ｲ) 高速液体クロマトグラフによる硫青酸化物の分析法の開発（平成25年度
な課題 終了）

② 農薬の検査等に関する調査研究 を実施した。
ア 経済協力開発機構（以下「OECD」
という。）の農薬登録に係る試験成績 ウ 肥料の有効性及び安全性の確保に必要な調査研究を次のとおり実施した。
の作成に関する指針（以下「テストガ (ｱ) 汚泥肥料の連用によるカドミウムの土壌への蓄積及び作物への吸収につ
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イドライン」という。）等の国際的枠 いて、供試作物にニンジン、ホウレンソウを用いて、データの蓄積を行っ
組みの策定及び国内導入に当たり必要 た。（平成26年度継続）
な課題 (ｲ) 肥料認証標準物質Aを開発し、外部有識者5名からなる調製部会において

イ 農薬の使用に伴う農作物・環境への 認証値及び認証書の承認を受けた。（平成25年度終了）
安全の確保に必要な課題

③ 飼料及び飼料添加物の検査等に関する ② 農薬の検査等に関する調査研究3課題を次のとおり実施した。
調査研究 ア OECDの農薬登録に係る試験成績の作成に関する指針（以下「テストガイド
ア 飼料分析基準に関する試験法の開発 ライン」という。）等の国際的枠組みの策定及び国内導入に当たり必要な課
及び改良 題

イ 愛がん動物用飼料等の検査法の開発 クロロフィル遅延発光を利用したウキクサ生長阻害試験の簡易スクリーニ
及び改良 ング方法の検討及びカワヂシャ幼体を用いた生長阻害試験法の開発を除草剤

ウ 抗菌性飼料添加物の耐性菌発現モニ シメトリンを用いて進めた。[浜松ホトニクス株式会社との共同研究]（平成
タリング調査 26年度継続。水草研究会第35回全国集会、第19回日本環境毒性学会研究発表

エ 飼料等の安全確保に必要な課題 会、第31回農薬環境科学研究会及び日本農薬学会第39回大会において発表。）
④ 農林水産物等の品質及び表示の適正化
に関する調査研究 イ 農薬の使用に伴う農作物・環境への安全の確保に必要な課題
ア 生鮮食品の品種及び原産地等の判別 (ｱ) 異なる温度下での農薬の容器内土壌残留試験を行い、水によって土壌か
技術の開発及び改良 ら抽出される農薬量（以下、水抽出量）の経時的な消長を調査した。また、

イ 加工食品の原材料、その原産地等の 水抽出量の経時的な消長の予測手法の検討を行った。〔（独）農業環境技術
判別技術の開発及び改良 研究所との共同研究〕 (平成26年度継続。第30回農薬環境動態研究会及び

ウ 遺伝子組換えに関する表示対象食品 第21回農薬レギュラトリーサイエンス研究会において発表。また、共同研
等の遺伝子組換え原材料の分析技術の 究者が第36回農薬残留分析研究会、日本農薬学会第39回大会において発
開発及び改良 表。）

(ｲ) 土壌中農薬動態予測モデルで土壌中予測濃度（土壌PEC）を算定する手
【年度計画】 法の開発を行った。平成25年度は、これまで開発を進めてきた数理モデル
レギュラトリーサイエンスを推進してい を温度補正が可能なモデルに改良した。また、アトラジン及びS-メトラク

く中で、調査研究業務については、次の課 ロールを用い、ほ場において土壌環境モニタリング試験及び土壌残留試験
題に重点化し、調査研究課題の全体数に占 を実施し、当該モデルの校正と妥当性確認を行った。〔東京農工大学との
める重点課題数の比率を80％以上とする。 共同研究〕(平成26年度継続。共同研究者が13th IUPAC International
① 肥料の検査等に関する調査研究につい Congress of Pesticide Chemistryで発表予定。）
ては、次の課題を実施する。
ア 農林水産省が策定するクライテリア ③ 飼料及び飼料添加物の検査等に関する調査研究12課題を次のとおり実施し
アプローチ導入ガイドライン（仮称） た。
の検討に資する科学データを得るため ア 飼料分析基準に関する試験法の開発及び改良を次のとおり行い、（ｱ）につ
の調査 いては飼料分析基準一部改正案を農林水産省に報告し、分析基準に収載され
(ｱ) 肥料中の可溶性けい酸試験法の性 る予定である。（ｲ）については、更なる検討が必要であるため、平成26年度
能規準調査 に継続して検討することとした。

(ｲ) 肥料中のモリブデン試験法の性能 (ｱ) 基準値が設定（設定予定を含む。）されているが飼料分析基準に収載さ
規準調査 れていない稲適用農薬等として

イ 肥料の分析法の開発及び改良 (ⅰ) 穀類及び乾牧草中の2,4-D及びその関連物質の液体クロマトグラフタ
(ｱ) 堆肥及び汚泥肥料中のクロピラリ ンデム型質量分析計による定量法の開発（平成25年度終了）
ド、アミノピラリド及びピクロラム (ⅱ) 飼料中のキャプタンのガスクロマトグラフによる定量法の開発（平
の分析法の開発 成25年度終了）

(ｲ) 高速液体クロマトグラフによる硫 (ⅲ) 穀類及び飼料用イネ中のグリホサートの液体クロマトグラフタンデ
青酸化物の分析法の開発 ム型質量分析計による定量法の開発（平成25年度終了）

ウ 肥料の有効性及び安全性の確保に必 (ⅳ) 飼料用イネ中のクロロタロニルのガスクロマトグラフ質量分析計に
要な調査研究 よる定量法の開発（平成25年度終了）
(ｱ) 汚泥肥料の連用によるカドミウム (ⅴ) 飼料用イネ中のピメトロジンの液体クロマトグラフタンデム型質量
の土壌への蓄積及び作物への吸収試 分析計による定量法の開発（平成25年度終了）
験 (ⅵ) 農薬のガスクロマトグラフ質量分析計による一斉分析法の妥当性の

(ｲ) 肥料分析の精確性の維持に必要な 確認～乾牧草及び稲わら中のペンディメタリンについて～（平成25年度
肥料認証標準物質の開発 終了）

② 農薬の検査等に関する調査研究につい (ⅶ) 配合飼料中のノシヘプタイドの液体クロマトグラフによる定量法の
ては、次の課題を実施する。 開発(平成25年度終了)
ア 経済協力開発機構（以下「OECD」と を行った。
いう。）の農薬登録に係る試験成績の (ｲ) サルモネラ血清型の同定法等の開発･改良として、マルチプレックスPCR
作成に関する指針等の国際的枠組みの による主要血清型迅速同定法の開発(平成26年度継続)を行った。
策定及び国内への導入に当たり必要な
課題 イ 愛玩動物用飼料等の検査法の開発及び改良として
農薬の河川一次生産者（水生植物） (ｱ) 愛玩動物用飼料（ドライ製品及びセミドライ製品）中の酸価及び過酸

に対する環境影響評価手法の高度化の 化物価の測定法の開発（平成25年度終了）
検討 (ｲ) 愛玩動物用飼料（総合栄養食）中のメラミンの定量法のスナック製品
3種類程度の農薬と高等水生植物（サ への適用範囲拡大及びこれに伴う検討等（分析用試料の調整法及び水

ンショウモ及びヤナギタデ等）を用い 分測定法の検討並びに試験法の妥当性確認法の改正等）（平成25年度終
た生長阻害試験法の開発及びその簡易 了）
化の検討 を行った。また、愛玩動物用飼料中の水分の分析法の開発については、農

イ 農薬の使用に伴う農作物・環境への 林水産省からの緊急要請のあった(ｲ)の課題を優先的に対応したため、予
安全の確保に必要な課題 備試験までの進展となった。なお、開発された分析法については、理事長
(ｱ) 土壌に残留した農薬の後作物残留 通知として検査法に収載する予定である。
リスクに関する評価法の検討
異なる温度下での容器内土壌残留 ウ 我が国の家畜衛生分野における薬剤耐性モニタリング体制（JVARM）に基

試験の実施により、農薬の消失速度 づき、農林水産省動物医薬品検査所及び都道府県と連携して行う畜産農家等
に及ぼす温度の影響及び土壌から水 における抗菌性飼料添加物の耐性菌発現モニタリング調査として、家畜・鶏
で抽出される農薬の割合について検 の糞便から分離された腸球菌について微量液体希釈法により薬剤感受性試験
討 を行った。〔農林水産省動物医薬品検査所、地方自治体との共同研究〕（平成

(ｲ) 農耕地における土壌環境中予測濃 26年度継続）
度算定のための土壌中の農薬動態解 なお、調査結果は家畜衛生週報（農林水産省消費・安全局 畜水産安全管
析手法の開発 理課、動物衛生課 発行）に掲載する予定である。
農薬動態予測モデルについて、土

壌残留試験等を用いた検証と温度補 エ 農林水産省からの要請に基づくものとして、飼料中の粗たん白質、カルシ
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正等が可能なモデルへの改良 ウム及びりんの分析値に係る不確かさの設定の検討を行った。(平成25年度
③ 飼料及び飼料添加物の検査等に関する 終了)
調査研究については、次の課題を実施す
る。 ④ 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する調査研究15課題を次のとおり
ア 飼料分析基準に関する試験法の開発 実施した。
及び改良 ア 生鮮食品については、次のとおり6課題実施した。
飼料中の安全性に係る基準値が設定 (ｱ) ゴボウの原産国判別マニュアルの判定方法の見直し

（設定予定を含む。）されていて飼料 既存の原産国判別マニュアルの判別率向上を目的とし、新たに皮をむい
分析基準に収載されていない稲適用農 たゴボウの元素組成を用いたゴボウの原産地判別マニュアルの見直しを行
薬の分析法の開発、サルモネラ血清型 った。国産試料32件、中国産試料14件の元素濃度の測定により有意差が認
の同定法等の開発・改良 められた11元素を利用し、主成分分析を行った。その結果、国産品、中国

イ 愛玩動物用飼料等の検査法の開発及 産品はそれぞれ群を形成する傾向がみられた。（平成26年度継続）
び改良 (ｲ) ネギの原産国判別マニュアルの判定方法の見直し
愛玩動物用飼料中の水分、酸価、過 過去の結果の再解析及び由来の確かな試料の元素分析を行った。また、

酸化物価等の分析法の開発 分析部位を変更した場合の判別可能性を検討した。その結果、国産97%、
ウ 農林水産省動物医薬品検査所及び都 中国産98 %を正しく判別する判別モデルが得られた。分析部位による判別
道府県と連携して行う畜産農家等にお 得点の変動を確認して、分析部位を変更した場合の判別率の変動について
ける抗菌性飼料添加物の薬剤耐性菌発 確認した。今後ネギの原産国判別マニュアルに反映予定である。（平成25
現モニタリング調査・解析 年度終了）

エ 農林水産省からの要請に基づく、飼 (ｳ) カボチャの原産地表示判別マニュアルの試料調製方法の見直し
料等の安全確保に係る事項等の調査 昨今のカボチャの販売実態では従来法で判別に必要とされる種子40g以

④ 農林水産物等の品質及び表示の適正化 上を有する大きさのカボチャの購入が困難なことからカボチャ1/4個体の
に関する調査研究については、次の課題 種子を用いた分析が従来の方法と同様に分析法として採用可能か比較確認
を実施する。 した。比較の結果、従来法に加え1/4個体の種子を用いた方法でも分析可
ア 生鮮食品の品種及び原産地等の判別 能であることが分かったことから、今後カボチャの原産地判別マニュアル
技術の開発及び改良 に反映予定である。（平成25年度終了）
ゴボウ、ネギ等の元素分析、DNA分 (ｴ) 重元素同位体比分析による野菜類の産地判別法の検討

析等の手法による原産地判別法の開発 中国からの輸入量の多いタマネギについて、日本産及び中国産の判別を
又は改良 ストロンチウム安定同位体比を用いて検討した。由来の確かな試料（国産

イ 加工食品の原材料、その原産地等の 128件、中国産80件）を分析したところ、国産はすべて国産と判別され、
判別技術の開発及び改良 中国産はすべて外国産と判別された。このことから、ストロンチウム安定
小麦加工品、野菜冷凍食品等の元素 同位体比による国産タマネギと中国産タマネギの判別が可能であることが

分析、DNA分析等の手法による原材料、 分かった。（平成25年度終了）
その原産地判別法の開発又は改良 (ｵ) 脂肪酸分析によるマダイの養殖魚判別法の検討

ウ 遺伝子組換えに関する表示対象食品 天然マダイと養殖マダイの脂肪酸組成を比較し、判別法の開発を検討し
等の遺伝子組換え原材料の分析技術の た。天然マダイ25件と養殖マダイ22件の脂肪酸組成を測定し、リノール酸、
開発及び改良 DHA等の脂肪酸組成に差異があることを明らかにした。さらに、DHA/リノ
新たなDNA抽出法等によるダイズ加 ール酸比を指標とした天然マダイと養殖マダイの判別の可能性を示した。

工食品の遺伝子組換え体の定性分析法 （平成26年度継続）
の改良 (ｶ) 核DNA分析によるマグロの種判別法の開発〔(独)水産総合研究センター

との共同研究〕
核DNAのミオグロビン領域に係る種特異的な塩基配列から種を判別する

分析法を検討した。クロマグロとビンナガのミオグロビン領域の塩基配列
を解析し、これに基づき判別法を開発した。事前運用試験により分析法の
確認を行い、マニュアルを作成した。（日本水産学会秋季大会（H25.9.21）
で発表）（平成25年度終了）

イ 加工食品については、次のとおり8課題実施した。
(ｱ) 近赤外分光分析法によるマカロニ類の原料のデュラム小麦とデュラム小
麦以外の小麦の判別法の検討
原材料にデュラム小麦のみ使用の旨表示のあるマカロニ類に普通系小麦

（パンコムギ）が混入しているか否かを近赤外分光分析法及びDNA分析に
より判別可能かどうか検討した。その結果、近赤外分光分析法及びDNA分
析により推定することが可能であり、検査方法として利用できることが示
唆された。（平成26年度継続）

(ｲ) 安定同位体比分析による小麦加工品（うどん類）の原料小麦の産地判別
法の検討〔(独)農業・食品産業技術総合研究機構食品総合研究所（以下
「食総研」という。）との共同研究〕
小麦試料を235点収集し、製粉方法及び前処理方法を決定した。また、

製粉、前処理及び加工の影響の確認を行い、製粉の影響があること並びに
前処理及び加工の影響がないことを確認した。さらに、国産小麦16点、外
国産小麦12点を測定し、判別の可能性があることを確認した。（平成26年
度継続）

(ｳ) 元素分析及びストロンチウム安定同位体比分析による冷凍ほうれんそう
の原料産地判別法の検討
元素分析及びストロンチウム安定同位体比（87Sr/86Sr）分析を利用して、

冷凍ほうれんそうの産地判別の可能性を検討した。15元素を測定する分析
法の精度、真度を確認した。判別モデル構築用試料として、国産52試料、
中国産37試料を収集した。国産及び中国産冷凍ほうれんそうの元素分析を
それぞれ31試料及び36試料、87Sr/86Sr分析を29試料及び20試料行い、分析
値について有意差検定を行ったところ、13元素及び87Sr/86Srで有意差が見
られ、判別の可能性が示唆された。（平成26年度継続）

(ｴ) ストロンチウム安定同位体比によるレンコン等水煮製品の産地判別法の
開発
レンコン、ワラビ及びゼンマイ水煮について、ストロンチウム安定同位

体比を利用したタケノコ水煮の産地判別に用いた方法と同様の方法を用い
て試料を調製し、ストロンチウム安定同位体比を測定した。その結果、レ
ンコン水煮については、国産の98%、中国産の76%を正しく判別できた。し
かし、ワラビ水煮については、外国産の主要産地であるロシア産との判別
が困難であり、ゼンマイ水煮については、国内主要産地である高知県産の
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一部に中国産と同様に高いストロンチウム安定同位体比を示すものがあっ
たため、ともに本手法での判別は困難と考えられた。（平成25年度終了）

(ｵ) 元素分析及び安定同位体比分析によるはちみつの原産国判別の検討〔食
総研との共同研究〕
アカシアはちみつについて、元素分析の結果を解析して、国産96 %、中

国産100 %を正しく判別する判別モデルが得られた。この判別モデルに基づ
いてマニュアル案を作成し、事前運用試験を行った。（日本食品科学工学会
第60回大会（H25. 8. 31）で発表）（平成25年度終了）

(ｶ) FRIP法によるニシン加工品（かずのこ等）の原料原産地判別法の検討
太平洋に生息するニシンと大西洋に生息タイセイヨウニシンの塩基配列

の差異を明らかにし、FRIP法による判別法の開発・検討を行った。生鮮ニ
シン7件及びニシン加工食品33件を用いて両種の塩基配列の差異を明らかに
した（ニシン15個体及びタイセイヨウニシン25個体）。解析結果から蛍光検
出により簡易に判別できるFRIP法による両種の判別法を設計したが、両種
間に蛍光強度に差異が生じず、判別が困難なことから開発を断念した。代
わりに従来法であるPCR-RFLP法による判別法を設計したところ両種の判別
が可能であった。このため、今後は事前運用試験を実施し、本手法による
分析マニュアルを制定する予定である。（平成25年度終了）

(ｷ) DNA分析による生鮮品及び加工食品を対象としたホタテガイ類の種判別法
の検討
ホタテガイ、アメリカイタヤガイ、アズマニシキ等についてDNA分析を用

いて判別する手法を検討した。その結果、ホタテガイを、ホタテガイと正
しく判別する確率（検出率）は100 %で、アメリカイタヤガイやアズマニシ
キと誤って判別する確率（誤判別率）は0 %であった。また、缶詰や乾物の
ような加工食品にも適用できることが確認された。さらに、分析マニュア
ル案及び事前運用試験により手法にも問題がないことが確認されたので、
今後は本手法の分析マニュアルを制定する予定である。（平成25年度終了）

(ｸ) DNA分析によるコンブ属の種判別法の検討〔(公財)函館地域産業振興財団
北海道立工業技術センターとの共同研究〕
マコンブグループ（マコンブ、リシリコンブ、オニコンブ、ホソメコン

ブ）、ミツイシコンブ、ナガコンブ、ガゴメコンブ及びガッガラコンブにつ
いてDNA分析を用いて種判別法並びに国産、中国産及び韓国産のマコンブの
産地判別法を開発した。開発した分析法についてセンターも含め4試験室で
共同試験を行い、4試験室全てにおいて配付した試料が正しく判別された。
今後、DNA分析によるコンブ属の種判別法のマニュアルが制定される予定。
（平成25年度終了）

ウ 遺伝子組換え食品については、次のとおり1課題実施した。
(ｱ) 遺伝子組換え農作物の定性分析技術＜ダイズ加工食品の新規DNA抽出法の
検討＞〔食総研との共同研究〕
市販のダイズ加工食品から、現行のDNeasy Plant Maxi Kit (QIAGEN)及

びGM quicker 3 (NIPPON GENE)を用いた方法によりDNAを抽出した後、PCR
を行い、抽出方法の違いによるGMO定性試験への適用性について検討した。
市販のダイズ加工食品14品目28件について2種類の抽出法を2点併行試験で
行い、結果を解析した。その結果、GMO定性試験のDNA抽出において、DNeas
y Plant Maxi Kitの代わりにGM quicker 3を新たに使用できる可能性が示
唆された。（平成25年度終了）

(4) 情報提供業務 (4) 情報提供業務

【中期計画】
相談窓口業務については、センターの専 ① 相談窓口業務においては、企業等からの肥料、農薬、飼料、食品表示等に関

門性を生かして、企業等からの技術的な相 する相談13,565件に対応した。また、消費者からの相談については、行政サー
談のみに対応し、消費者相談専用電話の廃 ビスの一環として対応した。
止により相談業務を縮減する。ただし、消
費者からの相談が寄せられた場合には、行 表6 部門別相談件数
政サービスの一環として対応する。
また、センターが主催する講習会等につ 肥 料 4,592件

いては、検査等業務を通じて蓄積された技 農 薬 173件
術的知見を事業者等へ提供するものに特化 飼料及び飼料添加物 688件
し、重点化する。 愛玩動物用飼料 62件
なお、相談業務の縮減に係る人員につい 土壌改良資材 86件

ては、他部門への異動等により適切に対応 食 品 7,964件
する。

計 13,565件
【年度計画】
相談業務の縮減及びセンターが主催する

講習会の重点化のため、次の取組を行う。 ② センターが主催する講習会については、検査等業務を通じて蓄積された技術
① 相談窓口業務は、農業生産資材及び食 的知見を事業者等へ提供するものに特化し30回開催した。
品等に関する企業等からの技術的な相談
に対して、センターの専門的・技術的知
見を活用して的確に対応する。また、消
費者からの相談が寄せられた場合は、行
政サービスの一環として対応する。
② センターが主催する講習会は、検査等
業務を通じて蓄積された技術的知見を事
業者等へ提供するものに特化する。

(5) 関係機関との連携 (5) 関係機関との連携



- 16 -

【中期計画】
センターの業務に係る他府省庁、都道府 ① センターの技術的・専門的優位性を踏まえて他府省庁、都道府県、他の独立

県、他の独立行政法人等との具体的連携の 行政法人等との具体的連携を構築するため、次の取組を行った。
構築に際しては、センターの技術的・専門 ア 各都道府県に設置されている食品表示監視協議会に、各1回以上、計101回
的優位性を踏まえた効果的な連携体制を構 参画した。
築する。 イ 都道府県等の表示監視部門及び警察からの協力要請に応じて科学的検査を
なお、国民生活センターとの連携につい 84件実施した。また、都道府県等からの要請により、3件（4事業所）の立入

ては、同センターが実施する商品テスト事 検査等に協力するとともに、その際入手した2件の製品等について科学的検
業に必要な分析のうちセンターのみが分析 査を行った。
可能な項目を対象に、具体的な項目につい
てあらかじめ協議する仕組みを定めた両者 ② 神戸大学、大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合地球環境学研究所、
間の協定に基づき、適切に対応する。 「大学間連携共同教育推進事業」に基づく４大学（東京大学、日本大学、日本

獣医生命科学大学及び麻布大学）と締結した協定に基づき、研究等に係る連携
【年度計画】 を図った。
① センターの技術的・専門的優位性を踏
まえて他府省庁、都道府県、他の独立行 ③ (独)国民生活センター（以下「国セン」という。）との協定（平成23年5月17
政法人等との具体的連携を構築するた 日締結）に基づき、当センターが分析対応する必要がある事案はなかった。な
め、次の取組を行う。 お、国センとの協定（平成20年3月3日締結）に基づき当センターの主催する研
ア 表示監視業務において、各都道府県 修会の講師として国セン職員の招へい（1回）、本部に設置されたPIO-NETの端
に設置されている食品表示監視協議会 末の利用、消費者事故情報の国センへの提供等の連携を図った。
に参画する。

イ 表示監視業務において、都道府県が
行う食品表示の科学的検査若しくは調
査への協力要請又は技術支援等の要請
があった場合には、可能な限り応じる。

② また、大学、研究機関等との連携につ
いては、必要に応じて協定を結ぶ等連携
の効果が高まるよう、適切に対応する。

③ 国民生活センターとの連携について
は、両者間の協定に基づき、適切に対応
する。

第2 国民に対して提供するサービスその 第2 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達
他の業務の質の向上に関する目標を達 成するためとるべき措置
成するためとるべき措置

1 共通事項 1 共通事項

(1) 食品の安全と消費者の信頼の確保のた (1) 食品の安全と消費者の信頼の確保のための的確・迅速な対応
めの的確・迅速な対応

【中期計画】
① 農林水産大臣から独立行政法人農林水 ① 緊急に対応すべき課題が生じた場合に、迅速かつ的確に対応することができ
産消費安全技術センター法（平成11年法 るよう、次の取組を行った。
律第183号）第12条の規定に基づき調査、 ア 食品安全に係る危害要因の分析調査等を行うための常設の組織を本部及び
分析又は検査を緊急に実施するよう要請 神戸センターに整備し、マネジメントレビューに基づく指示（平成25年11月
があった場合その他緊急に対応すべき課 28日）により、緊急調査分析等実施のための指針（案）を作成し緊急分析等
題が生じた場合に備えて、検査等業務に の要請時の対応を明確にした。
関する知見やノウハウを結集して的確・ また、農林水産省の指示の下、優先すべき危害要因の分析能力を確立す
迅速に対応するため、想定される課題に るため、危害要因に係る分析法の情報収集等を実施し、分析に係る標準手順
係る専門的・技術的分野に対応できる職 書原案を作成した。
員や、必要な分析機器の設置状況等を常
に把握しておく。 イ 緊急の要請に備え、次の取組を行った。
また、具体的な要請があった場合には、 (ｱ) 危害要因のうち有害化学物質に関する分析試験方法について、飼料分

必要な調査、分析又は検査を機動的かつ 析基準、EU法、AOAC法、Codex法等から検索してデータベースを整備し
迅速に実施し、その結果を速やかに報告 た。また、要請が想定される事案ごとに研究論文や分析方法等を整理す
するため、最優先で組織的に取り組む。 るとともに、インターネット上の情報についても検索できるようデータ

ベースを更新した。
【年度計画】
① 農林水産大臣から独立行政法人農林水 (ｲ) 緊急分析として想定される項目を整理し、その内容に応じた分析技術等
産消費安全技術センター法（平成11年法 を有する職員及びその際に用いる分析機器（GC/MS、LC/MS/MS、 ICP - M S
律第183号）第12条の規定に基づき調査、 及びリアルタイムPCR等）の登録・更新を行った。また、外部有識者や
分析又は検査を緊急に実施するよう要請 外部機関の情報をデータベース化した。
があった場合その他緊急に対応すべき課 リスクに応じて必要となる専門分野や分析機器についての検証及び活
題が生じた場合に、迅速かつ的確に対応 用方策の検討並びに地方組織を含めた全国組織の連携方策を定めた「緊
することができるよう、次の取組を行う。 急調査分析実施規程」に基づき緊急時における指示・連絡体制等を定め
ア 食品安全に係る危害要因の分析調査 た「緊急調査分析実施マニュアル」について見直し、新たに「緊急調査
等を行うための常設の組織を整備し、 分析実施手順書」を作成した。
農林水産省の指示の下、分析の能力確
立（分析結果の信頼性を客観的に担保 ウ 独立行政法人農林水産消費安全技術センター法第12条の規定に基づく農林
するシステム構築）に着手する。 水産大臣からの緊急時の調査、分析又は検査の要請はなかった。その他、緊

イ 緊急の要請に備え、次のことに取組 急に対応すべき農林水産省からの要請について対応を行った。
む。 (ｱ) ホテル、百貨店、レストラン等でメニュー表示と異なった食材を使用

(ｱ) 危害要因に係る調査研究結果及び緊 していた食品表示等の不正事案に係る対応として、農林水産省からの依
急時に活用する可能性の高い研究論文 頼に基づきセンターが自ら購入したエビ加工品及び牛肉加工品等130件に
等を整理し、必要に応じた分析方法、 ついて、DNA分析をはじめとした科学的な分析方法を用いて種判別・産地
データを効率的に検索できる体制を維 判別等を迅速に実施し、その結果を農林水産省に報告した。
持する。 (ｲ) 国外で除草剤として使用されているクロピラリドが原因と疑われる苗物

(ｲ) 専門的知見を有する職員、分析機器 の生育障害事例が発生したことから、原因物質を究明するため、提供され
及び外部有識者や外部機関に係る情報 た試験品である牛糞堆肥等のクロピラリドの残留分析を実施し、その結果
の登録・更新を行う。また、必要に応 を農林水産省に報告した。
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じて緊急の要請への対応マニュアルの (ｳ) 牛由来の肉骨粉の肥料利用再開に向けて農林水産省からの依頼に基づ
見直しを行う。 き、摂取防止材に係る植害試験の調査を実施し、その調査結果を農林水

ウ 緊急の要請があった場合等には、他 産省へ報告した。
の業務に優先して、調査、分析又は検 (ｴ) 米国で栽培が確認された未承認の組換え小麦MON71800について、農林
査等の迅速かつ正確な実施に努めると 水産省の要請により1%混入判定試験法の開発を行い農林水産省へ報告を
ともに、調査結果を速やかに農林水産 行った。
大臣に報告する。 (ｵ) 肉骨粉等の原料として食品加工残さの使用が認められる見通しとなり、

農林水産省から現在使用しているELISAキットの性能確認等を行うように
依頼があり、試験を実施した（平成26年度継続）。
(ｶ）海外で流通しているが国内では未承認の組換え体塩酸L-リジンが輸入
されているのではないかとの疑義情報が農林水産省に入ったことから、
農林水産省の要請に基づき、輸入塩酸L-リジンの採取、分析及び農林水
産省への報告を行った。
(ｷ）農林水産省の要請に基づき、無登録農薬の疑いのある資材1点について
成分の分析を行い、その結果を農林水産省に報告した。
(ｸ）農林水産省の要請に基づき、農薬の使用に伴いへい死した可能性のあ
る蜜蜂に含まれる農薬を定量するための分析方法を確立し報告した。

【中期計画】
② 農林水産省が食品の安全に係るリスク ② ISO/IEC 17025試験所認定取得に向け、平成24年度までに文書化した手順に
管理を推進する上で必要とする調査分析 より試験運用を行い、平成25年10月に認定取得に係る最終審査を受け、平成26
を的確かつ迅速に実施するため、食品等 年1月24日付けで試験所認定（GC-MSによる小麦中のトリコテセン系かび毒の定
検査部門において「ISO/IEC 17025試験 量試験）を取得した。
所及び校正機関の能力に関する一般要求
事項」（以下「ISO/IEC 17025」という。）
に基づく品質保証体制を構築する。

【年度計画】
② 前年度に認定申請を行った「ISO/IEC
17025試験所及び校正機関の能力に関す
る一般要求事項」（以下「ISO/IEC 17025」
という。）に基づく試験所認定について
は、認定取得審査に必要な対応を行う。

(2) 情報提供業務の的確な実施 (2) 情報提供業務の的確な実施

【中期計画】
① 事業者等からの相談や依頼による講習 ① 情報提供業務を的確に行うため、次の取組を行った。
等に対して、適切かつ積極的に対応する ア 受け付けた相談を整理し、重要な事例7件を「企業相談事例集」に追加掲
ため、事業者等の求める情報の内容に留 載（全81件）し、相談対応マニュアルの改善を行った。
意しつつ、センターが検査等業務を通じ イ 顧客満足度が高かった講習会で使用したテキスト等のデータベース化を6
て蓄積した専門的・技術的な知見を活用 件、更新を5件行いテキスト等作成作業の効率化を行った。(データベース化
して適切な情報を提供する。 されたテキスト等67件）
また、ホームページ、メールマガジン、 ウ 食品表示に関する情報、JAS製品の品質等に関する情報、遺伝子組換え食

広報誌等を通じて、国民に対し、農業生 品、農産物の残留農薬、肥料、飼料、飼料添加物、土壌改良資材及び農薬の
産資材、食品の成分、原材料等の品質及 安全性に関する情報や企業、消費者等からの相談事例等をホームページに掲
び表示に関する正しい理解を促進する観 載した。
点から、検査等業務により得られた情報 （更新回数 244回、アクセス回数 628,344回）
をわかりやすく提供する。 〔ホームページの主な掲載内容〕

・行政情報（報道発表、パブリックコメント情報、JAS規格、食品表示等）
【年度計画】 ・食に関わる情報（Q&A、相談事例、個別リスク情報、国際規格関係情報、
① 情報提供業務を的確に行うため、次の 相談窓口等）
取組を行う。 ・食品等検査関係情報（調査研究報告、分析マニュアル等）
ア 事業者等からの相談への対応の質の ・国際獣疫事務局(OIE)コラボレーティング・センターとしての活動(輸入飼
向上を図るため、受け付けた相談を整 料原料の有害物質のモニタリング結果及び概要、分析法、ハザードカード、
理し、重要な事例を相談事例集に収録 飼料研究報告（要旨）等）
し、相談対応マニュアルの改善を行う。 ・肥飼料検査関係情報（各種申請手続き、肥料登録銘柄検索システム、肥料

イ 事業者等からの依頼による講習等に ・飼料・ペットフード分析法、検査結果の公表等）
適切に対応するため、顧客満足度が高 ・農薬検査関係情報（登録・失効情報、農薬登録情報検索システム、農薬登
かった講習等で使用したテキスト等の 録申請関係、GLP適合確認申請等）
データベース化やその更新等を行う。 ・センター情報（行事情報、刊行物等）
ウ ホームページの情報の内容を適宜 ・公表事項（独立行政法人通則法に基づく公表事項、調達情報等）
更新することにより、食品表示に関す エ メールマガジンを毎月3回以上、合計49回（3月末現在登録者数6,178、延
る情報、JAS製品の品質に関する情報、 べ配信数299,158通）配信した。
遺伝子組換え食品、農産物の残留農薬、 〔メールマガジンの主な掲載内容〕
農業生産資材の安全性に関する情報や ・食品の安全と消費者の信頼確保に関する情報
企業等からの相談事例等を迅速に提供 ・行政情報（報道発表、パブリックコメント情報等）
する。 ・行事情報

エ 内閣府食品安全委員会等のリスク評 オ 広報誌「新・大きな目小さな目」を4回（毎回5,500部）発行し、地方公共
価機関の動向や食品の安全と消費者の 団体等に配付した。
信頼の確保に関する情報を事業者等に 〔広報誌の主な掲載内容〕
対して迅速に提供するため、希望者に ・肥料、農薬、飼料等及び土壌改良資材に関する情報
メールマガジンを毎月3回以上配信す ・表示のQ&A
る。 ・行政情報

オ 広報誌を4回以上発行する。 ・食と農のサイエンス
カ より効果的な情報提供の取組を進め カ 検査等業務及び情報提供業務等に従事する職員を構成員とする情報提供推
るため、検査等業務及び情報提供業務 進委員会を12回開催し、ホームページ、メールマガジン、広報誌等における
等に従事する職員から成る委員会を毎 提供情報の的確性及びわかりやすさ等について検討を行い、必要な見直しを
月1回程度開催する。 行った。
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【中期計画】
② 農業生産資材の安全等の確保、食品の ② 農業生産資材の安全等の確保、食品の品質及び表示の適正化等に資するため、
品質及び表示の適正化等に資するため、 次の取組を行った。
事業者、検査機関、都道府県等に対して、 ア 事業者を対象に食品等に関する専門技術的知見を活用した講習会を7回（参
法令に関する知識、検査技術、食品の品 加者226名）開催した。
質・表示等に関する講習会の開催又は講 イ 地方公共団体や事業者等から依頼を受けて行う講習会に120回（参加者
師の派遣を行う。 8,106名）役職員を講師として派遣するとともに事業者等からの要請に応じ
このうち、飼料製造管理者認定講習会 て、委員会等に役職員を74回派遣した。

を2年に1回以上開催するとともに、「飼 ウ 都道府県の職員を対象に、分析に関する講習会として「肥料分析実務者研
料等への有害物質混入防止のための対応 修」を1回（参加者8名）開催した。
ガイドライン」（平成20年3月10日付け19 エ 飼料等製造業者を対象に受講希望者調査を実施し、その結果をもとに飼料
消安第14006号農林水産省消費・安全局 製造管理者資格取得講習会を1回（参加者91名）開催した。
長通知。）及び「抗菌性飼料添加物を含 オ 飼料製造業者等を対象として、有害物質混入防止ガイドライン及び「抗菌
有する配合飼料及び飼料添加物複合製剤 性飼料添加物を含有する配合飼料及び飼料添加物複合製剤の製造管理及び品
の製造管理及び品質管理に関するガイド 質管理に関するガイドライン」(平成19年4月10日付け18消安第13845号農林
ライン」（平成19年4月10日付け18消安第 水産省消費・安全局長通知。以下「抗菌剤GMPガイドライン」という。)に係
13845号農林水産省消費・安全局長通知。 る研修を12回（参加者791名）開催した。
以下「抗菌剤GMPガイドライン」という。） カ 都道府県の消費者担当部局及び消費生活センター職員等を対象として、食
に係る研修を開催する。 品の品質、検査分析技術等に関する研修を7回（参加者139名）及び都道府県

の飼料業務担当の職員を対象として飼料等安全性検査技術に関する研修を2
【年度計画】 回（参加者10名）開催した。
② 農業生産資材の安全等の確保、食品
の品質及び表示の適正化等に資するた
め、次の取組を行う。
ア 事業者を対象に、農業生産資材、食
品等に関する専門技術的知見を活用し
た講習会を7回以上開催する。

イ 事業者等からの依頼を受けて、農業
生産資材の安全の確保、食品の品質及
び表示の適正化等に資する技術的な情
報を提供する講習会等へ、講師を積極
的に派遣する。

ウ 都道府県の職員を対象に、肥料の分
析に関する講習会を1回以上開催する。

エ 飼料等製造業者を対象に、飼料の安
全性の確保及び品質の改善に関する法
律施行規則の規定に基づく農林水産大
臣が定める講習会（平成7年3月13日農
林水産省告示第392号）で定められて
いる飼料製造管理者認定講習会を、受
講希望者数を勘案して、必要に応じ開
催する。

オ 飼料等関係事業者を対象に、有害物
質混入防止ガイドライン及び「抗菌性
飼料添加物を含有する配合飼料及び飼
料添加物複合製剤の製造管理及び品質
管理に関するガイドライン」（平成19
年4月10日付け18消安第13845号農林水
産省消費・安全局長通知。以下「抗菌
剤GMPガイドライン」という。）に係る
研修を、合わせて12回開催する。
カ 都道府県の消費生活センターの職員
等を対象に、食品の品質、検査分析技
術等に関する研修を7回以上開催する。

【中期計画】
③ 事業者等からの依頼による講習、セン ③ 提供情報の的確性、わかりやすさ、受講者のニーズ及び業務の成果・効果の
ターが主催する講習会、ホームページ、 把握等の向上に資するため、講習会、研修会、講師派遣、ホームページ、広
メールマガジン及び広報誌については、 報誌等の業務について、利用者に対するアンケート調査による効果測定を実
サービスの受け手である依頼者や利用者 施するとともに受講者による今後の業務への活用について把握した。各業務
等の声を反映した業務の改善を図るた ごとの顧客満足度（5段階評価）の平均値は、次のとおりいずれも3.5以上で
め、アンケート調査等により顧客満足度 あった。
を測定して、5段階評価で3.5以上の評
価となることを目標とする。 ・センターが主催する講習会や研修会 4.0
なお、顧客満足度が3.5未満であった ・事業者等からの依頼による講習会等への講師派遣 4.6

場合には、その原因を究明し改善処置を ・ホームページ 3.5
講じる。 ・広報誌 4.0

・メールマガジン 4.0
【年度計画】
③ 事業者等からの依頼による講習会等へ なお、講師派遣のうち個別に顧客満足度が3.5を下回ったものが2件あったこ
の講師派遣、センターが主催する講習会 とから、アンケート調査で把握した意見や要望を基に、原因を究明、改善措置
や研修会、ホームページ、メールマガジ を講じた。原因は、いずれも依頼者との調整不足であり、改善措置として①受
ン及び広報誌については、サービスの受 付時において依頼者から要望を丁寧に聞き取ること、②講師は依頼者とテキス
け手である依頼者や利用者等の声を反映 ト及び講義の時間配分等に関する入念な事前調整を確実に行うよう職員に周知
した業務の改善を図るため、5段階評価 徹底した。
で3.5以上の評価となることを目標とし
て、提供した情報の内容や提供方法につ
いての顧客満足度をアンケート調査等に
より測定する。
また、顧客満足度が5段階評価で3.5未
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満の場合には、その原因を究明して必要
な改善措置を速やかに講ずる。

(3) 検査・分析に係る信頼性の確保及び業 (3) 検査・分析に係る信頼性の確保及び業務遂行能力の継続的向上
務遂行能力の継続的向上

【中期計画】
① 検査・分析に係る信頼性を確保するた ① 検査・分析に係る信頼性を確保するため、検査等業務に応じて次の取組を
め、検査等業務の実施に当たっては、ISO 行った。また、センターとして統一された考え方による品質保証体制の構築
/IEC 17025又は優良試験所規範（以下「G に当たり、分析試験等の信頼性確保に関する重要事項を審議する品質システ
LP」という。）の考え方等により、作業 ム委員会において、分析試験等の信頼性確保に関する方針に基づく各部署の
手順書等の基準文書に基づく業務管理及 目標及びその達成状況が報告・審議され、了承された。
び技術管理を推進し、必要な記録の励行 ア 肥料の検査・分析
と確認、外部技能試験への参加等、個別 (ｱ) ISO/IEC 17025の考え方に従い、肥料試験品質マニュアル及び信頼性確
の分析業務の目的に応じた精度管理を行 保に係る手順書等に基づき、業務管理及び技術管理を行った。また、担当
うことにより品質保証体制を構築する。 部長をトップマネジメントとし、肥料試験マネジメントシステムのマネジ

メントレビューを行い、内部監査、外部精度管理、内部品質管理等の結果
【年度計画】 を検証した。
① 検査・分析に係る信頼性を確保するた (ｲ) 基準文書のうち試験室入室手順書を制定した。
め、検査等業務に応じて次の取組を行う。 イ 農薬の検査・分析
また、センターとして統一された考え (ｱ) 集取農薬の分析業務における信頼性の確保に係る管理規程等の基準文書

方による品質保証体制を構築するため、 に基づき、業務管理及び技術管理を行った。
品質システム委員会を年1回以上開催し、 (ｲ) 基準文書の見直しについては、ISO/IEC 17025の考え方に基づいた分析
分析試験等の信頼性確保に関する重要事 業務管理システムの構築に向け、検討グループ会合を5回開催し、新たな
項を審議する。 基準文書として「農薬検査部試験所試験業務品質マニュアル」（案）を作
ア 肥料の検査・分析については、次の 成した。
取組を行う。 ウ 飼料及び飼料添加物並びにペットフードの検査・分析
(ｱ) ISO/IEC 17025の考え方に従い、 (ｱ) GLPの考え方に従い、試験責任者、信頼性保証部門等から構成する信頼
肥料試験品質マニュアル及び信頼 性保証体制及び試験操作手順書に基づき、試験を実施し、信頼性保証部門
性確保に係る手順書等に基づき、 による査察を行った。また、飼料等試験業務信頼性確保委員会を開催し、
業務管理及び技術管理を行う。な 査察等の検証を行った。
お、担当部長をトップマネジメン (ｲ) 平成25年度からの品質保証（精度管理）の推進のため、飼料等試験業務
トとし、その管理状況を検証する。 の信頼性確保に関する規程を平成25年4月1日付けで改正した。

(ｲ) 基準文書を、必要に応じて見直す。 エ 食品等の検査・分析
イ 農薬の検査・分析については、次の (ｱ) ISO/IEC 17025の考え方に従い、基準文書に基づく分析野帳や試験管理
取組を行う。 台帳等の必要な記録の励行と確認の実施を改めて関係部署に周知し、さら
(ｱ) 集取農薬の分析業務における信頼 なる業務管理を図った。
性の確保に係る管理規程等の基準文 また、内部精度管理は、各部署において個別の分析業務の目的等に応じ
書に基づき、業務管理及び技術管理 て行っているところであるが、各課が所管するマニュアル等への記載状況
を行う。 の調査を行い、さらなる技術管理を図るとともに、外部機関が主催する技

(ｲ) 基準文書について、ISO/IEC 能試験に検査分析に携わる職員を参加（9回、延べ34名）させた。
17025の考え方に基づき、見直しを なお、外部機関が主催する技能試験のうち、満足な結果が得られなかっ
行う。 た試験が1回（トリコテセン系かび毒分析）あったが、原因究明を行った

ウ 飼料及び飼料添加物並びにペットフ 結果、未知濃度の外部機関試料には回収率補正を適用したが、添加回収試
ードの検査・分析については、次の取 験より求めた補正率がわずかに小さかったことが原因と考えられたことか
組を行う。 ら、引き続き確実な品質管理を実施するよう関係者に周知した。
(ｱ) GLPの考え方に従い、試験責任者、
信頼性保証部門等から構成する信 (ｲ) 分析試験業務に関する基準文書（食品等に関する分析試験業務管理規程
頼性保証体制及び試験操作手順書 及びこれに基づく管理マニュアル・管理指針）を見直し必要な改廃を行っ
に基づき、試験を実施する。 た。

(ｲ) 基準文書を、必要に応じて見直す。
エ 食品等の検査・分析については、次
の取組を行う。
(ｱ) ISO/IEC 17025の考え方に従い、
作業手順書等の基準文書に基づく必
要な記録の励行と確認、個別の分析
業務の目的等に応じた内部精度管理
の実施及び外部技能試験への参加等
により、業務管理及び技術管理を行
う。

(ｲ) 基準文書を、必要に応じて見直す。

【中期計画】
② 検査・分析、立入検査、調査等の業務 ② 検査・分析、立入検査、調査等の業務に携わる職員の業務遂行能力を継続的
に携わる職員の業務遂行能力を継続的に に向上させるため、次の取組を行った。
向上させるため、先進的な分析技術、高 ア 策定した職員技術研修中期計画に基づき、検査・分析、立入検査、調査等
度な分析機器の操作、分析の精度管理、 の業務に携わる職員の業務遂行能力を向上させるための研修を次のとおり行
関係法令に基づく立入検査、ISO/IEC った。
17011に基づく登録認定機関の調査や、 なお、研修の実施に当たっては、研修効果の適切な評価に資するためのア
農薬登録検査への海外資料の直接活用、 ンケート等により研修効果を検証し、研修生の理解度が低いものにあっては
その他検査等業務の的確な遂行に必要な 講義内容及び講師選定の見直しを行ったほか、事前学習課題を配布し、改善
研修を計画的に実施する。 に取り組んだ。

・分析研修 26回（87名）
【年度計画】 ・業務研修 40回（300名）
② 検査・分析、立入検査、調査等の業務 イ 遺伝子組換え食品の検査技術等の先進的な分析技術に関する研修を2回（4
に携わる職員の業務遂行能力を継続的に 名）、LC/MS等の高度な分析機器の操作等に関する研修を18回（23名）行った。
向上させるため、次の取組を行う。 ウ 外部機関が主催するISO/IEC 17025内部監査員研修に5名の職員を受講さ
ア 職員の技術的水準の向上を計画的に せ、計47名の有資格者を確保した。
推進するため、関係職員で構成する研 エ ISO/IEC 17011等に関する調査員内部研修を、新たに対象となった職員及
修企画委員会において策定した職員技 び前回の受講から2年を過ぎた職員等を対象に計2回（22名）実施し、登録認
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術研修中期計画に基づき計画的に研修 定機関に対する技術上の調査及び定期的調査を行う職員としての資格要件を
を行うとともに、必要に応じて当該計 満たす職員を確保するとともに、調査を補佐する職員として対象となった職
画の見直しを行う。 員等に対し調査員補内部研修を2回（3名）実施し、調査技術の維持・向上を

イ 職員の技術力の向上を図るため、先 図った。
進的な分析技術、高度な分析機器の操 また、ISO 9000審査員研修コースに3名の職員を受講させ、計61名の有資
作等に関する研修を行う。 格者を確保した。

ウ 分析の精度管理に関する技術力向上 オ 農薬登録検査における海外資料の直接活用を図るため、英文試験成績読解
のため、ISO/IEC 17025に関する研修 研修を1回（27名）実施した。
等を受講させる。

エ ISO/IEC 17011に基づく登録認定機
関の調査を適切に遂行するため、ISO/
IEC 17011等に関する内部研修を実施
するとともに、ISO9000品質マネジメ
ントシステム審査員研修コースを受講
させる。

オ 農薬登録検査における海外資料の直
接活用を図るための研修等を実施す
る。

(4) 調査研究業務の充実 (4) 調査研究業務の充実

【中期計画】
調査研究業務の充実を図るため、調査研 調査研究業務の充実を図るため、次の取組を行った。

究課題の選定、結果の評価等は、農林水産 ① 肥料、農薬、飼料及び食品の各分野において、それぞれ外部の有識者を含め
省関係部局の要望を踏まえ、外部有識者を た委員会を開催し、農林水産省関係部局の要望を踏まえ平成25年度の調査研究
含めた委員会において行い、調査研究の実 結果の評価及び平成26年度の調査研究課題の選定等を行った。
施に当たっては、必要に応じて大学又は研
究機関との共同試験等を行う。 ② 食総研に職員1名を駐在させるとともに、大学及び試験研究機関等との共同
また、調査研究の成果を検査等業務に迅 研究を9課題実施する等の技術交流を行うことにより、検査分析等に係る先進

速に活用するため、公開による発表会の開 的な技術、知識等の導入を図った。
催、関係学会への論文投稿等により公表す
るとともに、検査分析手法のマニュアル化 ③ 調査研究の成果について公開調査研究発表会を開催（1回、外部からの参加
等を行う。 者49名）し、次の8課題について発表した。

【年度計画】 ・水抽出による作物中ネオニコチノイド系殺虫剤とその代謝物の一斉分析法の
調査研究業務の充実を図るため、次の取 検討

組を行う。 ・コマツナの生理障害（窒素及びりん酸）
① 必要性の高い調査研究課題の選定、実 ・液体クロマトグラフタンデム型質量分析計による飼料中のゼアラレノン関連
施方法及び成果について適正な点検・評 化合物の定量法の開発
価を行い、その結果を業務運営に反映さ ・元素分析によるマツタケの原産地判別法の開発
せるため、関係規程に基づき外部の有識 ・安定同位体比分析によるうなぎ加工品の原料原産地判別法の開発
者を含めた委員会を開催する。 ・米加工品の原料米の種類の判別法の開発

② 調査研究の実施に当たっては、必要に ・窒素安定同位体比による鳴門産と外国産乾わかめの判別法の開発、
応じて大学又は研究機関等との共同試験 ・ストロンチウム安定同位体比による野菜類の原産地判別法の開発
等を行う。 また、調査研究報告書を各分野ごとに作成し、関係機関へ配付した。

③ 調査研究の成果を積極的に公表するた
め、公開発表会を1回以上開催するとと ④ 調査研究の成果を検査等に活用するため、関係学会誌へ論文を5報投稿する
もに、調査研究報告書を作成し、関係機 とともに、農林水産省への報告、検査・分析マニュアルの作成及び見直し等を
関へ配布する。 行った。

④ 調査研究の成果を検査等業務に迅速に
活用するため、関係学会誌への論文投稿
等を行うとともに、農林水産省関係部局
への報告、検査・分析マニュアルの作成
等を行う。

(5) 情報セキュリティ対策の推進 (5) 情報セキュリティ対策の推進

【中期計画】
① 「第2次情報セキュリティ基本計画」（平 ① 「第2次情報セキュリティ基本計画」に基づき農林水産省が講じる情報セキュ
成21年2月3日情報セキュリティ政策会 リティ対策を踏まえ、センターのIT事情に応じた情報セキュリティ対策を講じ
議）に基づき農林水産省が講じる情報セ るため、次の取組を行った。
キュリティ対策を踏まえ、センターのIT ア 情報統括責任者（CIO）及び最高情報セキュリティ責任者（CISO）の指導
事情に応じた情報セキュリティ対策を講 の下、業務・システム最適化推進委員会を開催し、各種情報システムの運営
じるため、最高情報セキュリティ責任者 管理状況及び情報セキュリティ対策の取組状況等について報告を行うととも
（CISO）の下でセンターにおける情報セ に、情報通信ネットワークの更新について検討を行った。
キュリティガバナンスの体制を維持する また、平成25年度の情報セキュリティ管理に関する取組として、役職員へ
とともに、情報セキュリティに関する計 情報セキュリティの教育訓練を実施するとともに、役職員用パーソナルコン
画の策定、当該計画に基づく実績の評価 ピューターのMicrosoft社WindowsXPのサポートが平成26年4月9日に終了する
と改善等を行う。 ことからWindows7へのバージョンアップ等の対応を行った。
また、情報セキュリティに関し、緊急

時を含め農林水産省との実効性のある連 イ センターのIT事情に応じた情報セキュリティ管理を行うため、セキュリテ
絡体制を整備するため、連絡担当者、連 ィ管理に関する調査を行ったところ、USBメモリ等の利用について規制が必
絡方法等について定期的な確認等を行 要であることが明らかとなった。このため、USBメモリ等管理手順を作成し、
う。 平成26年度から利用規制の実施、情報セキュリティ面で優れた「閉域型VPN」

への更新を行うこととした。
【年度計画】
① 「第2次情報セキュリティ基本計画」（平 ウ 平成23年度に作成した情報セキュリティ緊急連絡体制について確認し、連
成21年2月3日情報セキュリティ政策会 絡担当者の変更があった都度、農林水産省へ報告した。
議）に基づき農林水産省が講じる情報セ
キュリティ対策を踏まえ、センターのIT
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事情に応じた情報セキュリティ対策を講
じるため、次の取組を行う。
ア 情報統括責任者（CIO）及び最高情
報セキュリティ責任者（CISO）の指導
の下で情報セキュリティ対策や情報シ
ステムのあり方を検討し、必要な改善
を行う。

イ センターのIT事情に応じた情報セキ
ュリティに関する計画を策定するた
め、セキュリティ管理に関する調査結
果を分析し、必要な改善を行う。

ウ 情報セキュリティに関し、緊急時を
含めた農林水産省との連絡体制につい
て連絡担当者、連絡方法等を確認し、
変更があった場合には速やかに農林水
産省へ報告する。

【中期計画】
② 情報セキュリティ対策を推進する上で ② 情報セキュリティに関する役職員の意識の向上を図るために、作成した教育
不可欠な役職員の意識の向上を図るた 訓練計画に基づき新規採用者、情報セキュリティ担当者・連絡調整員及び役職
め、必要な教育訓練を行う。 員全員を対象とした教育訓練をそれぞれ実施した。

【年度計画】
② 情報セキュリティ対策を推進する上で
不可欠な役職員の意識の向上を図るた
め、教育訓練計画を作成し、当該計画に
基づき教育訓練を実施する。

2 生産段階における安全の確保等に関す 2 生産段階における安全の確保等に関する業務
る業務
(1) 肥料関係業務 (1) 肥料関係業務

【中期計画】
① 肥料の登録等申請に係る調査は、申 ① 登録等申請に係る調査については、904件実施し、全て20業務日以内に農林
請受付から20業務日以内に調査結果を農 水産大臣に報告した。
林水産大臣に報告するとともに、登録調 ア 登録申請業者からの相談に対しホームページに掲載している登録申請の手
査手引書の利用により質の向上を図る。 引きを利用して説明を行うなど、手引きの活用の促進を図った。また、平成

25年度普通肥料の公定規格等が改正されたことから、ホームページに掲載し
【年度計画】 ている「肥料取締法に基づき普通肥料の公定規格等を定める等の件」の改訂
① 肥料の登録等申請に係る調査について を行った。
は、申請受付から20業務日以内に調査結 イ 登録調査に当たっては、登録調査手引書を活用するとともに、公定規格の
果を農林水産大臣に報告するため、次の 改正に係る肥料について安全に係る項目等のリストを追加し、迅速な調査を
取組を行う。 実施した。
ア 登録申請業者に対してホームページ
に掲載した登録申請の手引の活用を促
進するとともに、公定規格（肥料の種
類）の解説の活用等により利便性を向
上させ、また、これらについて最新情
報となるように見直し、改訂を行う。

イ 登録調査に当たっては、登録調査手
引書を活用し、安全に係る項目の迅速
な調査を行う。

【中期計画】
② 仮登録肥料に係る申請者の利便等に供 ② 仮登録に係る肥効試験については、次のとおり2件実施し、全て1年以内に試
するため、計画的な肥効試験を実施し原 験結果を取りまとめて、農林水産大臣に報告した。
則として1年以内に試験結果を取りまと ア 施肥設計等を考慮し、仮登録肥料と同等の肥料を対象に用いた肥効試験（ポ
めて、農林水産大臣に報告する。 ット試験1件、無機化試験1件）を行った。

【年度計画】 イ 肥効試験結果について、外部の有識者5名を含めた肥料評価検討会を書面
② 仮登録肥料に係る肥効試験について で開催し、その評価結果を踏まえ試験結果をとりまとめた。
は、原則として1年以内に試験結果を取
りまとめ、農林水産大臣に報告するた
め、次の取組を行う。
ア 施肥設計、土壌条件等を考慮した計
画的な試験を実施する。

イ 外部の有識者を含めた肥料評価検討
会を開催し、その評価結果を踏まえて
試験結果を取りまとめる。

【中期計画】
③ 肥料取締法に基づく立入検査は、農 ③ 肥料取締法に基づく立入検査については、532件を実施し、全て36業務日以
林水産大臣の指示に従い適正に実施する 内に農林水産大臣に報告した。
とともに、立入検査等の結果を立入検査
終了後36業務日以内に農林水産大臣に報 ア 農林水産大臣の指示に従い適正に実施するため、平成25年度肥料立入検査
告する。 実施方針に基づき、各検査事業場の品質管理について評価シートを利用した

評価を行い、評価結果を速やかに各検査事業場に通知した。また、公定規格
【年度計画】 に定める有害成分の基準値を超えた事業場(2件)、品質管理に改善を要する
③ 肥料取締法に基づく立入検査について 事項が認められた事業場（24件）、その他肥料取締法の遵守事項に不備が認
は、次の取組を行う。 められた事業場（6件）に対して、技術的助言を行った。
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ア 農林水産大臣の指示に従い適正に実 イ 立入検査の結果を立入検査終了後36業務日以内に農林水産大臣に報告する
施するため、立入検査実施方針に基づ ため、平成25年度肥料立入検査実施方針に基づき、業務の進行管理を適切に
き、立入検査の結果は適正に評価を行 行った。収去品405件の分析・鑑定に当たっては、全て(ｱ)人畜に有害な成分
い、評価結果は速やかに検査事業場に （ひ素、カドミウム、水銀及び鉛）、(ｲ)その他の有害成分（ニッケル、クロ
通知するとともに、品質管理等に改善 ム等）、(ｳ)その他の成分（窒素、りん酸等）の優先順位で試験を行った。
を要する事項が認められた場合には技
術的助言を併せて行う。 なお、立入検査及び収去件数の地域センター別の実績は表7のとおりである。

イ 立入検査の結果を立入検査終了後36
業務日以内に農林水産大臣に報告する 表7
ため、収去品の分析・鑑定に当たって 本部 札幌 仙台 名古屋 神戸 福岡 計
は、肥料の安全を確保するため有害成 立入検査 154 62 60 65 114 77 532
分を優先的に分析するとともに、業務 件数
の進行管理を適切に行う。 収去件数 90 63 62 48 78 64 405

【中期計画】
④ 牛海綿状脳症のまん延を防止するた ④ 牛海綿状脳症のまん延を防止するため、次の取組を実施した。
め、肥料用肉骨粉等が家畜用飼料へ誤用 ア 牛の部位を原料とする肥料について、せき柱等が混合していないことに関
・流用されることを防止する等の観点か し、農林水産大臣から確認検査の指示があった製造事業場（5事業場）につ
ら、肥料原料用の肉骨粉等について製造 いては、全て製造基準適合確認検査を実施し、検査結果の概要に適否を付し
基準適合確認検査を行い、製造基準に適 て農林水産大臣に報告するとともに、農林水産大臣からの確認書の交付状況
合するものであると認めた製造事業場を をホームページで公表した。
公表する。 イ 肥料用の肉骨粉等の家畜用飼料への誤用・流用防止等の観点から、肥料原

料用の肉骨粉等の製造事業場（34事業場）に対して製造基準適合確認検査を
【年度計画】 実施し、その結果、製造基準に適合するものであると認めた製造事業場をホ
④ 牛海綿状脳症のまん延を防止するた ームページで公表した。
め、次の取組を行う。
ア 牛の部位を原料とする肥料につい
て、せき柱等が混合していないことに
関し、農林水産大臣から確認検査の指
示があったものについては、適切に検
査及び報告を実施し、農林水産大臣か
らの確認書の交付状況を公表する。

イ 肥料用の肉骨粉等の家畜用飼料への
誤用・流用防止等の観点から、肥料原
料用の肉骨粉等の製造基準適合確認検
査を行い、製造基準に適合するもので
あると認めた製造事業場を公表する。

【中期計画】
⑤ 農林水産省関係部局と連携しつつ、以 ⑤ 農林水産省と連携しつつ、次の取組を行った。
下について取り組む。 ア 「汚泥肥料中の重金属管理手引書」を普及させるため、新たに汚泥肥料の
ア 安全な肥料を生産するため汚泥肥料 登録申請を行った業者（48件）に対して、内容の周知を行うとともに、汚泥
生産業者が取り組む品質管理に関する 肥料生産事業場への立入検査（328件）時に、品質管理等の普及・指導を行
「汚泥肥料中の重金属管理手引書」に った。
ついて、普及・指導するため、次に掲 なお、汚泥肥料生産業者から個別講習の依頼はなかった。
げる事項を実施する。
(ｱ)「汚泥肥料中の重金属管理手引書」
についての講習会の開催、立入検査
時等における内容の説明等

(ｲ) 生産業者における「汚泥肥料中の
重金属管理手引書」の実施状況等を
調査し改良点の抽出

【年度計画】
⑤ 農林水産省と連携しつつ、次の取組を
行う。
ア 安全な肥料を生産するため汚泥肥料
生産業者が取り組む品質管理に関する
「汚泥肥料中の重金属管理手引書」を
普及させるため、次の取組を行う。
新たに汚泥肥料の登録を受ける生産

業者に対して「汚泥肥料中の重金属管
理手引書」の内容の周知、汚泥肥料生
産業者からの依頼に応じた個別講習、
汚泥肥料生産事業場への立入検査時に
おける品質管理等の普及・指導を行
う。

【中期計画】
イ 農林水産省が行う公定規格の改正等 イ 農林水産省が行う公定規格の改正等に資するため、次に掲げる情報の収集
に資するため、次に掲げる情報の収集 ・整理を行い、農林水産省に報告した。
・整理等を行い、その結果を取りまと (ｱ) 未利用資源の肥料利用に関する情報として、公定規格改正等の要望があ
め農林水産省に報告する。 る事業者等に対して現地調査（4件）を実施し、事業者等の技術情報等に
(ｱ) 未利用資源の肥料利用に関する ついて取りまとめ報告した。
情報 (ｲ) 事業場における品質管理向上を目的としたガイドラインの作成に資する

(ｲ) 事業場における品質管理向上の ため、肥料生産に関する情報として、汚泥肥料以外の肥料生産事業場にお
ためのガイドラインの作成に資する ける品質管理を評価するシートを作成し、調査を行った結果を取りまとめ
情報 報告した。
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【年度計画】
イ 農林水産省が行う公定規格の改正等
に資するため、次に掲げる情報の収集
・整理等を行い、その結果を取りまと
め農林水産省に報告する。
(ｱ) 未利用資源の肥料利用に関する情
報

(ｲ) 事業場における品質管理向上のた
めのガイドラインの作成に資する情
報

【中期計画】 ウ 東京電力福島第一原子力発電所の事故の対応として、たい肥等の放射性セ
シウム測定を163件実施し、農林水産省に報告した。
・たい肥（牛ふんたい肥等） 43件

【年度計画】 ・汚泥肥料 70件
ウ 東京電力福島第一原子力発電所の事 ・腐葉土等 50件
故の対応として、肥料等の放射性セシ 計 163件
ウムの測定を適切に実施する。

(2)農薬関係業務 (2)農薬関係業務

【中期計画】 ① 農薬の登録検査については、次の取組を行った。
① 農薬の登録検査 ア 農薬の登録申請に係る検査業務の進行管理については、毎月2回検査進行
ア 農薬の登録申請に係る検査につい 管理表を更新し、各検査担当課が検査の進捗状況を把握できるようにすると
ては、農薬の安全性の向上のために改 ともに、3ヶ月毎に検査進行状況の定期点検を行った。
定したテストガイドラインに基づいて 平成25年度は、農林水産大臣から継続分を含め2,332件の検査指示があっ
新たな審査項目が追加され、要求する た。
試験データが増加している中で、検査 このうち、基準の設定が必要な農薬の検査指示は657件であった。平成25
精度の維持を図りつつ、以下の期間内 年度内に農林水産大臣に報告した195件は全て目標期間である1年4か月以内
に農薬登録検査等を実施し、その結果 に報告した。
を農林水産大臣に報告する。ただし、 また、基準の設定が不要な農薬の検査指示は1,675件であった。平成25年
検査の過程で追加試験成績等の提出が 度内に報告した1,101件は全て目標期間である10.5か月以内に報告した。
必要な場合における当該追加試験成績 なお、現在検査中の案件についても、進捗管理は適切に行われている。
等が提出されるまでの期間（申請者側
期間）及び登録申請された農薬につい 表8 平成25年度における目標期間の達成状況
ての体重1㎏当たりの1日摂取許容量等 指示件数 検査完了 目標期間 目標期間 目標期間
が設定されるまでに要する期間（リス （注１） 件数 達成件数 達成率
ク評価等期間）は、検査期間に含まな （注２）

いものとする。 基準必要 657 195 195 100％ 1年4か月
・ 農薬取締法第3条第1項第4号から第 基準不要 1,675 1,101 1,101 100％ 10.5か月
7号までのいずれかに掲げる場合に
該当するかどうかの基準の設定が必
要な農薬の検査は、1年4か月以内 注1）平成25年度に受けた指示件数とそれ以前に受けた指示で

・ 上記以外の農薬の検査は、10.5か 検査が継続しているものの合計。
月以内 注2）対検査完了件数比。

【年度計画】
① 農薬の登録検査については、次の取組
を行う。
ア 農薬の登録申請に係る検査について
は、以下の期間内に農薬登録検査等を
実施し、農林水産大臣に結果を報告す
るため、業務の進行管理を適切に行う。
ただし、検査の過程で追加試験成績等
の提出が必要な場合における当該追加
試験成績等が提出されるまでの期間
（申請者側期間）及び登録申請された
農薬についての体重1kg当たりの1日摂
取許容量等が設定されるまでに要する
期間（リスク評価等期間）は、検査期
間に含まないものとする。
(ｱ) 農薬取締法第3条第1項第4号から
第7号までのいずれかに掲げる場合
に該当するかどうかの基準の設定が
必要な農お薬の検査は、1年4か月以
内

(ｲ) 上記以外の農薬の検査は、10.5か
月以内

【中期計画】
イ 農薬の登録申請に係る検査の結果に イ 新しい成分の農薬の登録にあたって、人の健康や環境への影響の有無を判
ついて、報告書を作成・公表する。 断した科学的根拠等を、消費者、農薬の使用者、農薬使用の指導者等へ示す

とともに審査の透明性を確保するため、フルチアニル、スピロテトラマト、
【年度計画】 アバメクチン、テブフロキン及びフェンピラザミンについて農林水産省と共
イ 農薬の検査結果に係る報告書の作成 同で審査報告書を作成し、農林水産省のホームページへ公表した。
を農林水産省と共同で行う。また、作
成が終了したものについては、農林水
産省と共同で公表する。
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【中期計画】
② 農薬取締法に基づく立入検査は、農林 ② 農薬取締法に基づく立入検査については、農林水産大臣の指示に従い74製造
水産大臣の指示に従い適正に実施すると 場に対して適正に実施するとともに期限内に農林水産大臣に報告するため、業
ともに、立入検査及び集取品の分析結果 務の進行管理を適切に行った。
を以下の期限内に農林水産大臣に報告す ア 74製造場に対する立入検査の結果については、全ての検査で目標期間であ
る。 る立入検査終了後25業務日以内に農林水産大臣に報告した。
ア 農薬取締法の立入検査の結果は、立
入検査終了後25業務日以内

【年度計画】
② 農薬取締法に基づく立入検査について
は、農林水産大臣の指示に従い適正に実
施するとともに、その結果を、以下の期
限内に農林水産大臣に報告するため、業
務の進行管理を適切に行う。
ア 農薬取締法の立入検査の結果は、立
入検査終了後25業務日以内

【中期計画】
イ 農薬取締法の集取品の分析結果は、 イ 農薬取締法に基づく立入検査において集取した農薬24点の分析結果につい
集取後60業務日以内 ては、平成26年度に報告した10点を含め、全て目標期間である集取後60業務
ただし、標準品の入手や試験に必要 日以内に報告した。なお、平成24年度末に集取し、平成25年度に報告した5

な生物の育成等により検査に時間を要 点についても全て60業務日以内に報告を行った。
する場合には、当該検査結果が得られ
次第、その結果を報告する。

【年度計画】
イ 農薬取締法の集取品の分析結果は、
集取後60業務日以内
ただし、標準品の入手や試験に必要

な生物の育成等により検査に時間を要
する場合には、当該検査結果が得られ
次第、その結果を報告する。

【中期計画】
③ 農薬の登録検査に附帯する業務 ③ 農薬の登録検査に附帯する業務
ア GLP制度に基づく適合試験機関の査 ア GLP制度に基づく適合試験機関の査察21件の結果については、全て目標期
察結果については、査察終了後30業務 間である査察終了後30業務日以内に報告した。
日以内に農林水産省消費・安全局長に
報告する。

【年度計画】
③ 農薬の登録検査に附帯する業務
ア GLP制度に基づく適合試験機関の査
察結果については、査察終了後30業務
日以内に農林水産省消費・安全局長に
報告するため、業務の進行管理を適切
に行う。

【中期計画】
イ OECDによる新たなテストガイドライ イ 農薬行政の国際調和の推進に貢献するため、国際会議において我が国の意
ンの策定やGLP制度の見直し、コーデ 見が反映されるよう、次の取組を行った。
ックス委員会による残留農薬に関する (ｱ) OECD GLP作業部会については、専門家として登録した2名を第27回会合
国際規格の設定等の国際会議におい に出席させ、平成24年度にOECDによる現地評価を受けたセンター（査察当
て、技術的知見に基づき我が国の意見 局）に対する総合評価への対応及びGLPの国際調和に関する議論に参加さ
が反映されるように支援するととも せた。
に、国際会議の結果を我が国の農薬登
録検査に生かすことにより、農薬行政 (ｲ) OECD農薬作業部会及びコーデックス残留農薬部会については、出席す
の国際調和の推進に貢献する。 る農林水産省の職員に対して、会議資料等を技術的観点から検討し、生

物農薬に係る我が国の登録内容や欧米とのデータ要求の違い等を取りま
【年度計画】 とめて報告する等技術的知見に基づき支援を行った。
イ 農薬行政の国際調和の推進に貢献す なお、国際会議の結果については、農林水産省で開催された報告会を踏
るため、本年度に開催が予定されてい まえ、我が国の農薬登録検査への反映について検討を行った。
る国際会議において我が国の意見が反
映されるよう、次の取組を行う。
(ｱ) OECD GLP作業部会については、職
員を出席させ、平成24年度に実施さ
れたOECDによるGLP査察当局に対す
る現地評価の結果報告、GLP制度の
見直し等に関する議論に対応する。

(ｲ) OECD農薬作業部会及びコーデック
ス残留農薬部会については、出席す
る農林水産省の職員に対して技術的
知見に基づき支援を行う。
なお、国際会議の結果を受け、我

が国の農薬登録検査への反映につい
て検討を行う。

【中期計画】 【事業報告】
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④ 農林水産省が推進する農薬の適正使用 ④ 農林水産省が推進する農薬の適正使用に係る施策に資するため、農産物中の
に係る施策に資するため、農産物中の農 農薬の残留状況の調査分析について、次の取組を行った。
薬の残留状況についての調査分析を、適 ア 農林水産省の実施計画に基づき、以下の農産物について残留農薬の分析を
切な精度管理の下で的確かつ迅速に実施 行い、分析結果は農林水産省へ迅速に報告した。
する。 ・野菜・果実類 878件

・米穀 50件
【年度計画】 計 928件
④ 農林水産省が推進する農薬の適正使用
に係る施策に資するため、農産物中の農 イ 分析業務を迅速かつの効率的に実施するため、分析対象農薬のうち特定の
薬の残留状況の調査分析について、次の 農薬について担当地域センターを決め、集約化等を図った。また、分析要員
取組を行う。 の教育訓練及び迅速かつ効率的な分析のための検証試験を行った。
ア 農林水産省の実施計画に基づき、農
産物中の残留農薬の分析を実施すると
ともに、その結果を農林水産省へ迅速
に報告する。

イ 農産物の収穫時期、分析対象農薬が
それぞれ異なる中で調査分析業務を迅
速かつ効率的に実施するため、必要に
応じて、分析を行う地域センター等間
で調査試料の集約化、平準化等を行う。

(3) 飼料及び飼料添加物関係業務 (3) 飼料及び飼料添加物関係業務

【中期計画】
① 飼料及び飼料添加物について、飼料の ① 飼料及び飼料添加物について、飼料の安全確保に関する必要性を勘案して、
安全確保に関する必要性を勘案して、以 次の取組を行った。
下に掲げる検査等を実施する。 ア 25-ヒドロキシコレカルシフェロールの成分規格設定について、農林水産
ア 農林水産省で行われる飼料及び飼料 省より科学的知見を求められ、試験法の検証等を開始した。
添加物の基準・規格の検討に当たり、 また、OECD GLP作業部会については、専門家として登録した1名を第27回
それらの基準・規格、検討資料の妥当 会合に出席させ、平成24年度にOECDによる現地評価を受けたセンター（査察
性の調査を、農林水産省の要請に応じ 当局）に対する総合評価に対応した。
て適切に実施する。

【年度計画】
① 飼料及び飼料添加物について、飼料の
安全確保に関する必要性を勘案して、次
の取組を行う。
ア 農林水産省で行われる飼料及び飼料
添加物の基準・規格の検討に当たり、
それらの基準・規格、検討資料等の妥
当性の調査を、農林水産省の要請に応
じて適切に実施する。
また、平成24年度に実施されたOECD

によるGLP査察当局に対する現地評価
の議論が行われる作業部会に職員を派
遣し、必要に応じて対応を行う。

【中期計画】
イ 農林水産省が策定する「食品の安全 イ 飼料等中の飼料添加物の基準・規格適合検査、農薬、かび毒、有害金属等
性に関する有害化学物質のサーベイラ の有害物質の基準適合検査、病原微生物の基準・規格適合検査、肉骨粉等の
ンス・モニタリング年次計画」に基づ 分析・鑑定のモニタリング検査については、次のとおり実施した。
き実施するものの他、飼料中の飼料添
加物、飼料又は飼料添加物中の有害物 ・飼料等中の飼料添加物の基準・規格適合検査 233点
質、残留農薬、病原微生物、肉骨粉等 ・有害物質の基準適合検査 1,260点
及び遺伝子組換え体のモニタリング検 ・病原微生物の基準・規格適合検査 330点
査は、過去の検査結果や国内外におけ ・肉骨粉等の分析・鑑定 469点
る飼料安全性に関する動向等を踏ま 計 2,292点
え、飼料の安全確保に関する必要性を
勘案して、モニタリング検査の延べサ モニタリング検査結果については、事業年度ごとに取りまとめ、ホームペ
ンプル数を年度計画に定めて実施す ージに公表した。このうち特に広域的に流通する主要な輸入飼料穀物や乾牧
る。 草等の有害物質等による汚染状況については、四半期ごとに取りまとめてホ
モニタリング検査の結果は、事業年 ームページで公表した。

度ごとに取りまとめ、ホームページに
公表する。

【年度計画】
イ 農林水産省が策定する「食品の安全
性に関する有害化学物質のサーベイラ
ンス・モニタリング中期計画」（平成22
年12月22日公表）に基づく年次計画（以
下「サーベイランス・モニタリング計
画」という。）により実施するもの並
びに飼料及び飼料添加物中の飼料添加
物の基準・規格適合検査、農薬、かび
毒、有害金属等の有害物質の基準適合
検査、病原微生物の基準・規格適合検
査、肉骨粉等の分析・鑑定を延べサン
プル点数として2,000点以上実施する。
モニタリング検査の結果を事業年度

ごとに取りまとめ、ホームページに公
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表するとともに、このうち特に広域的
に流通する主要な輸入飼料穀物や乾牧
草等による汚染状況については、四半
期ごとに取りまとめて公表する。

【中期計画】 ウ 東京電力福島第一原子力発電所の事故の対応として、牧草及び飼料原料の
放射性セシウム測定を549件実施し、農林水産省に報告した。

【年度計画】 ・牧草 4件
ウ 東京電力福島第一原子力発電所の事 ・飼料原料 545件
故の対応として、飼料等の放射性セシ 計 549件
ウム実態調査を適切に実施する。

【中期計画】
② 飼料及び飼料添加物の検定及び表示の ② 飼料添加物の検定及び表示の業務については、飼料安全法施行規則等に基づき
業務については、飼料安全法に基づき 適正に実施するとともに、業務の進行管理を適切に行い、申請197件について
適正に実施するとともに、特定飼料等 受理した日から20業務日以内に全て処理を行った。
のうち飼料添加物の検定及び表示の業 なお、飼料に係る申請はなかった。
務については、申請を受理した日から20 また、登録検定機関の行う検定業務の適切な実施に資するため、次の業務を
業務日以内に処理する。 実施し、必要な技術的指導を行った。
また、登録検定機関の行う検定業務 ア 検定実績のある登録検定機関1機関（1事業所）に対する調査を実施した。

の適切な実施に資するため、検定実績 イ 登録検定機関6機関（7事業所）を対象として共通試料による共同試験を1
のある登録検定機関に対して毎事業年 回実施し、検定業務に係る技術水準を確認した。そのうち、2機関（2事業所）
度1回調査を実施するとともに、必要に に対して技術的指導を実施した。
応じて検定精度の管理等について技術
的指導を行う。

【年度計画】
② 飼料及び飼料添加物の検定及び表示の
業務については、飼料安全法に基づき適
正に実施するとともに、特定飼料等のう
ち飼料添加物の検定及び表示の業務につ
いては、申請を受理した日から20業務日
以内に処理するため、業務の進行管理を
適切に行う。
また、登録検定機関の行う検定業務の

適切な実施に資するため、次の業務を実
施し、必要に応じて検査技術・検定精度
の管理等について技術的指導を行う。
ア 検定実績のある登録検定機関に対す
る調査を1回実施するほか、必要に応
じて調査を実施する。

イ 登録検定機関を対象とした共通試料
による共同試験を1回実施し、検定業
務に係る技術水準を確認する。

【中期計画】
③ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製 ③ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する検査等について
造管理の方法等に関する検査等について は、飼料の安全確保に関する必要性を勘案して、次の取組を行った。
は、飼料の安全確保に関する必要性を勘 ア 有害物質又は病原微生物による飼料の汚染、反すう動物用飼料への肉骨粉
案して、以下に掲げる製造・品質管理の 等の混入並びに抗菌性物質に関する基準・規格等を逸脱した飼料及び飼料添
高度化に関する調査、指導等を実施す 加物による有害な飼料の流通を未然に防止する観点から、製造設備、製造・
る。 品質管理の方法等に関する検査等について、有害物質又は病原微生物に係る
ア 飼料及び飼料添加物の製造設備、製 検査1,590件、反すう動物用飼料への肉骨粉等の混入防止に係る検査469件及
造・品質管理の方法等に関する検査等 び抗菌性物質に関する基準・規格に係る検査233件を行い、管理の高度化に
を実施し、その管理の高度化に係る技 係る技術的指導を行った。
術的指導を行う。 また、収去品の検査の結果、1事業者2銘柄で抗菌性物質に係る基準・規格

に抵触する事例があり、技術的指導を行った。
【年度計画】 さらに、有害物質混入防止ガイドラインに基づく業務として、飼料の有害
③ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造 物質に関する情報を輸入業者及び製造業者に対して6回発信した。
管理の方法等に関する検査等について
は、飼料の安全確保に関する必要性を勘
案して、次の取組を行う。
ア 有害物質又は病原微生物による飼料
の汚染、反すう動物用飼料への肉骨粉
等の混入並びに抗菌性物質に関する基
準・規格等を逸脱した飼料及び飼料添
加物による有害な飼料の流通を未然に
防止する観点から、飼料及び飼料添加
物の製造設備、製造・品質管理の方法
等に関する検査等を実施し、その管理
の高度化に係る技術的指導を行う。
また、収去品の検査の結果、基準・

規格等に抵触する事例等が認められた
場合には、製造・品質管理の方法等の
改善について、センターの専門的知見
から技術的指導及び情報の提供を行
う。
さらに、有害物質混入防止ガイドラ

インに基づく業務として、飼料の有害
物質に関する情報を輸入業者及び製造
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業者に対して定期的に発信するととも
に、飼料等が原因となって食品の安全
確保に問題が生じるおそれがある等の
緊急時には、農林水産省の指示の下、
関連業者に情報を速やかに提供する。

【中期計画】
イ 抗菌剤GMPガイドラインに基づく申 イ 抗菌剤GMPガイドラインに基づく製造基準等への適否の確認の申請に係る
請に応じて、抗菌性物質を添加する製 検査については、適切な進行管理を行うことにより、申請80件に対して全て
造事業場の検査等を実施し、製造基準 標準処理期間（50業務日）以内に処理を行った。
等への適否を確認する。

【年度計画】
イ 抗菌剤GMPガイドラインに基づく製
造基準等への適否の確認の申請に係る
検査については、検査に要する標準処
理期間を50業務日と定め、当該標準処
理期間内に検査を終了するため、業務
の進行管理を適切に行う。

【中期計画】
ウ 牛海綿状脳症の発生の防止に万全を ウ 牛海綿状脳症の発生の防止に万全を期する観点から、動物由来たん白質、
期する観点から動物由来たん白質、動 動物性油脂及びペットフードの製造事業場の設備、製造・品質管理の方法等
物性油脂及びペットフードの製造事業 に関する検査等として、次に掲げる業務を実施した。
場の検査等を実施し、製造基準等への ・ 農林水産大臣の確認を要する動物由来たん白質及び動物性油脂を製造す
適否を確認し、その結果を公表する。 る事業場239箇所について、製造・品質管理状況を確認し、そのうち新た

に確認を受けた製造事業場12箇所をホームページに公表した。
【年度計画】 ・ 魚粉等の輸入業者及び輸入先の製造事業場163箇所における管理状況を
ウ 牛海綿状脳症の発生の防止に万全を 確認し、そのうち新たに確認を受けた輸入業者13業者をホームページに公
期する観点から、動物由来たん白質、 表した。
動物性油脂及びペットフードの製造事 ・ ペットフード等の製造事業場からの申請に応じ製造基準適合確認検査を
業場の検査等を実施し、製造基準等へ 23箇所に対して実施し、製造基準に適合すると認められた事業場23箇所を
の適否を確認し、その結果を公表する。 ホームページに公表した。

【中期計画】
エ 特定飼料等製造業者（外国特定飼料 エ 特定飼料等製造業者の登録の更新の申請に係る検査1件について、業務の
等製造業者を除く。）及び規格設定飼 進行管理を適切に行い、50業務日以内で終了した。
料製造業者（外国規格設定飼料製造業
者を除く。）の登録等の申請に係る検
査については、検査に要する標準処理
期間をそれぞれ50業務日及び40業務日
とし、当該標準処理期間内に検査を終
了する。

【年度計画】
エ 特定飼料等製造業者（外国特定飼料
等製造業者を除く。）及び規格設定飼
料製造業者（外国規格設定飼料製造業
者を除く。）の登録等の申請に係る検
査については、中期計画で定めた標準
処理期間である50業務日及び40業務日
以内に検査を終了するため、業務の進
行管理を適切に行う。

【中期計画】
オ 依頼に応じて、輸出する飼料等の検 オ 飼料を海外に輸出する業者からの依頼に基づき、動物検疫所の輸出証明書
査等を実施し、製造基準等への適否を の発行要件となる肉骨粉等の使用に関する製造基準適合確認検査を11件実施
確認する。 した。またエコフィード認証制度に係る確認等の検査1件を実施した。

【年度計画】
オ 依頼に応じて、輸出する飼料等の輸
出先国の製造基準等に適合するかの確
認、「エコフィード認証制度における
「食品残さ等利用飼料の安全性確保の
ためのガイドライン」の遵守状況の確
認に関する協力要請について」（平成
21年3月6日付け20消安第11555号・20
生畜第1737号農林水産省消費・安全局
長及び生産局長通知）に基づく確認等
の検査を実施する。

【中期計画】
④ 飼料安全法に基づく立入検査は、農林 ④ 飼料安全法に基づく立入検査については、農林水産大臣の指示に従い適正に
水産大臣の指示に従い適正に実施すると 実施するとともに、業務の進行管理を適切に行い、結果を以下の期限内に農林
ともに、その結果を以下の期限内に農林 水産大臣に報告した。
水産大臣に報告する。 ア 飼料安全法の立入検査及び質問の結果は、立入検査555件について、25業
ア 飼料安全法の立入検査及び質問の結 務日以内に報告した。なお、地域センター別の実績は表9のとおり。
果は、立入検査終了後25業務日以内

表9
【年度計画】 本部 札幌 仙台 名古屋 神戸 福岡 計
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④ 飼料安全法に基づく立入検査について 立入検査 159 60 51 59 110 116 555
は、農林水産大臣の指示に従い適正に実 件数
施するとともに、その結果を以下の期限
内に報告するため、業務の進行管理を適
切に行う。
ア 飼料安全法の立入検査及び質問の結
果は、立入検査終了後25業務日以内

【中期計画】
イ 飼料安全法の収去品の試験結果は、 イ 飼料安全法の収去品の試験は、20業務日以内に819件全て終了した。
分析・鑑定試験に要する標準処理期間 また、収去品の試験結果は、試験が終了した日から15業務日以内に全て報
を20業務日とし、試験が終了した日か 告した。なお、地域センター別の実績は表10のとおり。
ら15業務日以内

表10
【年度計画】 本部 札幌 仙台 名古屋 神戸 福岡 計
イ 飼料安全法の収去品の試験結果は、 収去件数 203 99 95 97 144 181 819
中期計画で定めた20業務日以内に分析
・鑑定試験を終了するよう努めるとと
もに、試験が終了した日から15業務日
以内

【中期計画】
⑤ ペットフード安全法に基づく立入検査 ⑤ ペットフード安全法に基づく立入検査については、農林水産大臣の指示に従
は、農林水産大臣の指示に従い適正に実 い適正に実施するとともに、業務の進行管理を適切に行い、結果を以下の期限
施するとともに、その結果を以下の期限 内に農林水産大臣に報告した。
内に農林水産大臣に報告する。 ア ペットフード安全法の立入検査及び質問の結果は、進行管理を適切に行い、
ア ペットフード安全法の立入検査及び 立入検査63件について30業務日以内に全て報告した。
質問の結果は、立入検査終了後30業務
日以内

【年度計画】
⑤ ペットフード安全法に基づく立入検査
については、農林水産大臣の指示に従い
適正に実施するとともに、その結果を以
下の期限内に農林水産大臣に報告するた
め、業務の進行管理を適切に行う。
ア ペットフード安全法の立入検査及び
質問の結果は、立入検査終了後30業務
日以内

【中期計画】
イ ペットフード安全法の集取品の試験 イ ペットフード安全法の集取品の試験は、中期計画で定めた30業務日以内に
結果は、分析・鑑定試験に要する標準 34点全て終了した。また、集取品の試験結果は、試験が終了した日から20業
処理期間を30業務日とし、試験が終了 務日以内に全て報告した。
した日から20業務日以内

【年度計画】
イ ペットフード安全法の集取品の試験
結果は、中期計画で定めた30業務日以
内に分析・鑑定試験を終了するよう努
めるとともに、試験が終了した日から
20業務日以内

【中期計画】
⑥ 国際獣疫事務局（OIE）コラボレーテ ⑥ OIEコラボレーティング・センターとして、飼料の安全性に関する情報の収
ィング・センターとして、飼料の安全性 集・発信、技術協力等について、次の取組を行った。
に関する情報の収集・発信、技術協力等 ア 平成24年度の輸入飼料原料の有害物質のモニタリング結果及び概要、農薬
について、次の取組を行う。 などの分析法、かび毒のハザードカード、飼料研究報告の要旨について英訳
ア 飼料の安全確保のための情報の提供 し、ホームページに掲載することにより、情報を海外に発信し、飼料の安全
・共有 確保のための情報の提供・共有を行った。

イ 要請に応じて、海外からの研修生の イ OIEアジア太平洋地域事務局と協力し、OIE加盟国から推薦のあった3カ国
受入や海外への専門家の派遣 （モンゴル、フィリピン及びネパール）3名の研修生を対象に、飼料中のか

ウ 毎年度の活動に関する報告書の作成 び毒分析に関する短期技術研修会を開催した。
・OIEへの提出 ウ 平成25年度の活動に関する報告書を作成し、OIEへ提出した。

【年度計画】
⑥ 国際獣疫事務局（OIE）コラボレーテ
ィング・センターとして、飼料の安全性
に関する情報の収集・発信、技術協力等
について、次の取組を行う。
ア 飼料の安全確保のために開発・改良
した分析法やハザードに関する情報を
海外に発信し、技術の普及や情報の提
供・共有を行う。

イ OIEアジア太平洋地域事務局と協力



- 29 -

し、OIE加盟国の要請に従い、飼料の
分析技術に関する研修会を開催する。
また、OIEの要請に従い、OIEの活動に
対する科学的知識や技術的支援のため
に、海外からの研修生の受入や、海外
への専門家派遣等の国際協力を行う。

ウ コラボレーティング・センターとし
ての活動に関する報告書を作成し、OIE
へ報告する。

(4) 土壌改良資材関係業務 (4) 土壌改良資材関係業務

【中期計画】
地力増進法に基づく立入検査は、農林水 地力増進法に基づく立入検査は、農林水産大臣の指示に従い、法令遵守状況の

産大臣の指示に従い、適正に実施するとと 確認等を適正に30件実施し、集取品22件の試験については、月ごとに集中して本
もに、集中的な集取品の試験等により迅速 部で試験を実施し、検査項目に応じてまとめて分析することにより迅速化を図る
化を図り、立入検査の結果を立入検査終了 とともに、業務の進行管理を適切に実施することにより、全ての検査結果を30業
後30業務日以内に農林水産大臣に報告す 務日以内に農林水産大臣に報告した。
る。ただし、試験の実施に長期間を要する なお、VA菌根菌資材について集取はなかった。
VA菌根菌資材を集取した場合は、立入検査
の結果を試験終了後速やかに農林水産大臣
に報告する。

【年度計画】
地力増進法に基づく立入検査は、農林水

産大臣の指示に従い、適正に実施するとと
もに、集中的な集取品の試験等により迅速
化を図り、立入検査の結果を立入検査終了
後30業務日以内に農林水産大臣に報告する
ため、業務の進行管理を適切に行う。 た
だし、試験の実施に長期間を要するVA菌根
菌資材を集取した場合は、立入検査の結果
を試験終了後速やかに農林水産大臣に報告
する。
また、検査の結果は速やかに検査事業場

に通知するとともに、表示に関する改善事
項が認められた場合には技術的助言を併せ
て行う。

3 農林水産物等の品質及び表示の適正化 3 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務
に関する業務
(1) 食品表示の監視業務 (1) 食品表示の監視業務

【中期計画】
① DNA分析、元素分析、安定同位体比分 ① 食品表示の監視業務については、次の取組を行いつつ、科学的検査を生鮮食
析等の食品表示の科学的検査を、農林水 品1,263件、加工食品4,882件、合計6,145件実施した。なお、地域センター別
産省と調整の上、毎事業年度6,000件以 の実績は表11のとおり。
上行う。
検査の結果、不適正表示が認められた 表11

場合には、速やかに農林水産省関係部局 本部 札幌 仙台 名古屋 神戸 福岡 計
に情報を回付する。また、農林水産大臣 計画件数 1,754 453 696 656 1,394 1,047 6,000
の指示があった場合には、立入検査を適
正に実施する。 検査件数 1,833 464 704 674 1,411 1,059 6,145

【年度計画】
① 食品表示の科学的検査については、 その結果、生鮮食品58件、加工食品38件の疑義が認められ、農林水産省に報
6,000件以上の検査を適切に実施するこ 告した。
ととし、その中で次の取組を行う。 ア 食品の産地表示に関する検査については、産地ごとの食品の流通状況等を

勘案し、検査を行うセンター、実施時期等を調整して1,692件実施した。（生
ア 食品の産地表示に関する検査は、産 鮮食品843件、加工食品849件）
地ごとの食品の流通状況等を勘案し、 その結果、生鮮食品55件、加工食品10件の疑義が認められ、農林水産省に
検査を行うセンター、実施時期等を調 報告した。
整して、900件以上行う。

イ 遺伝子組換えに関する表示が行われ 表12 食品の産地表示に関する検査件数
ている食品の検査は、製造業者等の事 品 目 件 数
業規模、地域バランス等を勘案して、 生鮮食品 843
300件以上行う。 黒大豆 50
なお、検査の結果、必要に応じて製 ネギ 115

造業者、流通業者等に対する分別生産 タマネギ 110
流通管理の実施状況等の調査を行うと カボチャ 100
ともに、可能な範囲において原料農産 さといも 105
物を入手し、遺伝子組換え体の混入率 マグロ 150
について検査分析を行う。 アサリ 100

ウ 事業者間取引における食品表示の監 シジミ 100
視は、農林水産省の指示の下、同省が マツタケ 13
行う調査と連携して実施する。 加工食品 849

乾しいたけ 102
梅漬物 20
干のり 100
アジ・サバ加工品 151
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うなぎ加工品 200
マダコ 100
塩蔵わかめ 62
コンブ 45
うどん 2
いりさや落花生 40
ジャム 15
牛肉加工品 12

合 計 1,692

イ 遺伝子組換えに関する表示が行われている食品の検査については、製造業
者等の事業規模、地域バランス等を勘案して生鮮食品66件、加工食品311件、
計377件実施した。
検査の結果、遺伝子組換え原料の混入の可能性があるものは58件（生鮮食

品6件、加工食品52件）あり、分別生産流通管理の実施状況等の調査を行う
とともに、可能な範囲で原料農産物を入手し、遺伝子組換え体の混入率につ
いて検査分析を行った。
以上の調査の結果、不適切な管理が認められた案件はなかった。

ウ 事業者間取引における食品表示の監視について、農政局地域センター等と
の連携調査において、生鮮食品170件及び加工食品46件を入手し、検査を実
施し、その結果を農林水産省へ報告した。また、表示内容に疑義があったた
め行った立入検査等において生鮮食品9件、加工食品4件、計13件を入手し、
検査を実施し、その結果を農林水産省へ報告した。

【中期計画】
② 食品表示110番を通じて寄せられる不 ② 食品表示110番等を通じて寄せられた不適正表示や違法なJASマーク表示に関
適正表示や違法なJASマーク表示に関す する情報71件について、事務処理手順書に基づき農林水産省関係部局へ回付し
る情報については、手順書に従い速やか 迅速かつ的確に対応した。
に農林水産省関係部局へ回付する。 また、不適正表示に関する情報については、農林水産省の指示により、食品

表示110番の情報提供に係る立入検査等を10件（18事業所）実施したほか、農
【年度計画】 林水産省からの食品表示110番の情報提供に係る依頼分析を25件実施した。
② 食品表示110番等を通じて寄せられる 違法なJASマーク表示に関する情報については、農林水産省の指示により、
不適正表示や違法なＪＡＳマーク表示に 食品表示110番等の情報提供に係る立入検査等を3件（3事業所）実施したほか、
関する情報(以下「疑義情報」という。) 農林水産省からの食品表示110番の情報提供係る依頼分析を4件実施した。
については、手順書に従い速やかに農林
水産省関係部局へ回付する。
また、農林水産省から疑義情報に係る

調査及び分析の依頼があった場合は、適
切に対応する。

(2) 登録認定機関等に対する調査等の業務 (2) 登録認定機関等に対する調査等の業務

【中期計画】
① 登録認定機関の登録及びその更新の ① 登録認定機関の登録及びその更新の申請に係る調査並びに定期的調査につい
申請に係る調査並びに定期的調査は、 ては、次の取組を行った。
ISO/IEC 17011に基づいて適切に実施す ア 登録認定機関の登録及びその更新時における調査（以下「技術上の調査」
るため実務経験に応じて資格を付与した という。）は、登録認定機関の登録調査1件及び登録の更新時における調査36
調査員が行い、登録認定機関の登録及び 件について、業務の進行管理を適切に行い全て27業務日以内に農林水産大臣
その更新の申請に係る調査にあっては農 へ調査結果を報告した。
林水産大臣の調査指示から27業務日以内 なお、登録認定機関の業務規程等の変更の届出に関する調査を行い、平成
に調査結果を農林水産大臣に報告する。 25年度に調査が終了した339件を依頼のあった農林水産省消費・安全局表示
ただし、調査の過程で申請者に対し資 ・規格課長に報告した。

料の記載内容の確認、追加提出等を請求
した場合において、申請者からそれらの 表13 技術上の調査及び変更届出に関する調査件数
確認、提出等が行われるまでに要した期
間は、調査期間に含めないものとする。 新規 更新 変更 合計
また、調査の結果、登録認定機関の登

録基準への適合性が確認されない場合 登録認定機関 1 34 278 313
は、農林水産省関係部局へ報告し連携し
て適切な対応をとる。 登録外国認定機関 0 2 61 63

【年度計画】 合 計 1 36 339 376
①登録認定機関の登録及びその更新の申請
に係る調査並びに定期的調査について
は、次の取組を行う。 イ 調査した全ての案件について、登録認定機関の登録基準への適合性が確認
ア 登録認定機関の登録及びその更新の された。
申請に係る調査は、農林水産大臣の調
査指示から27業務日以内に調査結果を ウ ISO/IEC 17011等に関する調査員内部研修を、2回（22名）実施し、調査員
農林水産大臣に報告するため、業務の としての資格要件を満たす職員を確保するとともに、調査員補内部研修を2
進行管理を適切に行う。ただし、調査 回（3名）実施し、調査技術の維持、向上を図った。また、ISO 9000審査員
の過程で申請者に対し資料の記載内容 研修コースに3名の職員を受講させ、計61名の有資格者を確保した。
の確認、追加提出等を請求した場合に そのほか、関係基準文書の見直しを行い、「登録認定機関等の調査等業務
おいて、申請者からそれらの確認、提 品質マニュアル」、「登録認定機関及び登録外国認定機関の技術上の調査規程」
出等が行われるまでに要した期間は、 及び、「登録認定機関及び登録外国認定機関の定期的調査規程」等、基準文
調査期間に含めないものとする。 書の改正を行った。

イ 調査の結果、登録認定機関の登録基
準への適合性が確認されない場合は、
農林水産省へ報告し、連携して適切に
対応する。
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ウ 登録認定機関に対する調査をISO/
IEC 17011に基づいて適切に実施する
ため、ISO/IEC 17011等に関する内部
研修等により、調査員としての資格要
件を満たす職員を確保する。また、必
要に応じて関係する基準文書の見直し
を行う。

【中期計画】
② 定期的調査は、認定事業者の格付業務 ② 定期的調査については、登録認定機関ごとにその認定事業者数等を勘案した
に対する登録認定機関の指導が適切に行 調査計画を作成し、進行管理表等により立会調査及び格付品検査の進捗状況を
われているか否かを確認するため、ISO/ 把握し、計画的に実施した。
IEC 17011に基づいて適切に行い、原則 定期的調査は、年度途中に認定業務を廃止した登録認定機関等（13機関）を
として登録認定機関ごとに毎事業年度1 除き116機関134事業所（うち、登録外国認定機関24機関24事業所）を対象とし
回実施する。 て、立会調査及び格付品検査と連動して次のとおり各1回実施した。
また、定期的調査においては、立会調

査を350件以上、JAS製品の検査を700件 ・飲食料品 15機関（ 21事業所）
以上行う。 ・林産物 12機関（ 19事業所）

・生糸・畳表 3機関（ 3事業所）
【年度計画】 ・生産情報公表牛肉等 14機関（ 14事業所）
② 定期的調査は、認定事業者の格付業務 ・有機農産物等 72機関（ 77事業所）
に対する登録認定機関の指導が適切に行 計 116機関（134事業所）
われているか否かを確認するため、ISO/
IEC 17011に基づいて適切に行い、原則 事業所調査の結果、認められた問題点については、現地で指摘を行うととも
として登録認定機関ごとに１回実施す に、不適合が認められた50機関に対しては、文書により是正要求を行った。
る。 なお、調査結果及び是正状況については、速やかに農林水産省関係部局へ報
また、定期的調査に資するために行う 告した。

検査等については、次の取組を行うとと
もに、検査等の結果、適正でない事項を ア 格付品検査は各登録認定機関の認定事業者数等を勘案して777件実施し、
認めた場合には、必要な是正措置及び是 不適合があった14件（うち5件は現地調査を実施）については、関係する登
正状況の確認を行う。 録認定機関に対して文書により是正要求を行った。
ア 格付品検査は、各登録認定機関の認 ・飲食料品 191件
定事業者数等を勘案して各登録認定機 ・林産物 111件
関ごとの検査件数を配分することを基 ・生糸・畳表 5件
本としつつ、700件以上の検査を実施 ・生産情報公表牛肉等 3件
する。 ・有機農産物等 467件

イ 立会調査は、各登録認定機関の認定 計 777件
事業者数等を勘案して各登録認定機関
ごとの調査件数を配分することを基本 イ 立会調査は、各登録認定機関の認定事業者数等を勘案して380件実施し、
としつつ、350件以上の調査を実施す 不適合があった23件については、関係する登録認定機関に対して文書により
る。 是正要求を行った。

・飲食料品 86件
・林産物 48件
・生糸・畳表 5件
・生産情報公表牛肉等 7件
・有機農産物等 234件

計 380件

【中期計画】
③ 米国農務省全米有機プログラム（NOP） ③ NOP基準による有機食品の検査認証制度を我が国において運用するに当たり
基準による有機食品の検査認証制度を我 必要となる認証機関の認定等に係る調査が、センターの有するISO/IEC 17011
が国において運用するに当たり必要とな に関する知見を活用してJAS法に基づく検査認証制度と同様に的確に運用され
る認証機関の認定等に係る調査は、ISO/ るよう、次の取組を行った。
IEC 17011に関する知見を活用して適切 ア 関係する基準文書について検討を行い、「NOP認証機関の適合審査及び監査
に実施する。 実施マニュアル」等の改正を行った。

イ ISO/IEC 17011等に関する調査員内部研修により、調査員に対してNOPに関
【年度計画】 する基準文書の周知徹底及び教育訓練を行った。
③ 米国農務省全米有機プログラム（NOP） また、NOP認証機関からの変更の届出に係る調査7件を行い、結果を農林水
基準による有機食品の検査認証制度を我 産省及び申請者に報告した。なお、新規の認定申請はなかった。
が国において運用するに当たり必要とな さらに、認定されたNOP認証機関（2機関）に対する監査（定期的監査）とし
る認証機関の認定等に係る調査が、セン て、立会調査2件、認証製品検査1件及び事業所調査2件を実施し、監査結果を
ターの有するISO/IEC 17011に関する知 農林水産省及び申請者に報告した。
見を活用してJAS法に基づく検査認証制 平成26年1月末日までにNOP認証機関から提出された認証実績（平成25年1月
度と同様に的確に運用されるよう、次の ～12月）を取りまとめ、農林水産省に報告した。（報告日：平成26年2月18日）
取組を行う。 なお、農林水産省からのNOP認証機関に対する調査等の要請はなかった。
また、農林水産省からの認証機関の調

査等の要請があった場合は、適切に調査
を実施するとともに、その結果を速やか
に農林水産省へ報告する。
ア 必要に応じて関係する基準文書の見
直しを行う。

イ 調査員に対する基準文書の周知徹底
及び教育訓練を行う。

(3) JAS法に基づく立入検査等 (3) JAS法に基づく立入検査等

【中期計画】
JAS法に基づく立入検査等は、農林水産 JAS法に基づく立入検査等については、農林水産大臣の指示に従い適正に行う

大臣の指示に従い、次により適正に実施す ため、次の取組を行った。
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る。 ① 立入検査等を行うに当たって、当該立入検査等の内容により、立入検査員の
① 検査能力、経験等を勘案して立入検査 資格基準、知識、経験等を考慮して適切に立入検査員を選任し、農林水産省等
職員を適切に選任し、農林水産省等関係 関係機関と緊密な連携の下に実施した。
機関との緊密な連携等に留意して実施す
る。

【年度計画】
JAS法に基づく立入検査等については、

農林水産大臣の指示に従い適正に実施する
ため、次の取組を行う。
① 立入検査等を行うに当たっては、当該
立入検査等の内容を考慮して立入検査員
を適切に選任し、農林水産省等関係機関
と緊密な連携の下に行う。

【中期計画】
② 農林水産大臣から指示された事項を的 ② 立入検査等については、関係する基準文書に基づき、次のとおり適正に実施
確に検査し、その結果を立入検査等の終 した。
了後3業務日以内に農林水産大臣に報告 ・ 表示内容の疑義に関する立入検査17件（23事業所）、任意調査1件（3事業
する。ただし、立入検査等の相手方事業 所）、計18件（26事業所）及び登録認定機関及び認定事業者等に対する立入
者等が複数であり、立入検査等の結果の 検査を3件（3事業所）を実施し、全ての案件について、3業務日以内に報告
取りまとめに時間を要する場合は報告書 した。
を取りまとめ次第速やかに農林水産大臣 なお、表示内容の疑義に関する立入検査等に対応した製品分析を37件実施
に報告する。 した。

・ 農政局地域センター等と連携して任意調査133件（159事業所）実施し、全
【年度計画】 ての案件について、3業務日以内に報告した。
② 立入検査等は、基準文書に基づき適正 また、立入検査のほか、農林水産省が改善の指示又は指導を行った事業者
に実施するとともに、その結果を立入検 に対する改善状況の確認調査3件（3事業所）を実施した。
査の終了後３業務日以内に報告するた
め、業務の進行管理を適切に行う。ただ
し、立入検査等の相手方事業者等が複数
であり、立入検査等の結果の取りまとめ
に時間を要する場合は、報告書を取りま
とめ次第速やかに農林水産大臣に報告す
る。

(4) JAS規格の見直し等に係る業務 (4) JAS規格の見直し等に係る業務

【中期計画】
JAS規格の見直し等に関し、農林水産大 ① 農林水産大臣の指示を受け、「日本農林規格の制定等に関する計画（平成25

臣からの依頼を受けて行う規格調査や原案 年度）」に基づき、調査実施法人として次のとおり調査を実施し農林水産大臣
の作成は、「日本農林規格の制定等に関す に報告した。
る計画」に基づいて適切に行う。 消費者等に対するアンケート又はヒアリングによる生産・利用実態調査、
また、農林水産省からの依頼を受けて、 品質実態を把握するための品質実態調査、JAS規格に対応する国際規格の有無

JAS規格の適切な運用に資するための調査 及びその内容やJAS規格との整合性についての調査等を指示のあった5品目9規
等を行う。 格について実施し、調査結果を取りまとめ農林水産大臣に報告した。平成24

年度（25品目75規格）に比べ、報告件数が減少した要因は、農林水産大臣が
【年度計画】 作成した計画において、制定等の対象とする日本農林規格の数が減少したた
JAS規格の見直し等に関し、農林水産大 めである。

臣からの依頼を受けて行う規格調査や原案 なお、分析法について情報収集を行うとともに、見直しに伴う妥当性確認
の作成を「日本農林規格の制定等に関する 試験及び従来手法と新たな手法の同等性確認試験を次のとおり実施した。
計画」に基づいて適切に行う。
また、農林水産省からの依頼を受けて、 ・文献調査 1品目（3項目）

JAS法第15条の2第2項に定める同等性のあ ・ヒアリング 5品目（2回）
る国の審査に必要な調査などJAS規格の適 ・妥当性確認のための分析試験 5品目（ 6項目）
切な運用に資するための調査等を行う。 ・従来手法と新たな手法の同等性確認 1品目（ 1項目）

分析法の見直しに当たっては学識経験者、業界関係者等で構成する分析手法
妥当性確認調査検討・評価委員会を3回開催し、分析法の妥当性確認試験の設
計及びその試験結果について評価を行った。

② 農林水産大臣の指示を受け、センターを事務局とする合議体を設置し、原案
作成機関として、国産材の利用拡大を図る上で重要な課題であった直交集成板
（CLT）の規格の制定及び26品目80規格について日本農林規格の確認・改正又
は廃止の原案の検討・作成を行い、原案を取りまとめ農林水産大臣に報告した。
平成24年度（15品目58規格）に比べ、報告件数が増加した要因は、農林水産大
臣が作成した計画において、制定等の対象とする日本農林規格の数が増加した
ためである。
なお、原案作成委員会は公開で実施するとともにその資料及び議事概要につ

いてセンターのホームページに掲載し、公表した。

③ 農林水産省からの依頼に基づき、次の調査等を実施し、農林水産省に報告し
た。
・「有機農産物及び有機農産物加工食品の同等性審査に係る生産資材調査会」
を2回開催した。

・ 「直交集成板の日本農林規格に規定された接着剤に係る同等性能評価基準
検討委員会」を4回開催した。

・ 「集成材の日本農林規格に規定された接着剤に係る同等性能確認等審査委
員会」を2回開催した。
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(5) 国際規格に係る業務 (5) 国際規格に係る業務

【中期計画】
国際標準化機構（ISO）の食品専門委員 国際規格に我が国の意見を反映させるため、次の取組を行った。

会（TC34）、合板分科委員会（TC89/SC3） ① 国際標準化機構（ISO）の食品専門委員会（TC34）、官能分析分科委員会（TC
及び木材専門委員会（TC218）の国内審議 34/SC12）、分子生物指標の分析に係る横断的手法分科委員会（TC34/SC16）、食
団体として、リエゾンTCを含む情報の収集、 品安全のためのマネジメントシステム分科委員会（TC34/SC17）、木質パネル専
国内の意見集約等の国際標準作成に関する 門委員会/合板分科委員会（TC89/SC3）及び木材専門委員会（TC218）の国内審
活動を行う。 団体として次のとおり国際標準作成に関する活動を行った。
また、農林水産省の要請を受けて、コー ア 外部有識者等からなる委員会の設置、情報の収集、国内の意見集約等

デックス委員会等の国際規格に関する技術 〔TC34〕
的な支援を行う。 ・WG13（ローヤルゼリー作業部会）

国内検討会 4回開催
【年度計画】 〔TC34/SC17〕
国際規格に我が国の意見を反映させるた 国内委員会 3回開催

め、次の取組を行う。 〔TC89/SC3〕
① 国際標準化機構（ISO）の食品専門委 国内委員会 1回開催
員会（TC34）、合板分科委員会（TC89/SC 〔TC218〕
3）及び木材専門委員会（TC218）の国内 国内委員会 1回開催
審議団体として、リエゾンTCを含む情報
の収集、国内の意見集約等、次の国際標 イ 国際会議への職員等の派遣
準作成に関する活動を行う。 〔TC34〕
ア 必要に応じて外部有識者等からなる ・WG13（ローヤルゼリー作業部会）
委員会を設置し、情報の収集、国内の 国際会議 1回派遣（5名）
意見集約等を行う。 ※会議を招致し、7月22日から7月23日の期間、東京において開催した。
イ 必要に応じて、国際会議に職員等を 〔TC34/SC16〕
派遣する。 国際会議 2回派遣（4名）

② 農林水産省からのコーデックス委員会 ※このうち1回（3名）については電話会議（東京）に参加した。
等の国際規格に関する技術的な支援の要 〔TC34/SC17〕
請に備えて、国際規格及び各国規格に関 国際会議 4回派遣（4名）
する情報の収集、整理等を行う。 〔TC89/SC3〕

国際会議 1回派遣（1名)
〔TC218〕
国際会議 1回派遣（1名）

〔TC165（センターで国内審議団体事務局は設置していないが、TC89/SC3及びTC218
と関連があるTC）〕
国際会議 1回派遣（1名）

② コーデックス食品規格委員会関連の国内会議に8回出席し、総会及び各部会
等で検討されている食品規格の分析法及び検討状況等の情報を収集、整理した。

4 リスク管理に資するための有害物質の 4 リスク管理に資するための有害物質の分析業務
分析業務

【中期計画】
「食品の安全性に関する有害化学物質の 農林水産省が策定する「サーベイランス・モニタリング年次計画」に含まれる

サーベイランス・モニタリング中期計画」 以下の品目と有害化学物質の組合せについての実態調査を実施し、農林水産省に
（平成22年12月22日公表）において調査対 報告した。
象とされた危害要因及び食品群・飼料につ
いての分析を実施する場合には、「サーベ 〔農産物〕
イランス・モニタリングの計画・実施及び 国産麦類中のかび毒※1について、農林水産省による指示「平成25年度農産
結果の評価・公表に関するガイドライン」 物のかび毒含有実態調査の実施について」（平成25年6月18日付け25消安第1450
（平成17年6月7日付け17消安第2330号農林 号農林水産省消費・安全局通知）及び「平成25年度食用外麦のかび毒含有実態
水産省消費・安全局長通知）に従って分析 調査の実施について」（平成25年11月20日付け25消安第4063号農林水産省消費
業務を的確かつ迅速に行うため、必要な各 ・安全局通知）に基づき、食用麦880点、食用外麦386点の分析を行った。
種手順書について整備・見直しを行う。

※1：食用麦はデオキシニバレノール（DON）・3-アセチルDON・15-アセチルDON、
【年度計画】 ニバレノール（NIV）・4-アセチルNIV、T-2トキシン・HT-2トキシン、ゼアラレ
サーベイランス・モニタリング計画にお ノン、食用外麦はDON・3-アセチルDON・15-アセチルDON、NIV・4-アセチルNIV

いて調査対象とされた危害要因及び食品群
・飼料についての分析を実施する場合に 〔飼料〕
は、「サーベイランス・モニタリングの計 ・ダイオキシン類 25点
画・実施及び結果の評価・公表に関するガ ・かび毒※2 1,019点
イドライン」（平成17年6月7日付け17消安 ・有害金属※3 564点
第2330号農林水産省消費・安全局長通知）
の様式に従う等、分析結果を的確かつ迅速 ※2：フモニシン、ゼアラレノン及びDON
に報告する。 ※3：カドミウム、総水銀及び鉛
さらに、農林水産省がサーベイランス･

モニタリング計画において調査対象とした 農林水産省が「サーベイランス･モニタリング年次計画」において調査対象
危害要因及び食品群について分析能力を確 とした危害要因及び食品群についての分析能力を確立するため、農林水産省
立するため、対象危害要因・食品の選定、 の指示の下、危害要因及び食品の選定、分析法の情報収集及び分析法に求め
分析法の情報収集、分析法に求める性能要 る性能要件について検討を行った。これをもとに、標準手順書原案を作成し、
件の検討、分析法の標準手順書原案の作成、 試行と妥当性確認を進め、以下の標準手順書案を作成した。
試行、予備的妥当性確認等を農林水産省の
指示の下に進める。 （作成した標準手順書案）

・玄米中の総ヒ素、カドミウム、総水銀及び鉛
・玄米中のフザリウム属菌が産生するかび毒※4
・とうもろこし加工品中のゼアラレノン
・玄米、落花生中のアフラトキシン類
・ポテトスナック、ビスケット中のアクリルアミド
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※4：DON、3-アセチルDON、15-アセチルDON、NIV、4-アセチルNIV、T-2トキ
シン、HT-2トキシン及びゼアラレノン

5 カルタヘナ担保法関係業務 5 カルタヘナ担保法関係業務

【中期計画】
遺伝子組換え生物等の使用等の規制によ 該当する事案はなかった。

る生物の多様性の確保に関する法律（平成
15年法律第97号）第32条第1項の規定に基
づき、同条第2項の農林水産大臣の指示に
従い、立入り、質問、検査及び収去を的確
に実施し、その結果を速やかに農林水産大
臣に報告するため、必要な規程について整
備・見直しを行う。

【年度計画】
遺伝子組換え生物等の使用等の規制によ

る生物の多様性の確保に関する法律（平成
15年法律第97号。以下「カルタヘナ担保法」
という。）第32条第1項の規定に基づき、
同条第2項の農林水産大臣の指示に従い、
立入り、質問、検査及び収去を的確に実施
するため、次の取組を行う。
また、立入り、質問、検査及び収去を実

施した場合には、その結果を速やかに農林
水産大臣に報告する。
(1) 立入検査等を行うための規程等を必
要に応じて見直す。

(2) 農林水産大臣からカルタヘナ担保法
第31条第1項の規定に基づき収去した遺
伝子組換え生物等の検査の指示があった
場合は適切に実施する。

6 国際協力業務 6 国際協力業務

【中期計画】
可能な範囲において、センターの技術力 （独）国際協力機構（JICA）等からの要請を踏まえ、以下の取組を行った。

を活用した専門家の海外派遣及び海外から JICAから技術協力専門家の派遣要請があり、職員を1回（1名）派遣した。
の研修生の受入れを行う。 JICA等からの要請により海外からの研修員を受入れ、JAS制度、食品の表示制

度、飼料安全制度、食品及び飼料等の分析技術等に関する研修を2回（延べ10か
【年度計画】 国、15名）実施した。
農林水産省、独立行政法人国際協力機構

等の関係機関からの国際技術協力等の要請
については、可能な範囲において対応する
こととし、国内活動及び専門家の海外派遣
を行うとともに、海外からの研修員の受入
れを行う。
また、必要に応じて独立行政法人国際協

力機構の主催する研修等に職員を派遣す
る。

第3 予算（人件費の見積もりを含む。）、 第3 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画
収支計画及び資金計画

【中期計画】
1 予算 〔略〕 財務諸表等を参照のこと。
2 収支計画 〔略〕 平成25年度においても予算の執行を適切に行い、平成24年度に引き続き、業務
3 資金計画 〔略〕 経費、一般管理費の削減に取り組んだ。

【年度計画】 年度当初及び年度途中において本部及び地域センターの施設人員状況を踏まえ
本事業年度の予算（人件費の見積もりを た上で当該事業年度の予算配分の考え方を作成し、これに基づき計画的な予算配

含む。）収支計画及び資金計画は、別表1、 付・調整を行うことにより、適切かつ効果的な資金配分を行った。
2及び3に定めるとおりとする。 平成25年度における運営費交付金の執行率は96.8％であったが、その理由とし
別表1 予算 〔略〕 ては、人件費については支給延べ人員が減少したこと及び俸給の支給額を減額し
別表2 収支計画 〔略〕 たことに伴い残額が生じたこと（予算額5,194百万円、決算額4,831百万円）、ま
別表3 資金計画 〔略〕 た、各業務の一層の節約を行ったことによるものである。

また、未執行額に相当する運営費交付金債務については、平成26年度に繰り越
すこととしている。
なお、平成24年度に交付された運営費交付金の債務残高は人件費であり、平成

26年度人件費に充当することとしており、平成23年度以前に交付された運営費交
付金の債務残高はない。

表14 主な経費の予算額と決算額の差額及びその主な理由 (円)

区分 予算額 決算額 差額 差額の主な理由

業務経費 800,604,000 849,111,395 △48,507,395 前年度契約した工事
の繰越に伴う増加
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一般管理費 602,428,000 561,640,893 40,787,107 消耗品費・印刷費・
通信費等の節約に伴
う減少

人件費 5,194,385,000 4,831,109,901 363,275,099 支給延べ人員の減少
及び俸給の支給額減
額

第4 短期借入金の限度額 第4 短期借入金の限度額

【中期計画】
平成23年度～平成27年度：9億円 該当する事案はなかった。
（想定される理由）
運営費交付金の受入れが遅延
公務災害及び通勤災害が発生した場合の
災害補償費の借入れ

【年度計画】
平成25年度：9億円

（想定される理由）
運営費交付金の受入れが遅延
公務災害及び通勤災害が発生した場合の
災害補償費の借入れ

第5 不要財産又は不要財産となることが 第5 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画
見込まれる財産の処分に関する計画

(1) 資産の売却額の国庫返納 (1) 資産の売却額の国庫返納
【中期計画】 該当する事案はなかった。
政府出資である固定資産のうち不要とな

った資産の売却額及び政府からの承継資産
のうち不要となった資産の売却額を以下の
とおり国庫へ返納する。
① 国庫納付の額

政府出資である固定資産のうち不要と
なった資産の売却額及び政府からの承継
資産のうち不要となった資産の売却額
（124,083円）とする。

② 国庫納付の時期
平成23年度中の可能な限り早い時期と

する。
③ 国庫納付の方法

金銭による納付とする。

【年度計画】

(2) 堺ほ場の国庫返納 (2) 堺ほ場の国庫返納

【中期計画】
肥料に係る栽培試験業務を「岩槻ほ場」 該当する事案はなかった。

に集約することにより、「堺ほ場」を廃止 なお、堺ほ場は平成24年度に国庫へ返納済み。
し、廃止に伴い生じた不要財産を以下のと
おり国庫へ返納する。
① 財産の概要

土地：大阪府堺市田出井町698-53
（面積：1,348㎡）

建物：管理舎（昭和60年築）
RC-4-1造（59.8㎡）
ガラス室他2棟
（延べ面積：192.05㎡）

［注記］
土地の面積、建物の延べ床面積について

は、独立行政法人への移行時に国から出資
された面積を記載
② 国庫納付の時期

平成24年度中とする。
③ 国庫納付の方法

現物による納付とする。

【年度計画】

第6 余剰金の使途 第6 余剰金の使途

【中期計画】
検査検定業務に係る業務運営の効率化及 該当する事案はなかった。

び業務の質の向上を図るための分析機器の なお、利益剰余金（81,672千円）は生じているが、これは、平成25年度末にお
購入の経費に充当する。 ける検査・検定手数料、講習事業収入等の他、前中期目標期間に発生した繰越積

立金（自己収入取得資産の減価償却費に充当したものの残額）及び積立金による
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【年度計画】 ものである。
検査検定業務に係る業務運営の効率化及

び業務の質の向上を図るための分析機器の
購入の経費に充当する。

第7 その他主務省令で定める業務運営に 第7 その他主務省令で定める業務運営に関する事項
関する事項

1 施設及び設備に関する計画
1 施設及び設備に関する計画

【中期計画】
既存の施設・設備の老朽化等に伴う施設 (1) 施設・設備の老朽化等に伴い、本部（小平）の農薬検査部スクラバー等改

及び設備の整備・改修等を計画的に行う。 修工事及び仙台センターのドラフトチャンバー改修工事を計画的に実施した。

平成23年度～平成27年度施設、設備に関
する計画
施設・設備の内容
検査施設の整備、検査設備の整備その他
業務運営上必要な施設・設備の整備及び
改修
予定額（単位：百万円）
412 ±δ
［注記］
δ：老朽化度合等を勘案して、各事業年
度増減する施設、設備の整備等に要す
る経費

財源
施設整備費補助金

【年度計画】
(1) 既存の施設・設備の老朽化等に伴う
施設及び設備の整備・改修等を計画的
に行う。

本部（小平）：スクラバー等改修工事
仙台センター：ドラフトチャンバー改修

工事

【中期計画】
門司事務所を福岡センターへ移転・統合 (2) 門司事務所の福岡センターへの移転・統合については、｢門司事務所移転検

する場合に必要となる福岡センター庁舎の 討委員会｣を2回開催の上、検査棟改修工事に伴う設計を決定し、検査棟改修
増改築の規模及び内容、そのための経費及 工事を実施し、門司事務所からの業務移転を実施した。
びその予算措置等の検討を行う。 なお、門司事務所原状回復工事については、平成26年3月末に完了する予定

であったが、入札の不調、不落があり、仕様を変更して入札を実施したため、
【年度計画】 工事の一部は、26年6月に完了した。
(2) 門司事務所を福岡センターへ移転・
統合するために必要となる福岡センタ
ーの検査棟改修工事を行う。

福岡センター：検査棟改修工事

2 職員の人事に関する計画（人員及び人 2 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）
件費の効率化に関する目標を含む。）

【中期計画】
(1) 方針 (1) 方針

適切かつ効率的な業務運営を図るた 本部及び地域センターでの業務状況を踏まえた上で、重点化し効率的な業務
め、業務の重点化及び効率化に努めると 運営を図るため、食品安全に係る緊急対応等の行政ニーズに迅速に対応するた
ともに、適正な人事配置を行う。 めの体制の構築、農薬検査部の再編による検査体制の強化を実施することによ

(2) 人員及び人件費に関する指標 り適正な人員配置を行った。また、要員配置が適正かどうか判断するため、役
期末の常勤職員数は、期初職員相当数 員会等で業務が適正に進捗していることを確認した。

上回らないものとする。 (2) 人員に関する計画
（参考） 業務の効率化を図り、常勤職員数を638人（平成26年1月1日時点）とし、中
期初の常勤職員数 680人 期目標期間の期初職員相当数である680人を下回った。

(3) 人材の確保についての計画 (3) 人材の確保についての計画
農林水産省と連携した業務運営を推進 農林水産省との連携を図り、センターの業務に必要な人材を確保するため、

するため、業務上密接な関連を有する消 次の取組を行った。
費・安全局を中心とした行政部局との円 ① 農林水産省消費・安全局等と人事交流（転出38名、転入31名）を実施した。
滑な人事交流を行う。 ② 農学、化学、畜産等の試験区分の国家公務員試験等の合格者の中から18名
また、職員の採用に当たっては、業務 を採用し、必要な人材を確保した。

を遂行する上で必要とされる分析の基礎 ③ 採用情報については、各センターで職場訪問（20回）を開催したほか、人
的能力、農林水産物や食品及び農業生産 事院が行う官庁業務合同説明会等（7回）への参加、人事院が行う関東地区
資材に関する専門的知識等を有する農 官庁学生ツアー（3回）及び東京農業大学（公務員相談会）においての採用
学、化学等及び行政の試験区分の国家公 案内パンフレットの配布やインターネット等を活用した広報活動を行い、優
務員試験合格者を中心として採用する。 秀な人材を確保した。

【年度計画】
(1) 方針

適切かつ効率的な業務運営を図るた
め、業務の重点化及び効率化に努めると
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ともに、適正な人事配置を行う。
(2) 人員に関する計画

平成25年度の常勤職員数は、中期目標
期間の期初を上回らないものとする。

(3) 人材の確保についての計画
農林水産行政との連携を図り、センタ

ーの業務に必要な人材を確保するため、
次の取組を行う。
① 人事交流については、農林水産省等
と計画的に実施することとし、諸事情
に即し、一方に偏らないことを基本と
する。

② 職員の採用に当たっては、業務の円
滑な推進を図るため、分析の基礎的能
力、農林水産物や食品、農業生産資材
に関する専門的知識等を有する農学、
化学等及び行政の試験区分の国家公務
員試験合格者等から採用する。

③ 採用情報については、人事院が行う
学生への説明会、大学等が行う就職説
明会等への参加や、インターネット等
を活用した広報活動により、優秀な人
材の確保に努める。

3 積立金の処分に関する事項 3 積立金の処分に関する事項

【中期計画】
前期中期目標期間繰越積立金は、前期中 前期中期目標期間中の繰越積立金は、計画に基づき前期中期目標期間中に自己

期目標期間中に自己収入財源で取得し、当 収入財源で取得し、当期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却等に
期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産 要する費用の平成25年度相当額（356千円）を取り崩した。
の減価償却等に要する費用に充当する。

【年度計画】
前期中期目標期間繰越積立金は、前期中

期目標期間中に自己収入財源で取得し、当
期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産
の減価償却等に要する費用に充当する。


